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海外情勢とともに、いまだ不安定な国内の景気動向。

コロナ禍という未曽有の事態を乗り越えたいまでも

私たちは先行きの見通せない時代の渦中にいます。

テクノロジーの圧倒的な進化なのか

新たなリーダーの登場なのか。

時代を変えるブレイクスルーが待ち望まれるなか

UTグループは創業以来信じる道を

これまでも、そしてこれからも歩んでいきます。

「はたらく力で、イキイキをつくる。」

一人ひとりの力を最大限に引き出して

日本の労働市場が抱える大きな課題を解決するために。

新たなビジョンを見据え、進化を重ねながら

全国の働く人とモノづくり企業を支えていきます。

激動する時代のその先へ
これからも働く人とともに
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65άϧーϓの企業ཧ೦

るもの͍ͯ͠ࢦɺ͛ܝた͕ͪ৺にࢲ

私たちUTグループは「はたらくҙཉをͬ࣋たすての人にスキルΞοプキϟリΞܗのػձがしくఏ͞ڙれ、

ެਖ਼にॲ۰͞れるࣾձの࣮ݱ」を企業的として.*44*0/ʗ7*4*0/ʗ7"-U&4にࣔしている企業ཧ೦をڞ有し

創業以来、ڧいײ໋をͬ࣋て働く人と企業がともにできる࣋ଓ的なࣾձの࣮ݱをࢦしています。

MISSION

PURPOSE

໋

VISION

ࢦす࢟

VALUES

価値؍

たらくྗͰɺ
イΩイΩΛͭくるɻ

企業的

企業ཧ೦

Ұ人ͻとΓにɺ
Γఴ͍ɺ向͖߹͏ɻد

はたらくҙཉをͬ࣋たすての人にスキ

ルΞοプキϟリΞܗのػձがしく

ఏڙ れ͞、ެ ਖ਼にॲ۰ れ͞るࣾձの࣮ݱ

UT  VISION  2030
これからのたら͖ํの
ϓラοトϑΥーϜになるɻ

˔�ઓをଓ る͚
˔�ਖ਼し͞ を؏く
˔�νーϜでえる
˔�Մੑを信じ͛る

たらくྗͰɺイΩイΩΛͭくるɻ

65άϧーϓ͕Ռたす໋

65άϧーϓ͕ࢦす����の࢟

65άϧーϓの価値؍

これからのたら͖ํのϓラοトϑΥーϜになるɻ

Ұ人ͻとΓにɺدΓఴ͍ɺ向͖߹͏ɻ

人の成長を௨ て͡ɺ お٬༷の成長にݙߩするɻ

ʮ人ʯに期をͤدていたͩきɺʮ人ʯをධ価いたͩいては͡ め

てɺ私たち̪ グ̩ループの事業は成りཱち·すɻʮ人ʯを௨してお

٬༷の事業ɺ社会にݙߩするのがɺ私たち̪ グ̩ループですɻ

にݟえないɺܗのないサービス͔ͩΒ͜ ͦɺお٬༷にとͬ てɺ

社会にとͬ てのʮ̪̩ グループʯとは私たち一人ひとりの行動に

ଞなり·ͤΜɻ

ͦの と͜をڳにɺ私たちは常に自した行動を৺がけɺくなき

自ݾ向上にめ続け·すɻ

一人ひとりがɺ一人ひとりにدりఴいɺひとͭひとͭの仕事ɺ課

題ɺいに向き߹い続け·すɻ

市場のม化をडけすい仕事環境ではたΒく一人ひとりにɺ

มΘΒないʮ҆৺ɺͭ ながりɺ成長ʯをɻ

ͦの上でɺお٬༷企業のօ༷にはɺม化ରԠྗをɻ

̪̩ グループはʮはたΒく現場ʯのม化に߹ΘͤてɺはたΒく一

人ひとりのイΩイΩを࣋続的に創ग़・ࢧԉできるʮ͜Ε Β͔のは

たΒき方のプラットフォームʯになる͜ とをએݴし·すɻ

ライフスタイル働き方のม化にରԠしながΒɺΩャリアܗ成

の機会がしくఏڙ Ε͞ɺ正しくॲ۰ Ε͞る社会の実現をࢦ

し·すɻ

˙�Έんなの「はたらきたい」にԠえる
はたΒくҙཉを࣋ たͬすべての人にԠえΒΕるɺଟ༷な৬場と働き方ɺスΩルアッ
プの可能性をఏڙし·すɻ

ઓをଓ͚る ඪとࢤを高くܝげɺ挑戦し続けるɻ

ਖ਼し͞ を؏く はたΒく人のࢹにཱちɺ常に正しく行動するɻ

νーϜでえる 一人ひとりのためにଟ༷な組織を活͔すɻ

Մੑを信じ͛る 一人ひとりの成長をͲ͜ ·でもޙԡしするɻ

˙�外国人にも「イキイキ」を
日本でΒしɺ働く外ࠃ人にもʮイΩイΩʯするためにඞ要なサポートを行いɺ৬場
のఏڙと連続したΩャリアܗ成をࢧԉし·すɻ

˙�「安৺」をいつでも
৬場での適切な๏ྩ९क環境の֬อはもちΖΜɺ働いていない࣌間もサポート
する͜ とでɺʮ働くʯの࣭を高める͜ とをࢦし·すɻ

私たち̪̩ グループはɺ創業࣌ Β͔一؏してɺはたΒく人の成長と人ੜ

の҆৺に軸をஔいて成長してき·したɻ

はたΒくྗ はɺ実にɺ͞ ·͟ ·なʮイΩイΩʯを人にもたΒしてくΕ·すɻ

はたΒくྗ はɺ私たちにੜきていくの҆৺ײをくΕ·すɻ

はたΒくྗ はɺ私たちに社会とのͭながりを༩えてくΕ·すɻ

しͦてはたΒくྗ はɺときに私たちにɺ自では૾できな͔ͬたɺ自

の可能性に͔ͤͮؾてくΕ·すɻ͋ きΒめɺむ と͜すΒΕていたɺເ

ࢤにੜきるتͼを༩えてくΕ·すɻ

私たちはɺはたΒくҙཉをͬ࣋た一人でもଟくの人へʮはたΒく機会ʯを

ఏڙしɺお٬༷とともにʮྑ࣭な৬場ʯをஙき上げɺʮ自Βの可能性にؾ

ͮきɺ自Βのҙࢥでɺ自Βの人ੜをਅにੜきる人ʯを૿し続け·すɻ

ͦ͏ した人を一人でもଟく૿ しɺ一人ひとりのʮイΩイΩʯの૯を大き

くしていく͜ とɻ

ͦΕがɺお٬༷の事業の成長ɺ社会へのݙߩにͭながると考えている

Β͔ですɻ
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第４次中期経営計画達成に向け、
代表取締役２名体制に移行します。

長期経営ビジョン実現に向けて

UTグループࣜגձࣾは、����݄̐Αり以Լの通り、
代දऔక໊̎ମ੍にて

ୈ̐࣍中ܦظӦܭըローリングプϥンʢޙड़ʣをਪ進してまいります。

代表取締役社長にबする外村はɺશ事業෦

を୲する取締役としてɺ人事ɺ人材։発ٴͼ営

業ྖҬにおける๛な業務経ݧと経営શൠにର

するݟを活 し͔ɺ社グループにおいて強いリー

ダーシップを発شして·いり·したɻ͜ のɺ第̐次

中期経営計画ローリングプランのਪਐに͋たりɺ創

業ऀで͋る若山を代表取締役会長ɺ外村を代表

取締役社長とする代表取締役໊̎ମ制へมߋす

る と͜でɺҙܾࢥఆのਝ化ٴͼ業務執行機能

の強化をਤ てͬ·いり·すɻ

৽ମ制に͋たりɺ外村は事業のਞ಄شࢦɺサービ

ス基盤ٴͼ事業基盤のߏஙにΑりʠ派遣サービ

スʡの࣭を高めて計画を実現する と͜ɺՃえて組

織ྗの強化を୲い·すɻ一方ɺ若山にͭいてはɺ

�0�0年̏ ݄期をݟਾえた長期経営ビジョンの実現

に向けた次期中期経営計画ɺ経営方の策ఆ

の役ׂを୲い·すɻ

社グループのύーύスで͋るɺʮはたΒくҙཉを

࣋ たͬすべての人にスΩルアップΩャリアܗ成の

機会がしくఏ͞ڙΕɺ公正にॲ۰͞Εる社会の

実現ʯをࢦしɺ業քのリーディングΧンύニーとし

てɺ造業向け人材派遣事業の৽たなࡏり方を追

求して·いり·すɻ

代දऔకձ

ʢલ：代表取締役社長݉$&0ʣ

एࢁ�ཅҰ

代දऔకࣾ

ʢલ：取締役݉執行役員ʣ

֎ଜ�ֶ
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INTERVIEW
with Wakayama Yoichi

株主༷をは͡ めとするステークホルダーのօ༷にはɺ日ࠒΑり֨ผの͝

高配をࣀりɺް くྱޚਃし上げ·すɻ�0�4年4݄Αり代表取締役�໊

ମ制としɺ私は代表取締役会長としてɺΑり長期的なࢹで会社をଊ

えɺͦ の方向性をܾめていく役ׂにॏきをஔく͜ とにいたし·したɻ長期

的にͲのΑ͏ な͜ とを事業として行 てͬいくの͔ɺ·ͩ ະ֬ఆな෦もଟ

いですがɺগなくとも͜ Ε·でに大切にしてきた と͜をベースにɺUTグルー

プが くͭるプラットフォームでΑりଟくの人に自ݾ実現をえΒΕるঢ়گ

を くͭりग़して·いり·すɻ

経営ऀとしての私のݪはɺ1ࡀ�の࣌のオートバイ事ނに り͋·すɻ؊

ଁはഁ྾しෳંࠎࡶをしていたためɺපӃのベッυでԿ日間͔ てͬい

·したɻ͔݄ޙにɺࢣޢ Μ͞が外に連Εग़してくΕてଠ陽のྔを

ഽににཋͼたॠ間ɺੜきている実ײのΑ͏ なものがମ中をಥきൈけて

き·したɻͦ してɺ͜ Μなࢥいもࠐみ上げてきたのですɻ

ʮ͜Ε·ではݫしいにैͬてੜきてきたɻでも͜Ε Β͔はɺ自の人

ੜを主ମ的にੜきていきたいʯ

い·ࢥえ͡ڙࢠみた発ですがɺ͜ Εが人ੜにおける大సとなりɺ

৬業として経営ऀをҙ識する͜ とになり·したɻ

業資ۚをஷめるためにɺԣのҿ৯ళで働いたりɺىにはɺࠒのࡀ�0

ͦのళの٬相खにコーώーをചるを自Β։いたりしてい·したɻଞに

も͞ ·͟ ·な仕事を経ݧし·したがɺもͬ ともきͩ たͬのはビルの૭১き

͔もしΕ·ͤΜɻΰンυラをগしͣͭҠ動ͤ͞ ながΒɺ1ຕ·た1ຕとひた

すΒ১いていくͩ けですɻͦ Εでもɺ自の作業にΑͬ て៉ྷになͬ てい

くのがシンプルにΘ͔りɺୡ成ײが り͋·すɻ作業をऴえて໘にཱͬ

てݟ上げるとɺϐΧϐΧになͬ たガラス૭が༦陽でછ·ͬ ているɻ͜ Ε΄

Ͳ࣋ؾちのΑい仕事は り͋·ͤΜɻ

ではɺなͥ派遣会社をى業したの͔ɻ͜ Εはɺた·た·人のհで派

遣業քへとを౿みೖΕɺ࣌の業ք大खࡾ社を経ݧしたとい͏ 理༝

にす͗·ͤΜɻけΕͲɺは͡ めの1社で営業として現場を·Θりɺ次の

会社のࢀࣨでは経営を学Ϳ͏ ちにɺ人材派遣業քの中の۩ମ的な

課題とग़߹͏͜ とになり·すɻͦ す͏るとɺ事業を くͭりたいとͬࢥている

自とɺ事業ͦのものの課題とが結ͼͭいてɺʮ自ͩ たͬΒ͜ す͏るの

になʯとい͏ 考えが۩ମ的になͬてくるのですɻもちΖΜɺ現実はͦΜな

にくは り͋·ͤΜɻى業して Β͔もɺडはできても人材がू·Βͣɺ

業した༑人とຖ日のΑ͏ىಉڞ に作業現場にೖる࣌期がしΒく続き·

したɻͦ Μな༷ࢠをݟていた�0代の派遣社員 Β͔ٯにྭ·͞ Εɺ͝ 自

で৯事をいたͩいた と͜も り͋·すɻ

ͦの人が る͋ときɺ私に͜͏ い·したɻݴ

ʮもしできる͜ となΒɺ社会อݥが͋ͬ たΒ͋ りがたいですʯ

ੈ間一ൠの仕事なΒたりલの と͜ですがɺ派遣業քにおいてはɺͦ Ε

がແい と͜に୭一人としてٙを࣋ てͬい·ͤΜでしたɻ̓ ৺して長く働

き続けてもΒ͏ ためにɺ社会อݥは͔ܽͤないものなの とͩؾ͔͞ Ε

たのですɻ͜ のग़དྷ事がɺのちに派遣社員を正社員として雇用するΑ͏

になͬたきͬ ͔けでしたɻແ期雇用を։࢝して Β͔はɺԠืऀも次第に

ू·るΑ͏ になりɺఆணも上が てͬいき·すɻのલのはたΒく人が抱

いているෆ҆ɺ経営ऀとして٬ސがඞ要とする人材をಧけΒΕるの と͔

い͏ য૩ɺ派遣 Ε͞た人が長続きしないとい͏ のみऀࡾ٬のෆຬɺސ

が一ؾにղফしたのですɻ

のલに る͋課題をݟա͝͞ ないɻͦ してɺなにができるの と͔考えൈきɺ

खをଧͭɻ

̪̩ グループではɺ常に͜Εを܁りฦしてき·したがɺ実ࡍの行動にҠし

て Β͜Εたのはɺ私自が ·͟͞ ·な仕事と現場を経ݧしてきた Β͔͔ も

しΕ·ͤΜɻ͔ ͭての自のΑ͏ に雇用 Ε͞るଆのཱ場として考えɺ派

遣ビジωスを؍٬的にଊえるとɺ͡ とͬしてはいΒΕな͔ たͬのですɻ

人がू·りすくなͬ たとはいえɺ一現場に�0人・100人とい͏ 大人

の派遣ܖとなると人をूめるのは༰қでは り͋·ͤ ΜɻͲ͏ に͔ूめた

としてもɺͦ ΕҎ上にしいのはɺ൴Β൴ঁΒがɺしͬ り͔と٬ސの要

にԠえる͜ とですɻはたΒく一人ひとりの͞ ·͟ ·なࢥいをٟい上げɺϞチ

ベーションを高めて派遣ઌへૹりग़すとい͏ マインυ໘のࢧԉは͔ܽͤ

·ͤ Μɻ

࣌はΑくɺۈ務ॳ日をܴえるલɺཱ ち上げのメンバーたちをډञなͲ

にूめてܾूى会を։いてい·したɻʮ͜の会社 Β͔期 Ε͞ているの

は͜͏ い͏ と͜ですʯʮզʑは࠷ऴ的に͜のΑ͏ な࢟をࢦし·しΐ͏ ʯとɺ

·ͣ はझࢫをઆ明し·すɻ派遣社員とい͏ のはೖ社࣌期がバラバラでお

互いの経ྺも り͔·ͤΜɻです Β͔ɺ自がͲΜな組織にଐしてɺͦ ͜

でͲΜな役ׂをՌたしていく͜ とになるの を͔ɺしͬ り͔֤自が理ղしてお

く͜ とはɺ働く上で非常にॏ要なエンジンになり·すɻ

派遣ઌでのۈ務࣌間働き方のマニュアルルールとい たͬハーυ໘

も大事ですがɺもͬ と大事な と͜が͋るとͬて し́いɻͦ ͏強くͬئてɺ

一人ひとりにしてい·したɻ社会で働く一員としてɺ自が働くҙຯ

人ੜにおけるඪとい͏ 大きな࠲ࢹをͬ࣋てもΒいたいɺͦ Μな一৺

でしたɻ

創業̔年には業քॳとなる上場をՌたし·したɻ創業લにෳ社を

経ݧしてɺオーナーとい͏ 一人の人間の一ଘがɺԿສものはたΒく人の

行くをܾめてし·͏ と͜にɺ強くҧײを֮えていた と͜も り͋·すɻͦ

してɺ上場したときにͭいた࣌価૯ֹの͏ ちɺを自がอ༗して

いる͜ とにも·たɺҧײが り͋·したɻ私は経営ऀで り͋株主でも͋る

ΘけですがɺはたΒく人たちは労働ऀの··ですɻ派遣事業はڊ大なઃ

උに投資する͜ とがないのでɺ資本ू的で͋るඞ要はなくɺ労働ྗを

ఏڙするはたΒく人ͦ͜経営のݯで͋るのにɺ·ͬ たくお し͔な とͩ͜ と

い·したɻࢥ

「社会で働く一員として、
自分が働く意味や人生における目標という
大きな視座を持ってもらいたい」

経営ऀとͯ͠のݪ

༺ޏһのਖ਼ࣾһࣾݣΛੜΜͩɺ͠ྑํࡾ

ϚχϡΞϧϧーϧΑΓもେなこと

ΦーϓンΧンύχーとなにかʁ

एࢁ�ཅ一

r UTグループ株式会社
ɹ代表取締役会長

65άϧーϓ͕ͭくΓ上͛たʮແ期ޏ༻ݣʯと͍͏৽͠ ʮ͍たら͖ํʯ

ແ期ޏ༻ νーϜͰのݣ ڥな৬ྑ ॆ࣮͠たڭҭ੍

҆৺・ͭな͕Γ・

安定した

ੜج׆൫の֫ಘ

ؒと

働͚る安৺ײ

定ணと

の向্

キϟリΞΞοプ

ҙࣝの向্

自分の人生を主体的に生きる。
そのことを、はたらく誰もの当たり前にしていく。
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ͦ͜ でɺ株主労働ऀɺ経営ऀとい たͬ۠ผをなくしたいと考えɺʮオープ

ンΧンύニーʯの֓念をଧちग़したのですɻ株主と労働ऀがผ人ではな

くɺಉ͡ 人が株主で り͋ै業員でも り͋ɺ࣌に経営も୲͏ とい͏ 会社のܗ

ですɻ業քॳのै業員࣋株会をઃけɺ派遣社員も株主になΕる制を

作り·したɻ࠷ऴ的にはɺ派遣社員たちがච಄株主になる͜ とがɺ͜ の

会社にとͬ て一൪いいܗで る͋にҧい り͋·ͤΜɻ自たちが働く͜ とで

会社の業が৳ͼɺͦ のརӹが自たちにؐݩ Ε͞るɺとい͏ 明֬な仕

組みはɺ強い॥環をੜみग़し強い会社を作り上げるはͣですɻ

ʮオープンΧンύニーʯのࢥはɺޙに人事制にもөͤ͞ ·したɻ派

遣社員が役員になるΩャリアύスをえるためのエントリー制がͦの

一ྫですɻ͜ の会社の෩に߹ͬた制をख୳りしながΒɺޙࠓもੵ

策を取りೖΕていきたいと考えてい·すɻࢪ的に諸制ۃ

コロナՒにݟΘΕたのはɺ創業��प年のઅをܴえたޙでしたɻ

ಛに場派遣の場߹はɺ大がಉ͡ しɺಉ͡ۈ間ଳに௨࣌ 間ଳにಉ࣌

ۭ͡間で働くΘけです Β͔ɺソーシャルディスタンスをอͭのは༰қでは

り͋·ͤΜɻ派遣ઌのಥવのੜࢭఀ࢈ध要ม動にΑる大෯なച上

গが༧ଌݮ Ε͞·したɻし し͔ɺઌのݟえない中でもɺはたΒく人の雇用

をकりɺ事業の҆શ性の֬อにできるݶりରԠしていくし͔ り͋·ͤΜɻ

リーマンショックのࡍもͦ͏ でしたがɺ͜ い͏ たͬ࣌ٸۓにはɺશ社として

の方Αりɺͦ ΕͧΕの現場での٬ސঢ়گをؑみたஅをଚॏする΄

͔ないのですɻ場のՔ働ఀࢭにともな͏ しޡࡨ行ࢼ٬とのަবにސ

·したがɺいにもなるべくղ雇ऀをग़ な͞いΑ͏ にとい͏ ٬の配慮ސ

もいた きͩɺ雇用৬場がなくなるとい͏ 事ଶは΄΅ආける͜ とができ·

したɻ

લ代ະฉの͜の期間に経営ऀとしてख़考したのがɺ資ۚௐୡ財務

҆ఆ化とい͏ 課題ですɻたͲりணいたえのひとͭとしてɺ༗ঈストック・

オプションの発行が り͋·したɻ༗ঈストック・オプションにはɺ中期的な

成長ٴͼ株価上ঢにରする経営ऀのコϛットメントにΑͬ てɺ経営װ෦

の自༝は高·るとࢥい·すɻ年ྸՈのܗにΑͬ てม化していく可

能性の る͋働く価値؍にもेにରԠでき·すɻ

念ながΒɺଟ༷なはたΒき方が実現できる環境とはの日本の社会はࠓ

え·ͤΜɻ非正規と正規とい͏ݴ ۠をݟてもͦΕは明Β͔ ですɻೋͭ

に۠ Ε͞る͜ とにΑͬ て間にൈけམちてし·いɺ制仕組みをڗड

できない人はগなく͋ り·ͤΜɻ

すでに一企業にଐして長く働き続けるとい͏ は主ྲྀではなくなりは͡ܗ め

てい·す Β͔ɺଟ༷な人材ɺଟ༷な価値؍に߹Θͤてॊೈにマωジメン

トシステムをมえてい͔なけΕɺ企業もੜきΕ·ͤΜɻ一ൠ的では

ないはたΒき方をબしてもɺͦ Εがデメリットになる͜ となくརศ性がಘ

ΒΕるシステムをߏஙしてɺ働く͜ との価値はたΒく環境のアップデート

理৬の明֬なඪڞ༗ɺ成長ҙཉのଅਐ会社શମの一ମ

をৢ成するޮՌもײ り͋·したɻ

ಉ࣌にɺ第̐次中期経営計画も策ఆし·したɻ自の仕事ɺもͬ とݴえ

ɺ自の人ੜにͭいても一ఆのΰールをஔく͜ とは非常に大事ですɻ

私自ɺͦ のΑ͏ にしてੜきてきたΘけですがɺ࣌間軸をܾめて౸ୡ

をఆめる中期経営計画はɺ会社組織に͔ܽͤ·ͤΜɻ大きなΰールは

ೋͭ り͋·すɻ一ͭはɺ派遣୯価を上げてɺ派遣社員のڅྉを�0�1年

ൺで�0ˋアップͤ͞ る͜ とɻも͏ 一ͭはɺ派遣の仕事を҆ఆ的にհで

きるΑ͏ にしてɺ݄ 間ೖ社人を�000໊Ҏ上にする͜ とɻ現場と一ମ

になͬ てɺਐプロセスをͭݟめながΒΰールへ向͔ͬ ていると͜ Ζですɻ

ͦのઌにも·ͩ·ͩඪは り͋·すɻྫ えɺ派遣で働いている人たち

はɺෳの企業でのۈ務を経ݧし·す Β͔ɺ一ͭの会社ͩけでΩャリ

アをੵΜでいくΘけでは り͋·ͤΜɻಛに造派遣ではɺ学ྺ経ݧが

༩にڅ と́ΜͲӨͣͤڹɺܖ期間のしͬ り͔したはたΒきが求めΒΕ

るͩけでɺͦ ΕҎ上は ·͋り期 Ε͞ていない現ঢ়が り͋·すɻ͜ Εでは

続的なΩャリアはめ·ͤΜɻ࣋

·͟͞ ·な企業でにけたスΩル経ݧを可ࢹ化して適切にධ価 Ε͞

るΑ͏ な人事労務サービスの基盤を くͭりɺ派遣業քに৽たなスタンダー

υをもたΒしたいと考えてい·すɻ企業ԣஅを;·えた一人ひとりの働き

をѲしてɺੵ み上げΒΕてきたΩャリアを్切Εたものとͤͣにஸೡ

に価値ͮけるのはɺ派遣会社のՌたすべき役ׂではないでしΐ͏ ͔ɻは

たΒく人にɺ֬ ͔な成長とはたΒく機会をɺ私たちはఏڙしてい͔なけΕ

なり·ͤΜɻ

͜の人事労務サービスはະདྷのはたΒき方のプラットフォームになると

ࢥ てͬい·すɻ正社員͔派遣社員 と͔い͏ のは題では り͋·ͤΜɻ大

企業にଐͣ͞ ともɺ派遣社員で͋ͬ てもɺ自自のΩャリアはܗ成でき

るのですɻ働く環境としてͲの企業をબ΅͏ ともɺ自のΩャリアを一؏し

てೝ識できる仕組みが͋ΕɺはたΒく人のྲྀ動化がਐみɺはたΒく人

をਤ てͬいきたいと考えてい·すɻ

非正規と正規の間にଘࡏするෆ公ฏとい͏ ものをなくしていきたいɻͦ し

てɺはたΒくҙཉがࣦΘΕる͜ とがないΑ͏ ɺͦ ΕΒをఀͤ͞ るΑ͏ な仕

組み制をมえていきたいɻ͞ ΒにɺはたΒくϞチベーションが上がͬ

てɺॆ 実した人ੜをա͝すための仕組みサービスをల։していきたいɻ

͜ΕがҎલ Β͔มΘΒ͵ 私のࢥいですɻ

ʮԿのための事業なの͔ʯɻͦ のえはいͭもɺ現場に り͋·すɻͦ の軸

をΕͣにਐΜでいけɺ次にࢦすと͜ Ζも自ͣとݟえてくるはͣで

すɻͦ のઌにはɺ୭でも自のΩャリア働き方をɺલ向きに自༝に自

自でܾめΒΕるとい͏ ੈの中がඞͣけていき·すɻ

ʮ͜Ε Β͔はɺ自の人ੜを主ମ的にੜきていきたいʯ

࣋のԞにڳいはɺଟくの人もࢥのときに私が抱いたࡀ�1 てͬいるみ

ではないでしΐ͏ ͔ɻͦ Εをಊʑと一人ひとりがえていく企業をࢦし

てɺ私たちは歩み·すɻ

コϩナՒに͋ͬͯもޏ༻ΛकΓ௨͠た

たら͖ํの৽たなϓラοトϑΥーϜへ

ෆެฏ͞Λなく͠ ɺたらく人の人ੜΛॆ࣮͠たものに

「何のための事業なのか——。
その答えはいつも、現場にある」

Ұ人ͻとΓののੵΈॏͶ͕65άϧーϓのにͭな͕る

65άϧーϓの人ࣄࡐ業

65άϧーϓの人的ࢿຊ
ଟ༷な人が働きすい৬場࡞り 一人ひとりのՁの向্ はたらく人とのظ的なؔߏங

ୈ࣍�中期経営ඪ

ࣾձからඞཁと͞ れる人ࡐɾはたらきํのఏڙを通じて٬ސのੜੑ࢈をߴめる

ଟ༷ੑ 市場Ձ Τンήージϝンτ

一人ひとりに߹ たͬΩャリア։発働く͜ とを
௨ て֫͡ಘしたスΩル経ݧをベースにしてɺ
派遣ઌに一人ひとりの価値をೝめてもΒ͏ ͜
とにΑりはたΒく人の価値を継続的に高めるɻ

ʮ҆৺・ͭ ながり・成長ʯとい͏ ɺUTグループ
のはたΒく人への価値ఏڙを௨͡ てɺͭ ながり
を強化する͜ とでɺはたΒく人との長期にΘた
る関係を くͭるɻ

年ྸ性ผɺࠃ੶なͲଟ༷なଐ性をͬ࣋た
一人ひとりの価値؍ライフステージに߹Θ
ͤた৬場を くͭりɺ一人でもଟくの働くҙࢥを
࣋ たͬ人に働く機会をఏڙするɻ

ΑΓଟくのたらく人にԠ͑られる
ΩϟϦΞϓラοトϑΥーϜへ

͜Ε·でに作り上げた基盤をもとにɺはたΒくҙཉを࣋ たͬすべての人が自ΒしくイΩイ

Ω働ける環境とɺ人材を活用する企業がม化し続ける事業環境でも成長を実現できる

環境をཱ྆ͤ͞ る͜ とでɺ࣋続可能な社会の実現をࢦし·すɻ

INTERVIEW with Wakayama Yoichi
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株主・投資Ոのօ༷にはɺ日ࠒΑり֨ผの͝高配をࣀりɺް くྱޚਃし

上げ·すɻ

�0�4年4݄1日にUTグループ株式会社の代表取締役社長にबい

たし·した外村学で͝ ͟い·すɻ私はɺ1��1年に株式会社リクルートに

ೖ社しɺ)RྖҬでΩャリアをੵΜで·いり·したɻ社にはɺ�01�年

にೖ社しɺ上੮執行役員としてɺ人事を中৺にバックオフィス業務を統

ׅɻ�01�年Αり取締役として中長期戦略の策ఆにもܞΘ てͬ·いり·

したɻ)RྖҬでの長年の経ݧを活 し͔ɺʮ派遣ʯとい͏ サービスの৽た

な可能性をࡧしていきたいと考えており·すɻ

UTグループはɺ�0�0年�݄に策ఆした第4次中期経営計画ʢ�0�1年

�݄期ʙ�0��年�݄期ɺҎԼʮॳ計画ʯʣでܝげるʮΑりଟくのはた

Βく人にԠえΒΕるΩャリアプラットフォームへʯとい͏ 中期経営ඪのも

とɺ一人ひとりのライフスタイル働き方のม化にରԠしながΒɺΩャリ

アܗ成の機会をしくఏڙ Ε͞ɺ適正にධ価 Ε͞る社会の実現をࢦし

て·いり·したɻ

ॳ計画4年に͋たる期ʢ�0�4年�݄期ʣはɺલ期 Β͔続くಋମ

のੜ࢈ௐなͲのӨڹを強くडけた΄͔ɺ造業શମでੜ࢈活動が

ఀするঢ়گでのスタートとなり·したɻ強いध要ճ෮を織りࠐΜでいた

プランのΰールとなる�0��年�݄期に社グループがࢦすのはɺ

ʮ派遣ʯとい͏ はたΒき方をサービスとしてଊえɺ͞ Βにརศ性の高いサー

ビス基盤をߏஙする͜ とですɻ日本の労働市場はɺগࢠ高ྸ化のਐ行

にΑるੜ࢈年ྸ人ޱのݮগをഎܠとしてɺ人खෆが·す·すਐ行し

てい·すɻ͜ のΑ͏ なঢ়گԼで社グループの主要٬ސで͋る造業

の企業 Β͔求めΒΕるのはɺ࠾用代行機能ͩけでなくɺ人材ҭ成ɺ৬場

理にΑるఆண化もؚめたトータルソリューションですɻଟ༷な人ʑにイ

ΩイΩと働ける৬場をఏڙしɺΩャリアܗ成ࢧԉにΑͬ てɺ一人ひとりの

Լ期もಋମ関連の٬ސ企業を中৺としてɺఆをԼճるध要ਪҠ

となͬ た と͜ɺՃえてɺ本֨的なճ෮·でに年 Β͔1年 Ͳ́のΕをݟ

Μͩࠐ と͔͜ Βɺॳ計画をݟしする第4次中期経営計画ローリング

プランʢҎԼʮプランʯʣの策ఆにࢸり·したɻ

ৼりฦり·すと৽ܕコロナイルスײછの拡大が続きɺઌ行きෆ透明

な経ࡁঢ়گԼでスタートしたॳ計画はɺ1年 Β͔�年に͔けてɺコ

ロナՒの٬ސ場のՔ働ఀࢭのӨڹを࠷খݶに৯いࢭめるととも

にɺͦ のޙの人材ध要のճ෮期においてɺੵ 用活動をల։し࠾的なۃ

た と͔͜ Βɺॳ計画スタート Β͔の�έ年でٕज़৬社員は1�0ˋの

७૿をՌたしɺച上高は��0ԯԁ拡大するとい͏ 発ਐとなり·したɻ

�年においてはɺ�έ年でੵみ上げたٕज़৬社員をىとしながΒɺ

社グループが中長期的に成長Ճを実現していくための盤ੴな事業

基盤をえるΑ͏ め·したɻڞ௨のಛ性をͭ࣋事業会社の統߹事

業会社間のアυϛニストレーション業務のඪ४化ٴͼڞ௨化ɺ人員

配ஔの࠷適化をଅਐɻ࠾用活動においても事業会社 と͝にอ༗する

求人情報のデータベースをグループで統߹しɺ࠾用オϖレーションを

適化する͜࠷ とでɺ࠾用ޮվળへの取り組みをਐめて·いり·したɻ

͜のΑ͏ に事業基盤のண実な強化にめɺॱ ௐにਪҠしていたॳ計

画でしたがɺ期におけるಋମ関連のੜ࢈活動ఀがఆΑり

も長いとࠐݟΜͩ と͜ɺՃえてɺࡢ年の事業環境のม化造派遣業

քの動きを౿·えɺॳ計画の戦略をݟしɺ࠷ऴ年を1年ޙΖ

し͞ ͤていたͩいた上でɺ社グループが理とする派遣事業の࢟で͋

る中期経営ඪのୡ成をશྗでࢦして·いり·すɻ

ੜ࢈性を高める͜ とが派遣事業ऀに求めΒΕているのですɻ͜ し͏た社

会のม化はɺ社グループにとͬ て大きなチャンスとなり·すɻ

社は͜ Ε·でɺ派遣ʠなのにʡ正社員のΑ͏ なڭҭ成長機会をఏڙす

る͜ とでɺ求৬ऀのニーズにԠえてき·したɻޙࠓはɺ派遣ʠなΒではʡの

サービスをఏڙしていく͜ とでɺ求৬ऀ Β͔ΑりબΕる会社になるべきͩ

と考え·すɻ派遣にはʮいͭでもす͙ に働けるʯʮきなҬで働けるʯと

い たͬརศ性が り͋·すɻす͙ 働きたいとい͏ ニーズにԠえるためɺ࠷1

日でೖ社できる࠾用の仕組みも り͋·すɻޙࠓはɺライフステージに߹Θ

ͤてɺΩャリアを中அしてもりたいタイϛングです͙ に働けるΑ͏ なʮग़ೖ

り自༝ʯな人事制もえたいと考えてい·すɻ

企業からも求職者からも選ばれる
「より良い職場モデル」を提案し、
「派遣」というサービスの新たな価値を創造する。

ୈ࣍�中期経営計画ϩーϦンάϓランͰࢦす࢟

ୈ࣍�中期経営計画の業ਪҠ

ੜ࢈ྸ人ݮޱগにΑり人ख不が進Ήと、労働市場はചख市場になる

「企業ࢹ」ではなく「働く人ࢹ」でのઓུのసがඞཁ

派遣で働く人から最も選ばれる派遣会社へ

ݣをαービスとしてଊえ、རศੑのߴいαービスج൫をߏங

Ԡืしたら
す͙働͚る

৭ʑな事を
できるݧܦ

ೖୀࣾखଓが
؆୯

༩が日いڅ
のੵをݧܦ
༩にөڅ

代දऔకࣾबの͝ѫࡰ

ୈ࣍�中期経営計画ϩーϦンάϓランのࡦఆ

ʮݣʯと͍͏たら͖ํのརศੑΛߴめる

外ଜ�ֶ

r UTグループ株式会社
ɹ代表取締役社長

ೖࣾɾ৬ɾ࠾༻୯Ձ ച্ߴɾച্૯རӹ &#*T%"ɾӦ業རӹʦ ・໊ສԁʧ ʦԯԁʧ ʦԯԁʧ

ೖ社 用୯価࠾ ৬ ച上૯རӹ 営業རӹച上ݪ価 ঈ٫අച上૯རӹ &#IT%Aマージン
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トοϓγΣΞ戦略にΑるγΣΞ֦େのϝΧχζϜ

ୈ࣍�中期経営計画ϩーϦンάϓランの戦略ࢿςーϚ

࿈݁値ඪ

ୈ࣍�中期経営計画ϩーϦンάϓランのྗςーϚ

プランにおける成長υライバーとなるのはɺʮマニュファクチャリング事

業ʯとʮエリア事業ʯですɻ

ʮマニュファクチャリング事業ʯではɺ٬ސ企業にີணした課題ղܾܕ

のఏҊにΑͬてɺリレーションを強化するʮトップシェア戦略ʯをਪਐし

て·いり·したɻ派遣ઌ場でのシェア拡大をは͔る͜ とでɺリーマン

ショックコロナՒのΑ͏ な٬ސ場のੜ࢈ௐ期にもシェアをҡ࣋

しɺճ෮期には大ྔ動員にΑͬ てシェアを一ؾ拡大できる強ݻなମ制

くͮりが可能となり·すɻトップシェア戦略のݤをѲるのはɺ٬ސ企業͝

とのʮΑりྑい৬場Ϟデルʯのߏஙですɻ৬場վળఏҊとともに社

が雇用・ҭ成した高スΩル人材を現場にఆணͤ͞る͜ とでɺお٬༷の

 ・࣭ੜ࢈性向上にݙߩする��ɻ業քશମが人材ෆの課題を

抱えるࠓɺ社がੵみ上げてきたʮ人材ҭ成ʯʮఆண化ʯのϊハが

大きな価値になͬ てい·すɻ

業քとしてはɺʮಋମ関連ʯɺʮ自動ं関連ʯにಛ化していき

·すɻ人材ध要のが続いたಋମ関連ですがɺࠃ場の

৽ઃラッシュにいɺ派遣ध要が大きく高·る͜ とが༧ Ε͞·すɻ自

動ं関連においてもɺຫ性的な人材ෆ Β͔ɺ造現場におけ

る人材派遣のニーズが高·る͜ とは間ҧい り͋·ͤΜɻ

人材ध要の૿Ճにඋえɺ࠾用活動にもਚ しྗてい·すɻコロナՒにお

ける࠾用プロセスのపఈ的なվળを経てɺ現ࡏでは݄間�000໊を࠾

用できるମ制がいͭͭ り͋·すɻ�0�4年�݄にはɺ୯݄で��44໊

を࠾用するなͲɺ明るい材ྉも૿えてい·すɻ

ʮエリア事業ʯにおいても業ଳを中৺にશ֤ࠃҬの造派

遣市場は拡大向に り͋ɺ成長の༨はेに͋ると考え·すɻ現

で造派遣におけるҬシェݝɺҵݝݿɺ社グループはɺฌࡏ

ア/P�1を֫ಘしていると考えΒΕ·すɻ͜ ΕはɺM&AにΑͬてҬ

にಛ化した派遣事業ऀをグループ化しɺҬでのೝを高めた結

Ռですɻ͜ のϞデルをશࠃల։しɺʮҬ一൪ళʯを૿していく計

画ですɻͦ のための課題となるのはɺ֤ エリアにおける৬場の։で

ݣにಛԽ ʮ͠ΑΓྑ͍৬ϞσϧʯΛٻ すɻݩで働きたいɺ࣌間で働きたいといͬた求৬ऀのニーズに

߹Θͤたଟ༷な৬場を用ҙする と͜でʮエリア事業ʯの拡大にͭなげ

·すɻ

ͦのଞɺ৽たな事業ྖҬのபをҭてるために外ࠃ人労働ྗの活用に

も しྗていき·すɻͦ ͜で৽たに取り組むのがʮ日系人材事業ʯですɻ

ಛに社はɺ日系ϒラジル人の活༂にしてい·すがɺ政もʮ日系

4ੈʯのब労制ݶを؇するなͲɺ日系人がΑり日本で活༂しすい環

境 くͮりがਐΜでい·すɻ社グループにはɺ日系人材派遣で��年Ҏ

上のྺ࢙をͭ࣋UTスリーエム株式会社が り͋·すɻಉ社のϊハを

શࠃにͤ͞ٴ ɺࠃにおける日系人材派遣/P�1をࢦし·すɻ͞ Β

にɺւ外ベトナムで造派遣業をల։するʮベトナム事業ʯɺطଘ٬ސ

で͋る大企業の人事ߏ造վֵをࢧԉするʮソリューション事業ʯもల։

してい·すɻ

なおɺプランにΑͬて基װ業務となる造派遣業にू中するためɺ

�0�4年4݄1日でUTコンストラクション株式会社ɺUTテクϊロジー

株式会社のશ株式をৡしɺエンジニアリング事業セグメントをഇࢭい

たし·したɻ

֤セグメントの෯広いࢪ策にΑͬ てɺ社グループはɺ第4次中期経営

ඪでܝげた派遣事業の͋るべき࢟をࢦし·すɻͦ Εはɺ一人ひとり

のライフスタイル働き方のม化にରԠしながΒɺΩャリアܗ成の機会

をしくఏڙ Ε͞ɺ公正にॲ۰ Ε͞る社会の実現ですɻͦ のためにはɺ

ѹ的マーέットリーダーになるඞ要が り͋·すɻプランの࠷ऴ年

にはɺ現ࡏ�ສ�000人のࠃٕज़৬社員を�ສ4000人規

·で拡大する計画ですɻͦ Εはɺ40ສ人とݴΘΕるࠃ造派遣

労働ऀの1�ˋ΄Ͳになり·すɻ造派遣市場で働く୭もがUTグルー

プを てͬいるະདྷをߏஙする͜ とでɺʮΑりଟくのはたΒく人にԠえΒΕ

るΩャリアプラットフォームʯの実現をࢦし·すɻ

プラン࠷ऴ年の値ඪとしてはɺച上高����ԯԁɺ営業ར

ӹ��4ԯԁɺ&#IT%A��0ԯԁをࢦし·すɻ造派遣業のリーディ

ングΧンύニーとしてɺʮ派遣ʯとい͏ サービスの৽たな価値を創造して

いき·すɻ

͠ݱٕज़৬ࣾһ�ສ人Λ࣮ࠃ
ѹ的ϚーέοトϦーμーへ

ฌݝݿɺҵݝのޭϞσϧΛશࠃへ

':���0�4実 ':���0��ඪ ':���0��ඪ

連結 ଘ事業ط M&A関連 連結 ଘ事業ط M&A関連 連結

ച上高 ʦԯԁʧ 1��0 1��� 1�� �1�0 ��4� 41� ����

&#IT%A ʦԯԁʧ 10� ʵ ʵ 1�0 ʵ ʵ ��0

営業རӹ ʦԯԁʧ �� 14� ˚10 1�� ��4 ˚10 ��4

会社株主にؼଐする期७རӹ ʦԯԁʧ �� ʵ ʵ 1�0 ʵ ʵ 14�

&14 ʦԁʧ 1�0 ʵ ʵ ��� ʵ ʵ �0�

&#IT%Aマージン ���ˋ ʵ ʵ ��4� ʵ ʵ ��0�

ച上高営業རӹ ���� ���� ���1� ���� 10�0� ���4� ��1�

ඪࢦ考ࢀ

R0& ���4ˋ ʵ ʵ ��ˋ ʵ ʵ ��ˋ

ٕज़৬社員 ʦ໊ʧࠃ ��0�� ����1 ���0 44�41 4��0� ���0 �44��

ޙ株式ௐࡏͼ':����はજٴ����:'
ෳのଞࣾ65

௨ৗੜ࢈期

10໊で௨常Ք働している場ではɺͦ ΕҎ
上の人材ध要はੜ な͡いためɺ૿ 員を֫ಘ
する͜ とはࠔɻ

人һݮ

ੜݮྔ࢈গ期

ੜྔ࢈がݮগするとɺシェアがい派遣会
社 Β͔ݮ Ε͞るためɺトップシェアのUTの
人はݮΒないɻ

6565

ੜ࢈ճ෮期

௨常ੜ࢈に向けてআ Ε͞ていた�人の
人材ध要がੜ͡ɺ࠾用ྗに強みの͋るUT
のシェアが高·るɻ

ܥ人ࣄࡐ業 ϕトナϜࣄ業 ιϦϡーγϣンࣄ業

事業ڥ

˔�日ܥ人のब労੍限が؇

日本ޠ能ྗなͲの一ఆの能ྗをຬたͤ
日系4ੈ·でब労制ݶがない

˔�ํでは人ݮޱগがਂࠁ化

人ݮޱগがਐみ方経ࡁはॖখɺ場
༠கをしても人がू·Βない

˔�ϕτナϜはߴいࡁܦが見ࠐまれる
IM'のਪ計では�0��年 Β͔�0��年·で
に年����の実࣭(%1成長を༧ଌ

˔�業のର内ࢿがൃ׆
�01�年͔Β�0��年·でに造業への
৽規投資݅が�ഒに૿Ճ

˔�大企業ではߏվֵが進Ή
大企業グループではߏ造վֵにい人材
をྲྀ動化ͤ͞ たいニーズが高い

धཁࡐにΑる人༺࠾�˔
大企業グループでも࠾用ྗにݶքが り͋ɺ
派遣・人材հニーズは高い

ࢦす࢟ 日ܥ人ࡐݣ/P�� ϕτナϜに͓ る͚ݣ/P��
大企業グループにಛ化した
人ࡐύーτナー

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業 ΤϦΞࣄ業

事業ڥ

・ 人ݮޱগにい大規場がબする若年உ性はݮগし人
खෆがՃ

・ 自動化にΑる要求スΩルのม化 Β͔ྖҬ と͝のઐ化ڭҭ
ニーズの高·り

・ ֤Ҭの造業向け人材派遣市場は拡大向
・ Ҭベースの市場シェアは·ͩ くɺ拡大の༨が大きい

ࢦす࢟
٬͝とのʮΑりྑい৬場Ϟデルʯの追求を௨͡てɺπインΧスタސ
マーの価値を向上しɺѹ的シェア/P�1を֫ಘする

ݩ・Ҭで働きたいɺଟ༷なଐ性・ଟ༷な働き方をرする求
৬ऀニーズにԠえɺ֤ Ҭ Β͔࠷も৴པ Ε͞るʮҬ一൪ళʯを
ࢦす
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1995年に誕生したUTグループは、2024年で創業30年目を迎えました。

製造派遣業のリーディングカンパニーとなるまでの道筋には、多くの苦難や転機がありました。

働く人の価値向্を求する65άルーϓのาΈ

“製造派遣社員の定着率は低い”という当時の状況を打破すべく、派遣

社員の教育支援を整え、スキルアップに応じて昇給させる仕組みを提案。

「正社員雇用」や「社会保険100%加入」を叶え、業界の常識を覆してい

きました。2001年にはIT不況を受けて2期連続の赤字となりましたが、そ

こで改めて会社の存在意義を考えるべく「志の会」を発足。「はたらく力で、

イキイキをつくる。」の原型がつくられました。

1995年	当時24歳の若山陽一がエイムシーアイシー有限会社設立

1996年	日本エイム株式会社（現・UTエイム株式会社）に改組

2000年	独自のビジネスモデル「工程一括請負」導入

2001年	技術職社員能力向上のための請負推進チーム設置

常識にとらわれないスタイルで
人材派遣業界を変えるべく邁進

2003年、日本エイムはJASDAQ市場に製造派遣業界で初の株式上場

を果たしました。その後、人材派遣事業に加え、組み込みソフトウェア開

発等を行う設計開発事業、中古製造装置の製造装置事業などM&A等

による業容拡大を推進。設計・装置・人材の3つの観点から製造企業を

トータルに支援する総合企業を目指し、2008年3月期には連結売上高

約65％増、営業利益約80％増など急速な成長を実現しました。

2002年	半導体製造領域への特化を推進

2003年	日本エイム株式会社株式をJASDAQ市場に上場

2006年	設計開発事業、製造装置事業に参入

2007年	持株会社化し、ユナイテッド・テクノロジー・ホールディングスとして新たな

	 スタートを切る

製造派遣業界で初の株式上場
さらなる成長に向け業容拡大へ

業容拡大戦略で急速な成長を実現しましたが、2008年のリーマンショック

をきっかけとした世界的な経済不況の影響を受け、業績は大きく下降。そ

こで再起を期すべく、設計開発事業と製造装置事業を売却し、人材派遣

業に経営資源を集中する決断をしました。経済不況による大きな挫折は、

私たちが成すべき事業の在り方を再確認する「第2成長期」となり、いまに

至る地盤固めの重要なきっかけとなったのです。

2009年	商号をUTホールディングス株式会社に変更

2009年	設計開発事業、製造装置事業を売却

2010年「脱半導体・脱エイム」全方位戦略へ

2012年	全子会社を、UTを冠する商号へ変更

2015年	「One	UT」「Next	UT」を開始

世界的経済不況による挫折と
再起を果たすための原点回帰

「One	UT」「Next	UT」や各種のキャリアデザイン研修など、人材育成・

キャリア形成を目指す多彩な取り組みが、働く人と顧客企業の両方から選

ばれる強みとなり、2018年には製造派遣業界No.1の規模に成長。また

2019年に「ポーター賞」を獲得するなど、外部からの高い評価を獲得しま

した。キャリアプラットフォームの対象を広げ、次なるステージへと歩みを進

めています。

2018年	製造派遣で業界No.1へ

2018年	UTエイムがグッドキャリア企業アワード大賞を受賞

2019年	UTグループがポーター賞を受賞

2019年	長期経営ビジョン「UT	VISION	2030」発表

2019年	東京証券取引所市場第一部へ市場変更

働く人と企業がともに成長できる
キャリアプラットフォーム構想の実現

	技術職社員数（国内）

■	人材サービス事業の売上高

■	製造装置事業の売上高

創業期

第1成長期

第2成長期

第2創業期

1995年、「人材派遣業界を変える」という想いを胸に、わずか2名

から人材派遣・請負事業をスタートしたUTグループは、IT不況、リー

マンショック、コロナ禍などの度重なる苦境を機会に変えて、成長

拡大期を進んでいます。2019年3月期に売上高1,000億円という

大きなハードルを突破。2024年３月期には親会社株主に帰属する

当期純利益および１株当たり当期純利益（EPS）について、過去

最高だった2019年３月期を５年ぶりに大きく更新。また技術職社

員数は３万3,000名を超え、これからの月間2,000名採用の常態

化に向けた取り組みを大きく推進しています。

[ 1996年3月期 – ]
創 業 期

[ 2002年3月期 – ]
第 1 成 長 期

[ 2008年3月期 – ]
第 2 成 長 期

[ 2016年3月期 – ]
第 2 創 業 期

［2024年3月期］
売上高

1,670億円
技術職社員数（国内）

33,078名
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停滞する日本経済の背景には、旧態依然とした労働市場が抱える多くの課題があります。

新たな時代にふさわしい労働市場の実現もUTグループが描くビジョンのひとつです。

生産年齢人⼝⽐率の低下を補填するには

⼀人あたりの生産性を⾼めることが不可⽋。

働く人のスキルアップだけでなく

スキルが⼗分に発揮される環境が重要

「ひとつの会社に退職まで勤め上げる」という

旧来の日本的価値観に縛られず

外部労働市場を活性化させることが

人材⼒を底上げする⼟台となる

⼥性・⾼齢者・外国人など

多様な人が参加しやすい労働環境と

企業と働く人を

つなげていく⽀援が必要

年功序列・終⾝雇⽤の慣行によって

スキルが適正に評価されない現状に。

適正な評価環境の構築が

成長意欲の向上につながる

日本の生産年齢人口比率は諸外国と比べて低く、今後さ

らに低下すると予測されています。根本には少子高齢化の

問題があり、生産年齢人口比率の低下から65歳以上の

高齢者の就業率が上昇しています。20代後半〜30代女

性の労働参加率が低いことも日本が抱える課題のひとつ。

多くの人が働きやすい環境を整え、労働参加率を高めるこ

とが必要です。

※内閣府「世界経済の潮流	2011年I」より編纂
※2010年以降は資料発表時点での予測
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労働市場が抱える課題に対して、いわゆる“ジョブ型雇用”

への転換が語られることが増えていますが、諸外国と日本

の労働市場にはどのような違いがあるのでしょうか。その点

を考える上で重要なのが、終身雇用に代表される雇用形

態や、採用・教育に見られる労働慣行です。ここでは代表

的な慣行をピックアップして解説していきます。

ຊの࿑働ࢢ場の՝とࢲたͪのιϦϡーγョン

生産年齢人口比率の急速な低下 日本独自の労働市場を形成してきた労働慣行

生産年齢人口の減少を補うために取り組むべき課題とは 限られた労働力を社会全体で活用するために必要なこととは

働く人一人ひとりの生産性の向上
企業に依存せず職能に応じて

ステップアップできる社会の実現

労働参加率を⾼めるための

多様な人材の活躍機会の創出

業務内容やスキルが

適正に評価される環境の構築

定年まで正社員としての雇⽤を保障
業績不振等を除き簡単に解雇されない

「定年まで正規雇用する」という保障により企業は労働者を獲得

してきましたが、経済が低迷する現在、制度的な崩壊が予見され

ています。コスト増や成長意欲の停滞などがデメリットとして挙げ

られています。

終⾝雇⽤

⾼校・大学卒業時に定期採⽤を実施
社内教育を通して業務スキルを獲得する

専門性を問わずに社員を一括採用し、社内教育や配置転換を通

じてスキルを培う手法も、日本で多く見られる労働慣行のひとつ。

専門性が培われづらく、キャリアの選択の幅を狭める原因になり

かねません。

新卒⼀括採⽤・社内教育

担当業務や業務成績への評価とは別に
年齢による⼀定の昇給・昇格が保障される

年齢が上がるほどに評価が高まる「年功序列」も終身雇用とセッ

トで日本企業に根付いてきた慣行です。成果に対する適正な評

価と相反するものであり、社員の高齢化による人件費の増大をも

たらす要因となります。

年功序列

生産年齢人⼝の総人⼝に占める割合

※内閣府「男女共同参画白書	平成25年版」より編纂
※「労働力率」は15歳以上人口に占める有労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合
※日本は総務省「労働力調査（基本集計）」、その他の国はILO“LABORSTA”“ILOSTAT”より
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⼥性の年齢階級別労働⼒率（国際⽐較） 主要国における⾼齢者の就業率の⽐率

※総務省統計局（2021年発表）資料より編纂
※日本は総務省「労働力調査（基本集計）」、他国は「OECD.Stat」より

■	2010年
■	2020年

– 日本
– ドイツ
– 韓国
– スウェーデン
– アメリカ

– 日本
– アジア
– オセアニア
– 北アメリカ

予測
– ヨーロッパ
– アフリカ
– 中南米、カリブ
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旧態依然とした労働市場を変えるソリューション 長期経営ビジョン

UT VISION 2030

生産年齢人口が減少する中で、企業横断的な人材の最適な配置・活

用を促すため、外部労働市場の活性化が急がれています。そのために

は旧来の労働慣行からの脱却、能力に応じた仕事とマッチングし、企業

横断的に能力を高めながら適正な評価が得られる“新しい働き方”の実

現が必要です。UTグループが目指している「これからのはたらき方のプ

当社が創業以来大切にしてきたことは、「はたらく人」一人ひとりの可能性を広げ、働くことを通じて「成長」が実感できる

ようにすることです。そのために「安心」して働ける環境、会社や仲間との「つながり」をつくり出してきました。これらはす

べて「はたらく人」を顧客に見立て、提供価値を追求してきたからにほかなりません。この「はたらく人」に向き合い、寄り添

うという姿勢は、これからも変わらないUTグループらしさそのものです。

これから10年先を見据えた時、「はたらく人」の可能性をさらに広げられるよう、職種や、働く場所、時間などの就業条件

の多様化を進めるとともに、年齢、性別、国籍、人種を問わず、一人ひとりのライフステージやニーズに合わせた教育・

訓練と仕事のマッチングに加え、働いている時間だけではなく、仕事を離れた時間まで領域を広げて「安心」を提供するこ

とで、働く質を高め、社会全体の成長に貢献します。

ラットフォーム」には、そんな未来の労働市場も含まれています。一人ひ

とりのスキルに合った職場で、能力に応じた評価が得られるから、成長

意欲を持って、イキイキと働くことができる。派遣という働き方は、これか

らの日本経済を支えるためにも、より大きな可能性を秘めたものだと言え

るでしょう。

新卒⼀括採⽤を基本として

社内で人材育成を行う

働き⽅に柔軟性がなく

多様な人が参加しづらい労働環境

派遣という働き方でより多くの人が企業横断的に活躍できる

UTグループのキャリアプラットフォーム

働く人一人ひとりの生産性の向上

企業に依存せず職能に応じて

ステップアップできる社会の実現

労働参加率を⾼めるための

多様な人材の活躍機会の創出

業務内容やスキルが

適正に評価される環境の構築

生産年齢人⼝減少時代への適応が求められる日本の労働市場

基本⽅針

重点テーマ

あらゆる人が公正な評価と機会提供のもとイキイキと働ける
「これからのはたらき方のプラットフォーム」の実現へ

内部労働市場への依存から外部労働市場の活性化に向けて

日本政府が目指す未来の労働市場を後押しする存在へ

ひとつの会社に長く勤めることが

評価される旧来の価値観

職務を限定せず異動・転勤による

ジョブローテーションを実施

これからのはたらき方のプラットフォームになる。

はたらく人へ「成長」という価値提供をすることで、顧客企業への付加価値となり、
それが社会全体の「成長」へつながります。

「はたらく人が価値と感じることを実行していく」

「はたらく人にとって最良のサービスを提供する」

1

はたらく意欲を持ったすべての人に応

えられる、多様な職場と働き方、スキル

アップの可能性を提供します。

みんなの
「はたらきたい」に応える

2

日本で暮らし、働く外国人にも「イキイ

キ」するために必要なサポートを行い、

職場の提供と連続したキャリア形成を

支援します。

外国人にも「イキイキ」を

3

職場での適切な法令遵守環境の確保

はもちろん、働いていない時間もサポー

トすることで、「働く」の質を高めることを

目指します。

「安⼼」をいつでも

「はたらき⽅」の多様性を⽀えるプラットフォームが求められています。

増えていくキャリアの選択肢に対して、それを⽀えるための社会づくりが必要不可⽋なのです。

はたらく人の誰もが自分らしく「はたらき、いきる」ことを安心して目指せる社会へ。

UTグループはこれまでも、これからも、はたらく人を⽀える存在であり続けます。

日本の労働市場の課題と私たちのソリューション
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はたらく人とより良い就労環境が継続的に⾼まり続ける
UTグループ独自のバリューチェーン

ビジネスとして適正な収益性を実現することを通して
事業の継続性や各種ステークホルダーへの還元へとつなげます。

⼀人ひとりの「イキイキ」の総和がUTグループの成長

ビジネスを通して、社会課題の解決に貢献します。
はたらく人⼀人ひとりを⽀え、持続可能な社会の実現を目指します。

INPUT UTグループの人的資本 OUTPUT OUTCOME

バリューチェーン

当社は「はたらく人」と「企業」の双方を顧客とし、関わる人すべてが持続

的な成長を叶える「ツインカスタマー戦略」というビジネスモデルに立脚し、

「人材育成」と「より良い職場づくり」を軸とした持続的なサイクルによる

バリューチェーンを構築しています。UTグループ独自のこの２つの仕組

みに、適正な財務・非財務資本を投下することで、私たちの事業におけ

る経済価値、そして企業としてより良い社会の実現に貢献するための社

会・環境価値は生み出されていきます。そこで生まれたアウトプットをさらな

る好循環の起点とすることで、「これからのはたらき方のプラットフォームに

なる。」というビジョンの実現へと、継続的に歩み続けていきます。

財務資本
・株主資本［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・27,007

・有利子負債［百万円］	・・・・・・・・・・・・・・・・・12,290

・負債資本倍率（D/Eレシオ）［倍］	・・・・・・・・ 0.45

社会・関係資本
・応募者数（技術職）［名］	 ・・・・・・・・・・139,720

・面接数（技術職）［名］	・・・・・・・・・・・・・・・63,247

・採用数［名］	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13,231

・取引先企業数（国内）［社］	・・・・・・・・・・・ 2,260

・職場数（国内）［件］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,028

製造資本
・設備投資額［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,261

・ソフトウエア［百万円］	・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 3,719

自然資本
・エネルギー使用量［kWh］	・・・・・・・・・・・・67,587

・ガソリン使用量［ℓ］	・・・・・・・・・・・・・・1,201,114

人的資本
・国内社員数［名］	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35,019

・うち国内技術職社員数［名］	・・・・・・・・・33,078

・海外技術職社員数［名］	 ・・・・・・・・・・・・15,693

・プロフェッショナル

		キャリアパートナー数［名］	・・・・・・・・・・・・・・・・ 19

・キャリアパートナー数［名］	 ・・・・・・・・・・・・・・ 680

社会・環境価値

多様性指標

経営成績

UTグループの人的資本

一人ひとりの価値観や
ライフステージに合わせて、

多様な人が働きやすい職場づくり

多様性

その能力やキャリアを磨き、
一人ひとりの価値向上

市場価値

UTグループのプラット
フォームで活躍し続けること

エンゲージメント

・売上高［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 167,030

・EBITDA［百万円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10,936

・EPS［円］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 160.41

・フリー・キャッシュ・フロー［百万円］	 ・・・・・・・・3,776

キャリア形成⽀援

・教育受講延べ人数［名］	 ・・・・ 79,465

・キャリアパス利用者数［名］	・・・・ 1,158

・月間定着率（技術職）	・・・・・・・・96.1%

温室効果ガス排出量

・Scope1［t-CO₂］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 2,788.6

・Scope2［t-CO₂］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 29.2

・Scope3［t-CO₂］	 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ –

・社員の女性比率	・・・・・・・・・・・・・32.1%

・女性の管理職比率	・・・・・・・・・・14.0%

は
た
ら
く
意
欲
を
持
っ
た
す
べ
て
の
人
に
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
や

キ
ャ
リ
ア
形
成
の
機
会
が
等
し
く
提
供
さ
れ
、

公
正
に
処
遇
さ
れ
る
社
会
の
実
現

VISIONの
実現

これからのはたらき⽅の
プラットフォームになる。

経済価値

輩
出

ビジネスモデル

はたらく⼒で、イキイキをつくる。ビジネスモデル は
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業
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就労を通じた
人材開発サイクル

良質な職場
開発サイクル

・ROE	・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 25.4%

・仕事創発価値［百万円］	・・・・147,258

「はたらく人」と「企業」が持続的に成長できる世界を実現するために。
UTグループは、社会の発展と深く紐づく価値を創造し続けています。 

価値創造ϓϩηス

財務資本	.......................負債資本倍率（D/Eレシオ）＝有利子負債
／株主資本。

人的資本	.......................プロフェッショナルキャリアパートナー
（PCP）：長期的な視点で技術職社員の
キャリア形成をサポートする専門職／キャリ
アパートナー（CP）：配属先での実務をサポー
トしながら技術職社員のキャリア形成に伴
走する社内認定のキャリアカウンセラー。

自然資本	........................エネルギー使用量：UTグループ（株）五反
田本社の年間の電気使用量／ガソリン使
用量：UTグループ（株）にて管理する社用
車に係る年間のガソリン使用量。

経営成績	....................... 仕事創発価値：多くの人に働く機会を提供
し、成長を支援するUTグループの独自指
標＝営業利益＋人件費。

キャリア形成⽀援	...........キャリアパス利用者数：One	UT、Next	
UT、UTエントリー、技術職から一般職への
職種転換の年間利用者数の合計。

温室効果ガス排出量	..... 環境省・経済産業省『グリーン・バリュー
チェーンプラットフォーム』に基づいて排出
量を算出しています。

Scope1：事業所での燃料の燃焼による温室効果ガスの直接排出量
Scope2：オフィスにおける電力使用にかかる二酸化炭素排出量
Scope3：上記除く主な間接排出量（社用車による業務移動）

職場開発
活動

キャリア
形成支援採用活動 教育・

育成
現場・
労務管理

良質な職場開発サイクル 就労を通じた人材開発サイクル
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ミッションを実現する
価値創造活動

価値創造活動を⽀える
組織統制・事業基盤

環境に配慮した
持続可能な事業運営

環境基本⽅針

UTらしさを実現する⽅針
個人の尊重と成長に関する基本方針

組織統治の基本⽅針
コーポレート・ガバナンス基本方針
サステナビリティ基本方針

ステークホルダー・エンゲージメント方針
内部統制システム基本方針
リスクマネジメント基本方針
コンプライアンス基本方針
情報セキュリティ基本方針

理念体系 テーマ分類 重点テーマと取り組み⽅針 積極的に取り組む重要課題 活動⽅針と評価指標

企
業
目
的

企
業
理
念　

M
IS

S
IO

N

／V
IS

IO
N

／V
A

LU
E

S

採⽤活動
応募者数（技術職）、面接数（技術
職）、新卒採用数（技術職・一般職）、
中途採用数（技術職・一般職）

キャリア形成⽀援活動
教育受講延べ人数

職場開発活動
取引先企業数、職場数

多様性指標
シニア採用数、障害者採用数、女性採用数
（技術職・一般職）、女性の取締役比率、
女性の管理職比率、社員の女性比率

キャリアパス
One	UT利用者数、Next	UT利用者
数、UTエントリー利用者数、技術職か
ら一般職への職種転換

人材開発指標
年収の中央値、年収の中央値の上昇率、技
術職社員の月間定着率、在籍人数（国内社
員、技術職、一般職）

適正な労働慣行
育児休業取得数（男性・女性）、男性社員の育児休業取得率、育児休業復職率、介護
休業取得数、無期雇用比率、有期雇用比率

従業員の安全衛生
平均残業時間、労働災害発生率

データセキュリティ
情報セキュリティ教育受講者数

環境マネジメント
温室効果ガス排出量、売上高に対する紙の消費量

事業倫理
コンプライアンス研修受講者数、重大な法令違反件数

行動規範
内部通報窓口での受付件数、人権関連相談件数

コーポレート・ガバナンス
株主総会出席者数、株主総会質問数、議決権行使率、独立社外役員比率、取締役会
平均出席率、取締役会開催数、監査等委員会開催数、指名・報酬委員会開催数、IT
投資委員会開催数、コンプライアンス・リスク管理会議開催数、ガバナンス検討会開催
数、経営会議開催数

人的資源開発

有能な人材の確保と維持

ダイバーシティとインクルージョン

適正な労働慣行

従業員の安全衛生

データセキュリティ

事業倫理

コーポレート・ガバナンス

行動規範

環境⽅針の策定と環境マネジメントの構築

働く人が安心して暮らせる社会実現のために。
私たちの重要課題は、働く人への想いにつながっています。 

働く人とともに成長するために取りΉき՝とは

⼀人ひとりの可能性を広げる

⼀人ひとりを尊重し、

⼀人ひとりに向き合い、

イキイキ働ける環境を作り続ける

P027–

P027.P047–

P028.P047–

P028.P047–

P029

P030

P030

P031

P032

P032

P029–

事業基盤の継続的な強化

慣習にとらわれず、

はたらく人の目線で

人材業界をリードし続ける

P031–

公正で透明性の⾼い組織統制

⼀人ひとりを尊重する

企業文化を醸成し、

オープンで公正な企業姿勢を貫く

P033–

環境への適切な配慮

自然環境への影響を認識し、

適切にコントロールする P034
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サステナビリティの考え方と推進体制

社外ステークホルダーから挙がった期待・意見

全体活動方針・目標全体活動の報告状況

活動計画活動状況の報告

UTグループでは、はたらく意志をもつ一人で

も多くの人が、イキイキと自分自身の可能性

を追求できる環境を整備するため、良質な職

場をお客様とともに構築し、働く人と企業の

双方がともに成長できる好循環をひとつでも

多く社会でつくりあげていきます。すべての役

員と従業員が「多様な個が互いに認め合い、

互いに活かし合う組織」を実現し、個と社会

の共存共栄の持続に貢献していきます。

サステナビリティに関連する方針の整

備や指標の定義においては、社内外

の広い意見を土台に特定したマテリ

アリティを基準として、経営層や管理

職における協議をE（環境）S（社会）G

（ガバナンス）の各項目において実施

しました。現状の課題意識やUTグルー

プとしての強みをどの観点において打

ち出すべきか、といった視点をもとに協

議を重ね、方針の整備とサステナビリ

ティ指標の決定に至りました。

ステークホルダーとの対話 事業活動／サステナビリティ活動

サステナビリティ開示（定量／定性）

サステナビリティ推進体制図

取締役会

経営会議サステナビリティ事務局

各部門

マテリアリティの特定プロセス

サステナビリティ関連方針の策定等のプロセス

マテリアリティマップ

マテリアリティの特定にあたっては、人材業界に対する社会的な

要望を把握するため、SASBマテリアリティマップのサービスセク

ターにおける課題、及びRobecoSAMが専門サービスセクターで

注目すべきクライテリアとして設定している項目を参考にして、人材

業界において要望が強いと考えられる12の項目（人材業界の12

項目）を抽出しました。

その後、社外のステークホルダーの方々に人材業界の12項目から

相対的な優先順位を設定していただき、それをベースとして具体的

なご意見を伺いました。これと同様のプロセスを経営層や管理職、

一般社員を含む社内においても行い、UTグループの事業と項目と

の関連性について優先順位を設定しました。

環境に配慮した
持続可能な事業運営

価値創造活動を⽀える
組織統制・事業基盤

ミッションを実現する価値創造活動

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
か
ら
の
期
待

事業との関連性

環境方針の策定と環境マネジメントの構築

取引先関係管理

データセキュリティ
行動規範

ダイバーシティとインクルージョン

事業倫理

従業員の安全衛生

適正な労働慣行

人的資源開発

有能な人材の確保と維持

コーポレート・ガバナンス

操業上の環境効率対策

●	積極的に取り組む課題
○	全社的に取り組みを強化する課題

※一部抜粋・アンケートをもとに編纂

社外からの期待値が⾼い指標が
人的資本経営への注⼒の起点に

マテリアリティの特定において優先順

位が高く設定された３つの項目が、「一

人ひとりの可能性を広げる」というUT

グループの価値創造活動の基盤となり

ました。当社が推し進める人的資本経

営はこれらのマテリアリティを起点とし

ています。

■ 人材紹介会社からの意見

環境との関わりが他産業と比べて低い人材業界

の中でも、製造業向け人材派遣サービスのNo.１

事業者として、UTグループの規模感・豊富な技

術者を有する強みを活かすことで、固有のモデル

をつくり環境問題へ取り組んでいくことができると

期待したい。

■ 大学キャリアセンターからの意見

人材確保・活用面であるマイノリティへの理解促

進、採用（活用）の増進を期待する。研修・教育

システムが業界最大規模であるUTグループでは

成し得ると考えるため、トップランナーとして枠組

み形成を期待する。

■ 投資家からの意見

中長期的な企業価値向上を重視しているため、

非財務目標の達成状況を役員報酬に反映・開

示する等、コーポレート・ガバナンスの実態を把握

できる開示を期待する。

社会課題の抽出
外部のガイドライン等を参照し、UTグループの関連

業界に関する社会課題を抽出

STEP

1

ステークホルダーの期待把握
インタビューを実施し、ステークホルダーの期待・重

要度を把握

STEP

2

事業と社会課題との関連性評価
ステークホルダーの意見をもとに、経営陣による議論

を実施し、事業と社会課題との関連性を評価

STEP

3

これまでの経営の
価値判断軸の抽出

社長へのヒアリングをもとにエッセンス

を抽出

STEP

5-1

関連方針の整備
STEP

7-1

理念体系の再構築
価値判断軸とマテリアリティへの考え

方をもとに作成した、企業理念と経営

基本方針を取締役会において決定

STEP

6

マテリアリティと
企業活動の関係整理

分科会においてマテリアリティへ

の考え方と取り組み方針を整理

STEP

5-2

サステナビリティ
指標の定義

管理指標と開示指標及び、取得

責任部署等の定義

STEP

7-2

マテリアリティの特定
関連性評価から重要度を整理し、取り組むべき課題

を取締役会において決定

STEP

4

サステナビリティ指標開示体制の構築プロセス

働く人とともに成長するために取り組むべき課題とは

2021年4月－
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新卒の一般職社員全員を幹部候補生として採用し、３年間で管理職相当の役

割を担うための育成パッケージを用意。１年目には現場研修として、技術職社員

と同様に現場に身を置きます。２年目には周囲の力を巻き込みながらチームを

牽引し、より大きなミッションをマネジメントする能力を習得するための各種研修

や、周囲と自身の認知を高める360°サーベイなどを実施します。そして３年目に

は３年間の研修の総括とともに、今後の社内キャリアの形成について考える機

会を用意します。

働く人⼀人ひとりを尊重し、働く人の視点から社会との調和を目指して
私たちは持続的な価値創造のための課題解決に取り組んでいます。

技術職社員の平均年収を2026年3月期に20％上昇

女性管理職比率を2025年3月期までに15％へ

国内の技術職社員数を2026年3月期に５〜６万人に

技術職社員に対する教育投資

一般職社員に対する教育投資

サスςφビϦςΟ経営の実現に向けて

一人ひとりの可能性を広げる

目標

目標

目標人的資源開発

ダイバーシティとインクルージョン

有能な人材の確保と維持

※2021年3月期と比較した2026年3月期の目標

※UTグループ株式会社を含む主要な事業会社の女性管理職比率

職場への定着を図る施策として、オンボーディングパッケージを導入。中途採用

社員を対象に、入社から３ヶ月間を期間とし、入社日にオリエンテーションを行う

他、複数回のフォロー面談を実施し、一人ひとりの状況を細かく把握しながら不

安の解消を図ります。期間中にはパルスサーベイを兼ねた就業レポートのチェッ

クを行い、社員の状態確認と必要に応じたフォローアップを実施。そして３ヶ月目

にはフォローアップ研修を行います。成果として同プログラムの対象となった技

術職社員の入社から３ヶ月以内での離職率が、従来比で約半減しています。

また新卒の技術職社員に対しては、社会人未経験であることを踏まえた半年間

の研修を実施。社会人マナーや報告書の作成方法など、基本的な社会人スキ

ル・業務スキルの獲得も含む内容です。就業レポートの提出の他、VRを活用し

たコミュニケーション能力習得のためのプログラムなども用意しています。

特定の職種・役職にキャリアチェンジするための教育として、職種別・役職別の

各種プログラムを用意。すべてのプログラムに個別の教育コンテンツとトレーナー

応募者の利便性向上を重視し、面接予約は電話、チャット、自動予約システム、

AIによる電話応対など幅広い手段を用意し、応募から５分以内には応募者にリ

アクションできる体制を構築。また面接は対面形式だけではなく、ビデオ通話や

チャットなどを活用し、応募者が日時・場所・形式等によるストレスを感じずに実

施できる仕組みづくりをしています。

採用に際しては、応募者を“選考する”のではなく、応募者に適した仕事とのマッ

チングを図る、応募者の潜在的な要望にリーチして適した仕事を提案する、面

接予約の段階から応募者のモチベーション向上を図るといった姿勢を重視。

コールセンターではオペレーターの人員リソースと対応品質を確保するため、業

務をバックアップするためのモニタリングの仕組みの導入やFAQのシステム化

を図っています。

取り組みは大きく「技術職採用拡大」「労働環境整備」「女性管理職育成」に

区分されます。「労働環境整備」においては、「長時間労働の解消」「多様な

キャリアモデルの確立」の２つを重要課題として認識し、勤務時間超過を解消

すべく現場の管理監督者におけるコア業務・ノンコア業務を切り分け、業務の

効率化を図るべく取り組んでいます。「多様なキャリアモデルの確立」は「女性

管理職育成」の取り組みと連動するものとして、在籍する女性社員を軸に、新

たな管理職のキャリアモデルの開拓を目指しています。そのためのプロジェクト

チームとして、各部門の女性リーダーを集めた「ダイバーシティ推進プロジェクト」

を設置。ライフスタイルの変化に応じたキャリア形成支援を、全社で包括的に

推進するための体制構築へとつなげています。

管理職や管理職候補者を対象に、マネジメント業務に就く前の「ステージアップ

研修」、マネジメント業務に就いた直後の「新任管理職研修」、そしてマネジメン

ト業務を一定期間経験した後の教育としては、セクションの責任者に当たる役

職以上を対象に、360°サーベイを実施します。

技術職社員から一般職へ職種転換した人や中途採用者を対象とした導入

研修である「UTナレッジ」は、当社の歴史や社内システム、社内ルール、人

事制度など、当社で働く上で必要となる知識を得るための機会として実施し

ています。

事業運営等の業務に携わる一般職社員の育成においては、幹部候

補生となる新卒社員を対象とする「経営人材育成」、管理職や管理

職候補者を対象とする「マネジメントスキル」、技術職社員から一般職

へ職種転換した人や中途採用者を対象とした導入研修の「UTナレッ

ジ」を軸に据え、各種施策を実施しています。

を用意しており、キャリアチェンジを目指す技術職社員はプロフェッショナルキャリ

アパートナー※（PCP）の推薦などを受けて、これらのプログラムを受講します。

OJT教育に加えて、技術職社員が現在の職種・職場におけるスキルアップを図

るためのOFF-JTによる教育施策を用意。主にオンラインスクールやe-learning

を活用する他、国家資格を主とした特定の資格取得のための教育や資格取得

支援（資格取得のための受験費用を当社が負担）やキャリアデザイン研修などを

実施しています。

技術職社員のキャリア形成をサポートする役割として、社内で認定されたキャリア

パートナー（CP）とプロフェッショナルキャリアパートナー（PCP）を用意。CPは働

く人を日常的に支援し、PCPは社員の能力や意欲に応じて適した職種を提案す

る、技術職社員の中長期的なキャリアを実現する重要な役割を果たします。

派遣先である顧客企業と協力して製造現場におけるコンプライアンス遵守の

体制を構築する提案を行っています。労働時間管理やメンタルヘルスケアなど、

当社が蓄積した職場づくりのノウハウを共有。法令・コンプライアンスに関する

知識を備えた現場管理者の育成、リスク発生の抑止と発生時の再発防止策

の策定などを通して、社員が安心して働ける職場環境の整備を行っています。

リモートワークの活用はコロナ禍以前から試験的に導入しており、コロナ禍をきっ

かけとして本社勤務の一般職社員は、2020年４月からほぼすべての部署でリモー

トワークを行っています。その他、顧客企業の現場の管理・監督を行う一般職社

員においても、業務ごとに可能な範囲でのリモートワークを推進しています。

当社グループの特例子会社であるUTハートフルにおいて、障害がある方 を々

採用し、「生産性向上に資するサービス」を掲げて、本社や事業会社から業務を

受託しています。いまだ国内では数少ない障害がある社員の在宅勤務体制を

実現しており、それによって重度障害の方の積極的な採用を可能としています。

なお当社グループ全体では2023年12月末時点で859名の障害がある社員を

雇用しており、雇用率は2.65％と法定雇用率を上回っています。

UTエイムやUTコネクト等の既存子会社及び大手メーカーとの合弁会社である

FUJITSU	UT、UT東芝で、シニア人材の活用に取り組んでいます。新たな活

躍の舞台を提供し、長く働くことができる就労環境の整備を進めています。

※	技術職社員のキャリア形成を長期的な視点でサポートする担当者

豊富な人材の確保により、顧客ニーズに迅速に対応できる派遣体制を実現。人材のスキルアップは派遣先企業の生産性向上に

寄与し、契約単価の上昇へと還元されます。また、顧客満足度の向上により顧客内シェアの拡大へとつなげることができます。

女性・シニア・外国人などの多様な属性の人材へ採用対象を広げることが、採用力の強化につながります。本社機能においても

多様性を確保することは、健全な経営体制の確立だけでなく、多様な人材が活躍するための基盤となります。

シェア拡大と契約単価の向上

多様性の確保で採⽤⼒を強化

事業へ与える
メリット

OFF-JTによるスキルアップ教育

キャリアチェンジのための教育施策

新卒・中途社員の定着を図る教育施策

採⽤体制

⼥性活躍推進 障害者活躍推進

シニア活躍推進

就労場所・就労時間の柔軟性

より良い職場の開発活動

経営人材育成

マネジメントスキル

UTナレッジ

キャリアパートナー、プロフェッショナル
キャリアパートナーによる技術職社員育成
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サステナビリティ経営の実現に向けて

多様なはたらき方の実現 従業員の安定稼働を通じた顧客価値の実現

セキュリティリテラシーの教育強化

事業基盤の継続的な強化

目標 目標

目標

適正な労働慣行 従業員の安全衛生

データセキュリティ

技術職社員・一般職社員を問わず、長時間労働は社員の健康リスクに直結す

る課題だと捉え、国で定められる労災認定基準を超過しないことを前提に、すべ

ての社員が健康的に働けるようモニタリングを行っています。なお技術職社員に

おいては、業種によって労働時間の傾向や慣習などが異なる場合があります。ま

た管理職においても労働時間が超過しやすい状況がありますが、そういった個

別の状況を踏まえた上で、社員の健康障害を未然に抑止する基準は同一と捉

え、適切な労働時間の基準は当社グループ一律で全社員に適応しています。

労働時間の申告には全社統一の勤怠システムを使用し、一定間隔でのモニタリ

ングにおいて時間外労働の超過やその可能性が見られる場合は、人事担当部

署から該当者、所属する事業所、事業会社へのアラートを発信します。なお時間

外労働の超過が見られた場合は、現場管理者や責任者が、派遣先の業種や働

き方に応じて、顧客企業との折衝、該当者へのフォローアップ、再発防止策の

立案を実施。またその状況は執行役員や社外弁護士によって構成される取締

役会の諮問機関「コンプライアンス・リスク管理会議」、日本全国の各事業所責

任者が集まる「統括安全衛生会議」にて情報共有と検討を行います。

当社では顧客企業で働く技術職社員を含めて、大部分の社員を無期雇用し、

安心して長く働ける環境づくりを進めています。

なお一部の有期雇用社員についても、同一労働同一賃金をはじめ、雇用形態

による待遇の格差がなく働ける環境整備を進めています。

特に技術職社員において、派遣先の人材需要の変動や労働条件の変化等に

より就業継続が困難となった場合は、他の派遣先、もしくは他の業種・職種へ

の再配置をすみやかに手配する体制を整えております。

また、働く人が当社の教育制度を活用し、自らが望むキャリアアップを叶えられる

環境も、雇用の安定に効果を発揮していると考えています。なお会社都合によ

る解雇や懲戒等による解雇は、直近３年間の累計実績において10名に満たな

い状況です。この点においては入社時以降のコンプライアンス教育や、派遣先

における管理監督者によるフォローアップ体制が効果を発揮していると考えてい

ます。

労働災害発生時には、現場管理者や責任者が顧客企業と連携を図り、迅速な

対応を図るとともに、原因究明、再発防止策の検討・策定を行います。安全性

向上のために必要な際には、使用する器具や就業環境の変更等について、顧

客企業へ提案・交渉を行います。

注視すべき事案や労働災害に関する情報は、日本全国の各事業所責任者が

集まる「統括安全衛生会議」において共有し、対象事案の原因究明、再発防

止策に不足がないかを検証。必要に応じてさらなるフォローを行うとともに、情報

共有によって各事業所における安全衛生管理レベルの向上につなげています。

また、当社では労働災害を未然に防止するため、OSHMS（労働安全衛生マネ

ジメントシステム）に基づく安全衛生教育も行っています。

労働災害発生時は24時間以内にその概要の安全衛生管理の主管部署への

「個人情報保護管理者」は、コンプライアンス担当部署長とし、当社における個

人情報の収集、利用又は提供の状況を把握し、取扱者に個人情報保護施策を

理解及び遵守させるための教育訓練、安全対策の実施などの措置を行います。

「最高情報システム責任者」は、情報システム管掌執行役員とし、当社全体の

情報セキュリティの最高責任者としての任務を遂行します。

報告、１ヶ月以内の原因究明・再発防止策の策定とその報告を義務付けていま

す。これらの報告結果を受け、日本全国の各事業所責任者が集まる「統括安全

衛生会議」での情報共有や、策定した再発防止策の検討などを実施します。

社員の死亡・長期入院・大規模におよぶ事故といった重要事案、休業を伴う事

案については、担当執行役員や社外弁護士によって構成される取締役会の諮

問機関「コンプライアンス・リスク管理会議」に報告されます。

時間外労働の削減において、一般職社員では時間外労働の内容を精査し、業

務効率化の検証を常に行っています。技術職社員においては、現場管理者が

顧客企業との連携を図りつつ業務の効率化と時間外労働の抑制に取り組んで

います。

なお日々の活動の中で、業務なのか否かの判断が難しいものについては、当社

グループとして包括的な検証を行い、区分を明確化することで、全社員が正しい

労働時間の申告ができるようルールの整備を行っています。

● グループ業務インフラへのアクセス ［ネットワーク接続に対しての制御／端末に対しての
制御］　● 情報データベースへのアクセス制御 ［業務上必要な情報に対しての限定的な
データアクセスの実施／データの書き換えについての業務インフラ上の制御／アクセス履歴、
データ登録変更に対しての履歴の保存］　● サイバー攻撃に対する防御 ［サーバーリソー
ス資源はコントロールされたクラウドインフラ上で運用／クライアント端末に対する攻撃検知／
防御ツールの実装］　● 従業員向けの情報セキュリティに関する教育の実施 ［情報セキュリ
ティの意識向上のためのコンテンツを含めたコンプライアンス研修を年１回実施］

安心して働ける職場環境は人材の定着率を高め、それは育成効果の向上や募集費の抑制につながります。また職場環境改善の

ためのコンサルティングは顧客企業のメリットも大きく、顧客との関係強化につながります。

当社は社員や応募者の個人情報及び顧客企業の機密情報等を含む大量のデータを保有しており、情報セキュリティにおける不測の

事態は事業への多大なダメージとなります。情報リテラシーの向上は、それら事業リスクを抑え、持続的な事業成長へとつながります。

定着率の向上とスキルアップの相互効果

事業リスクの抑制

事業へ与える
メリット

労働時間管理 従業員の安全衛生

個人情報保護／情報システムの管理責任者とその役割 情報セキュリティの対応

安全衛生のマネジメントシステム

労働時間短縮の取り組み

雇⽤の保障

雇⽤形態にかかわらず、
全ての従業員が安心して働ける環境の整備
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サステナビリティ経営の実現に向けて

コンプライアンスの徹底 取締役会の継続的な実効性向上

人権課題への役職員の理解促進

公正で透明性の⾼い組織統制

目標 目標

目標

事業倫理 コーポレート・ガバナンス

行動規範

取締役会の諮問機関として、コンプライアンス担当部署を管掌する部門の責任

者を議長とし、社外の弁護士も参加する「コンプライアンス・リスク管理会議」を

月１回開催しています。「コンプライアンス・リスク管理会議」は、当社におけるコ

ンプライアンスに関する方針、活動実施計画に関する審議、法令遵守及び公

正な職務執行を確保するための必要事項の検討並びに法令・社内ルール違反

行為に関する調査と再発防止策の策定を行っています。また、当社における管

理すべきリスクの種類を把握し、そのリスクの管理・評価を行い、リスク発生の未

然防止を図るとともに、リスクが発生した場合の損失の最小化及び再発防止策

の策定を行っています。

一般職社員向け、技術職社員向けの２つに対象者を分けて、年１回、受講必須

のコンプライアンス研修を実施しています。内容は情報セキュリティ、環境問題・

人権・ハラスメントなどを含むサステナビリティに関する内容を共通事項とした上

で、一般職社員向けには企業不祥事と職場環境づくりについて、技術職社員

向けには内部通報制度についてなど、対象者に応じて必要な情報を盛り込んで

います。また「UTグループコンプライアンス・マニュアル」を合わせて制定してお

り、社員一人ひとりがそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として業

務運営に当たるよう進めています。

なお2021年度からは、ベトナムの事業会社の一般職社員向けにベトナム語で、

コンプライアンスの重要性やコンプライアンス遵守のための体制づくりなど、基

本となる意識醸成のためのコンプライアンス研修を実施しています。

社内の不正行為やコンプライアンス・倫理に関わる問題点を早期に発見し、

組織の健全性を高めるための施策として、電話・メールで連絡可能な内部通

報窓口を設置しています。社内窓口と合わせて、顧問弁護士を担当者とする

社外の通報窓口も利用可能です。また、内部通報窓口は国内で働く外国人

社員も利用可能ですが、対応言語の拡充などを今後検討していく方針です。

内部通報窓口は当社社員だけでなく社外の各関係企業でも利用可能で、当

社社員の法令違反・規程違反・不正行為などを通報できる仕組みとなってい

ます。

取締役候補者の指名については、グループの持続的な成長と中長期的な企

業価値の向上に貢献し得る人物を取締役とすることを基本方針とし、取締役会

全体の能力・知識のバランスに配慮した上で、取締役会の諮問機関である「指

名・報酬委員会」において選定し、取締役会にて決定します。監査等委員候補

者の指名については、当社の健全な経営と社会的信用の維持向上に資する人

物で、中立的・客観的に監査を行うことができることを基準に指名・報酬委員会

にて選任し、監査等委員会の同意を得た上で取締役会にて決定します。また、

社外取締役については、東京証券取引所の独立性に関する判断基準を参考

役員及び従業員向けに年１回行っているコンプライアンス研修では、人権、環

境問題、事業倫理・企業の不祥事、情報セキュリティ、内部通報制度等に対す

る意識と認知度の向上を重要課題として捉え、基本的な考え方や日々の仕事と

のつながりについてのコンテンツを取り扱っています。

またコンプライアンス研修とは別に、全社員に対してコンプライアンスに関する

情報発信を月１回程度行っています。ここでは人権課題への意識向上や、個人

情報保護／情報セキュリティの徹底、法令違反に関する注意喚起など、多様な

テーマを取り上げ、社員のコンプライアンス意識の向上を図っています。

に、経歴や当社との関係を踏まえ、十分な独立性が確保できる人物を選任して

います。

取締役及び監査等委員の解任については、法令・定款に違反する重大な事実

が判明した者、選定基準から著しく逸脱した事実が認められた者、職務を懈怠す

ることにより著しく企業価値を毀損した者、その他職務の適切な遂行が困難と

認められる事由が生じた者について、解任に向けた手続きを開始します。取締役

及び監査等委員の解任手続については、指名・報酬委員会による公正かつ厳

格な審議を経た上で、取締役会における決議を経て、株主総会で決定します。

外国人技能実習生の受け入れ先企業に対し、労働時間・安全衛生管理・人

材管理など、人事・労務の観点から適切な管理が行われていることをサービス提

供の前提条件として設定しています。

技能実習生の監理団体の選定では、受け入れ実績や法的知識、過去の事故

発生件数などを調査した上で、日本で約3,000団体あるうち、最も優秀な水準

の団体のみと提携をしています。海外の送り出し機関についても実地調査や実

習生へのヒアリングを調査に加え、現地政府の認証を受けているか、実習生か

らの過度な金額を徴収していないか、不要なブローカーを介在させていないか、

などの審査基準を設け約300の候補機関から約10社とのみ提携を結んでいま

す。いずれも技能実習生の監理について継続的に確認しており、問題が生じた

場合には、取引停止の対応も含めて、厳格に対応をしています。

内部通報等を通じてコンプライアンス違反が懸念されるリスク事案が生じた場合

には、コンプライアンス担当部署から、対象者の所属部署や関連部署への連絡

を行い、部署内での対応を促し、その結果の報告を求めます。また、対象部署へ

の連絡自体が難しいケースではコンプライアンス担当部署が確認・調査作業を

行います。

執行役員を議長とし、事業部門担当とコーポレート部門担当の執行役員、社外

取締役、社外弁護士によって構成される「コンプライアンス・リスク管理会議」を

月１回開催しています。当会議に対して担当部署より、訴訟案件、リスク案件、

懲罰案件、財務関連リスク案件、給与関連リスク案件、IT・情報システムリスク

案件などに区分した上で、個別の案件とその対応状況や、内容別の案件数推

移について報告を行っています。また、取締役会において重要リスクを選定する

とともに、2023年3月期より当該リスクの対策状況をモニタリングできる体制を

整えています。

コーポレート・ガバナンスに関する詳細は P105 –

業務を遂行するのは技術職社員であり、そこでの人権遵守は何より重要なものだと当社は考えています。技術職社員の成長、定

着率の向上、職場環境の改善など、すべての取り組みは高い人権意識、働く人への想いを土台としています。

法令違反をはじめとしたコンプライアンスに反する事態は、派遣契約の解除や損害賠償の請求及び社会的信用の失墜等につな

がる事業リスクと考えています。特に人材派遣業に関連する多くの法令への理解は、事業継続に欠かせない基盤となります。

事業の主体となる人材の保護

人材派遣に関連する法令遵守

事業へ与える
メリット

コンプライアンスの実効性強化 取締役選任⽅針

コンプライアンスに関する社員教育 外国人技能実習生の管理について

コンプライアンス研修

内部通報窓⼝の設置

コンプライアンスの違反事例の分類・件数・対応

事業倫理のマネジメント体制
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環境への適切な配慮

気候変動への対応

UTグループでは全社でのリスクマネジメント体制において気候変動を含むリスク

を管理・分析し、その分析内容を経営会議及び取締役会に年１回以上報告す

る体制を構築しております。

気候関連課題に対する最高責任権限を有する代表取締役社長は、経営会議

及び取締役会においてサステナビリティ推進を行うサステナビリティ事務局を設

置し、気候変動を含むサステナビリティ課題に関する取り組みを管理・推進して

います。

UTグループでは全社でのリスクマネジメントプロセスの一環として、網羅的なリス

クアセスメントを定期的に行っており、その中で気候変動に関するリスクを抽出し

ております。その後、関連部署へインタビューを経て発生頻度、影響度などによ

り重要性を決定しております。

気候関連リスクを含む重要なリスクは、リスクモニタリング事務局がその対策状

況のモニタリングやリスク情報を経営会議及び取締役会へ報告する体制として

おります。

UTグループでは気候変動を含む重要なリスクは定期的に行われるリスクアセス

メントを経て、経営会議で管理され、その状況は取締役会によってモニタリングさ

れております。

サステナビリティ経営の実現に向けて

気候変動に関連して大規模な自然災害が発生した場合には、顧客企

業等の製造設備の被害等により生産活動が停止する可能性があり、

サプライチェーンに関わる物理的なリスクが高まります。気候変動をはじ

めとする世界規模で顕在化している環境課題に対しては、2021年４月

に策定した「環境基本方針」のもと、環境マネジメント体制の構築を進

めています。またTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）が提

唱するフレームワークに則った情報を、継続的に開示してまいります。

a. 取締役会が気候関連課題について報告を受けるプロセス、
課題として取り上げる頻度、監視対象

a. 気候関連リスクの特定・評価プロセスの詳細、重要性の決
定⽅法

c. 全社リスク管理の仕組みへの統合状況

b. 経営者の気候関連課題に対する責任、報告を受けるプロセ
ス（委員会等）、モニタリング⽅法 b. 重要な気候関連リスクの管理プロセスの詳細、優先順位付

けの⽅法

シナリオ 財務影響 取り組み

移行リスク

脱炭素への取り組み
強化に関する法的・社
会的な要求度の高まり
により、その対応に要
するコスト負担が増加
する

小
各種施策を講じること
で脱炭素社会への適
応を図る

物理リスク

気候変動に起因する
自然災害により派遣
先企業が被災した際
の稼働停止によって売
上機会が喪失する

小

・取引契約への休業補
償の導入等により売上
減少インパクトの低減
・迅速な従業員の安否
確認体制の強化

森林減少により気候
変動が加速する

小
オフィスで使用する紙
使用量の抑制

売上⾼紙使用比率の継続的な低減目標

環境方針の策定と環境マネジメントの構築

UTグループではオフィスで使用する紙の使用量について抑制するため、売上高

に対する紙使用率（2020年3月期実績を100とした指数）を指標として設定して

おります。

気候関連リスク・機会の管理に⽤いる指標 実績 2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2023年
3月期

2024年
3月期

売上高に対する
紙の使用率※ 100.0 79.8 57.0 42.0 36.7

顧客企業の中心となる大規模メーカーの多くが、重要な経営課題として脱炭素をはじめとした環境負荷低減に取り組んでいます。

業務発注先にも同様の取り組みが求められており、契約の継続性を高める重要な要素となります。

持続可能な社会の実現は、派遣先となる顧客企業の事業継続性に貢献し、ひいては当社のマーケットの継続性へとつながります。

顧客企業のニーズに対応

マーケットの持続可能性に貢献

事業へ与える
メリット

※2020年3月期実績を100とした指数

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と目標
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項目
リスク評価 リスク評価

関連する取り組み
リスクシナリオ 影響度 重要性 脆弱性 機会シナリオ 影響度 実現可能性 重要性

外部環境

製造工程の

国内回帰

海外生産比率の見直しや円安の進行により、製造工程の国内回帰が進行。それに伴う国内製
造派遣の競争激化により受注件数の計画未達及び価格（契約単価）競争による粗利率の低下
が発生し、採算性が低下。市場シェア低下及び企業価値の棄損が生じる

高 高 中
「製造派遣市場で最も選ばれる派遣会社になる」ための戦略の推
進により差別化を図ることで競争力が向上。受注機会の確保につ
ながる

中 中 中

一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

働く人の市場価値の向上

社員とのエンゲージメントの強化

働く人への価値提供

労働市場の

構造変化

シニア層の労働者の増加、出生率低下による人口の減少、国内労働人口の不足、外国人労働
者の増加等により労働市場が変化。技術職社員の確保が難しくなった結果、事業の継続が困難
となり、機会損失が生じる

高 高 中

中期経営計画を通じて多様な働き方を実現すること、また年齢・性
別・国籍などに限定されない多様な属性の求職者の受け入れを可
能にすることで、月間2,000名採用の常態化が実現できる

高 中 高

一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

働く人の市場価値の向上

社員とのエンゲージメントの強化

働く人への価値提供働き方の変化
インターネットサービスを活用して短期・単発の仕事を請け負う新たな働き方やフリーランス等の
多様で柔軟な働き方の拡大により、社会における働き方が変容。技術職社員の採用不足が発
生する恐れがある

高 高 中

災害リスク

地震・津波、豪雨や台風による河川氾濫や内水氾濫等の自然災害により、災害発生地域での
社会・経済活動が停滞するとともに、顧客企業の施設・設備の損壊、技術職社員を中心とした
従業員等の死傷・欠勤、業務停止といった損失が発生する。また大規模地震により本社機能の
麻痺や役員・一般職社員をはじめとした従業員の死傷・欠勤による損失が生じる

高 高 中
BCP体制の実効性を確保することにより、大規模災害発生時の影
響度を低減させ、中期経営計画達成の蓋然性を高めることができる

低 低 低 事業基盤の継続的な強化

内部環境

大型顧客の動向・

ニーズ変化

大規模派遣先となっている顧客企業の動向やニーズの変容によって、同時多発的に人員減員
が発生すると新たな異動先の確保が困難となり、大人数の未稼働人員が発生もしくは異動不可
による削減での減益リスクが生じる

高 中 低
配属決定前採用の推進等により生じる未稼働人員についてはコス
トコントロールを計画的に行うことで、採用強化と利益確保の両立
を図ることができる

中 中 中

マニュファクチャリング事業

エリア事業

ソリューション事業

派遣法等違反
派遣法等違反による業務停止や違法な派遣業務により、大規模な人員削減が発生。間接人員
で余剰を抱えることになり、利益の喪失及びレピュテーション低下が生じる

高 中 低
コンプライアンス確保を徹底することにより顧客の信頼を獲得し、競
合との差別化を図り競争力が高まる

中 高 高
公正で透明性の高い組織統制

業務執行機能とコンプライアンス

予算管理の不備
中期経営計画の連結数値目標である、2025年3月期のEBITDA160億円が達成されず、中期
経営計画最終年度における対外コミットメント2026年3月期EBITDA250億円に対する市場の
信頼が低下し株価が低下、企業価値が毀損する

高 中 高 ー ー ー ー 財務戦略・資本政策

次世代

管理職候補者不足

長年健全な新陳代謝がなされずに組織が硬直し、かつ育成・教育の仕組みが乏しいことや人事
制度上の仕組みが合っていないことにより人材が育たず、会社の成長性とともに永続性が確保
できない、企業文化が発展しない、社内に閉塞感が充満するなどの問題が生じる

高 高 中
次世代を担う経営幹部として執行役員の育成が進められることによ
り、全社のガバナンスが強化され、中期経営計画や長期ビジョンの
実現可能性が高まる

中 低 低
一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

一般職社員の流出

会社全体または特定組織において重大な離職原因が存在することへの認識を欠くことで、多くの
活躍人材が離職する状況が慢性化し、改善を図ることができない。また退職発生後に後任担当
者の任命が遅れ、属人化された業務の引継ぎが行なわれず、都度担当者の判断で業務を行なう
ことが常態化する

低 高 中 ー ー ー ー

一人ひとりの可能性を広げる

人材・職場の多様性の拡張

社員とのエンゲージメントの強化

労働災害の発生

従業員の死傷や大人数を巻き込むような労働災害が発生した場合、被災者の親族からの民事
訴訟へと発展する。また被災した背景に違法な状況があれば刑事罰による損害が発生する。ま
た安全管理が不足している企業だと公表されることによるレピュテーションの低下、それを起因と
した利益損失につながる

中 中 中
労働災害の発生を低減させることで、求職者及び顧客からの社会
的信用が高まり、売上及び採用の増大につながる

高 中 高 事業基盤の継続的な強化

個人情報漏洩
外販等の不正な目的もしくは不慮の事項等によって、応募者情報や技術職社員等の大量の個
人情報が社内システムから漏洩・利用されるケースが生じ、対個人の賠償責任発生に加えて、社
会的信用を失う

中 高 中
個人情報の管理・利用を適切に実施し、求職者からの社会的信用
が高まることで、採用の増大につながる

中 低 低 事業基盤の継続的な強化

事業に関連するあらゆるリスク・機会を的確に把握すべく、各事業セグメ

ントや管轄部署ごとで累計150以上に及ぶ項目をピックアップし、リスク

アセスメントを行っています。リスク項目は財務、人命、コンプライアンス、

レピュテーション、人材といった領域に影響を及ぼすものとして、影響度、

発生可能性、重要性、脆弱性などの評価に基づいて優先度を設定。以

降の対策やモニタリングの方針を策定しています。一方で機会項目にお

いてはそれらのリスクを解決・克服することで業績拡大等の好機につな

げられるかという観点で、働く人や顧客企業への価値創造を叶えるものと

して、影響度、実現可能性、重要性の評価を行っています。リスクアセス

メントを通したリスクの最小化と事業成長に向けた機会の活用により、こ

れからも多くの働く人と顧客企業のための価値創造を推進していきます。

事業におけるリスクを成長のための機会として活⽤するために、
社内外の環境要因が事業にもたらす変化の適切な把握と検証を行っています。

事業におけるϦスΫɾػ会

※以下に優先度が高いとされたリスク、重要性が高いとされた機会について抜粋して掲載しています
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働く人が

派遣社員を選ぶ理由

企業が派遣社員を

選ぶ理由

製造派遣業のリーディングカンパニーとしてUTグループでは
30年の積み重ねのなかで他社にはない強みを築いてきました。

派遣社員へのχーζと65άルーϓのڝ૪༏Ґੑ

働く人と企業からの派遣社員へのニーズ

製造派遣業のリーディングカンパニーとしての競争優位性

派遣社員が
選ばれる
市場ニーズ

組織に縛られることなく、
時間や職種を自分で選んで働きたい

繁忙時期に応じて人員数を
コントロールしたい

すぐに仕事に就くことができ、
時給が⽐較的⾼い

採⽤・育成のコストや
労務コストを抑えたい

ダブルワークや家事・介護と
両立できる仕事を探している

人件費を固定費から変動費にしたい

さまざまな職場で幅広いスキルを
⾝に付けられる

専門的な技術をもつ人員を確保したい

強み

強み

強み

そもそも働く人は正社員ではなく、なぜ派遣社員という働き方を選ぶの

か。以前は“正社員に就けないから”という見方もありましたが、価値観

の違いに応じて多様なライフスタイルが志向される現在では、「自由な働

き方」や「ダブルワークや家庭との両立」などを目指して、それぞれの基

準で派遣社員として働くことを選ぶ人が増えています。派遣社員を活用

当社では「はたらく人」と「企業」の双方を

顧客としてとらえるツインカスタマー戦略を、

長らく価値創造の基盤としてきました。「はた

らく人」に対しては、スキル・収入・自己効

力感の向上によるキャリア形成支援を叶え、

「企業」にはそんな高スキル人材の安定

供給による競争力向上や労働法制対応と

いった労務ソリューションを提供。それによ

り実現した良質な職場がまた、働く人のキャ

リア形成につながっていく。このサイクル

が、働く人と企業により大きな価値を提供

する源泉となります。

事業の軸となるマニュファクチャリング事業とエリア事業では、はたらく人

と顧客企業の異なるニーズをターゲットとしており、多様な職場開発によ

る、働く人の希望に合わせたマッチング精度の向上を実現しています。

大手製造業への高単価・大人数の派遣を行うマニュファクチャリング

事業は、勤務場所を問わずしっかりと長時間働きたい、高いスキルを身

大手製造業を中心とした大規模工場への大人数派遣を行うマニュファ

クチャリング事業と、全国の地域に根付いた中小規模の派遣先を中心

とするエリア事業では、同じマーケットを侵食することなく、相互に補完し

合うセグメント戦略を図っています。強み②に示したように、働く人の多

様なニーズに応えて採用力と定着率の強化に効果を発揮していること

に付けたいといった希望に沿う環境に、全国各地の地域密着型の雇用

を取り込むエリア事業は地元でフレキシブルに働きたいといった希望に

沿う環境となっています。顧客企業の幅を広げるとともに、働く人の期

待に応える職場環境を用意するための仕組みが、セグメント相互の重

要な補完関係となっています。

は一般的な製造派遣会社との比較から見て取れます。加えてマニュファ

クチャリング事業ではターゲットを絞ったセールスにより高い収益率と、よ

り高単価・大ロットの顧客ニーズを獲得。エリア事業では、地方の中堅

派遣会社の買収を軸として地域マーケットの拡大を進めて、さまざまな

地域での「地域一番店」を目指しています。

する企業も、急な人員補填だけでなく、専門的な技術を必要として派遣

社員を活用するケースが増加しています。「多様なライフスタイル」を叶え

られる社会の重要性が説かれているいま、派遣社員という選択肢はす

でに多くの人にとって、自分の暮らしに最適な、より利便性の高い働き

方になっているのです。

働く人と企業の双方を顧客とするツインカスタマー戦略

働く人を広く取り込む多様な職場環境の開発

異なるマーケットを掴む主幹セグメントのポジショニング

1

2

3

⾼スキル人材の安定供給

良質な職場の提供

UTグループ

顧客あたりの派遣人数

一般的な製造派遣会社
（月間離職率7.6％）

エリア事業
（月間離職率3.7％）

マニュファクチャリング事業
（月間離職率3.2％）

派
遣
先
で
の
定
着

キャリアアップ

職業訓練
キャリア

コンサルティング

収入向上

スキル向上
自己効⼒感向上

キャリア形成
支援機能

高品質な
労働者派遣

構造改革支援 制度構築支援

労務費
変動費化

競争⼒強化 労働法制対応

労務
ソリューション

マニュファクチャリング事業とエリア事業の補完関係

マニュファクチャリング事業

エリア事業

顧客を大手企業に絞り規模の大きなチームで派遣

幅広い顧客を対象に少人数から派遣

顧
客
当
た
り
の
派
遣
人
数

顧客数

ロングテール

※当社の月間離職率は2023年３月期実績　一般的な派遣会社の月間離職率は一般社団法人	日本人材派遣協会「現在の派遣先における平均就業期間（2022年度）」をもとに当社にて算出

高低

多

少

⾼い収益性を実現

●	多くの人材を必要とし、高い定着率が求められる大規模工場に特化

●	採用・定着・育成まで質の高いサービスを提供

●	生産工程のオペレーターに加え、専門性と付加価値の高い半導体製造装置エンジニアも派遣

●	顧客に密着し工場内シェアを高めることで管理効率を高めるとともに、解約リスクを低減

グループの事業基盤を活かし統合した事業会社の定着率と収益性を改善

●	地方の中堅派遣会社を買収して事業規模を拡大

●	マニュファクチャリング事業のノウハウを活用し定着率を改善

●	経営統合することで採用活動や管理業務等でスケールメリットを発揮

転勤可能。体力仕事もしっかりと稼ぎたい。

注目の半導体産業に携わりたい。

引っ越しはしたくない。地元の工場で働きたい。

小さな子どもがいるから日勤で働きたい。

リタイアしたのでフレキシブルに家の近くで働きたい。

手に職を付けて長く働きたい。
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働く人に軸を置いた「人的資本経営」による成長戦略

そしてUTグループ独自の「仕事創発価値」という基準を土台として

働く人と顧客企業をつなぐ価値提供のサイクルが

私たちの持続的な成長と社会貢献力をさらに高めていきます。



多様な働き方が望まれる中で障壁となっているのが非正規雇用と正規雇用の間の格差問題です。

誰もが正当に評価されてこそ、多様性と持続可能性が叶えられると私たちは考えています。

人ࡐ派遣ࢢ場とඇਖ਼ޏن༻が๊える՝

労働力の派遣を行うビジネスは、日本では古くは江戸時代から存在し

たと言われています。労働者派遣法の施行以前は派遣事業が認可さ

れていなかったことから、「業務請負」の形をとっていましたが、1960

～70年代における先駆となる人材派遣企業の誕生、そして1986

年の労働者派遣法の施行をきっかけに、現在につながる「人材派遣

サービス」の基盤がつくられていきました。

その後、人材派遣市場は労働者派遣法の改正による派遣業務の対

象拡大を機として拡大。景気後退時の雇用の不安定さなどが問題と

なりつつも、労働者保護を重視しながら、多様な働き方への社会的

ニーズの向上を背景に、さらなる市場の拡大が見込まれています。

UTグループでは、半導体・自動車製造・機械分野を中心に、製造

業のうち生産工程に従事する人材の派遣を主なターゲットとしていま

す。総務省統計局の「労働力調査」（2023年度）によると、全国の

派遣事業所の派遣社員156万人のうち、生産工程従事者は40万

人に及びます。加えて、より高度なスキルと知識を備えた技術者にあ

たる派遣社員9万人や契約社員として生産工程に従事する人材38

万人も、UTグループがこれからのターゲットとして見据える市場となっ

ています。

日本の労働市場は「直接雇用・間接雇用」「雇用契約期間」「適用法

制」の3つの視点から分類することができます。いわゆる企業の正社員

を中心とする正規社員に対し、パートタイム・アルバイト、契約社員、派

遣社員で構成されるのが非正規社員と言われるもの。そのうち使用者

と労働者の間に直接の雇用関係がない、勤務している企業と給与を

支払う企業が異なるのが、労働者派遣法の適用される派遣社員です。

࿑働ࢢのޏ༻のछྨ

65άϧーϓ͕λーήοトとするࢢݣのن

UTグループの戦略上のターゲット／強み

総務省統計局「労働力調査」（基本集計・2023年度）より

生産工程 40万人

事務・その他 107万人

技術者 9万人

契約社員 283万人

パート・アルバイト 1,489万人

嘱託・その他 196万人

生産工程 38万人

技術者 11万人

事務・その他 234万人

非正規社員

2,124万人

正規社員

3,615万人

役員除く

全雇用者

5,739万人

派遣社員 156万人

分類 雇用契約期間 適用法制

雇用形態
直接

正規 正社員／限定正社員 無期 労働法一般

非正規

パートタイム／アルバイト 有期 パートタイム労働法

契約社員／嘱託社員 有期 労働契約法

間接 派遣社員 有期／無期 労働者派遣法

֨ࠩのݪҼとなるධ価・۰のҧ͍

非ਖ਼ࣾنһへの
ΩϟϦΞܗࢧԉෆ

非ਖ਼ޏن༻๊͕͑る՝

日本型雇用からの転換を図る企業ニーズや、多様な働き方を選好す

る求職者ニーズなど、さまざまな社会の変化を背景に、非正規社員は

増加傾向にあります。その一方でいまだ正規／非正規による“格差”

が、大きな課題となっています。近年の調査においても、性別・年齢

にかかわらず正規／非正規の賃金格差は大きく、個人調査からは賃

2015年の労働者派遣法改正により、派遣社員に対

する教育訓練が義務付けられましたが、2023年度の

厚生労働省「能力開発基本調査」では、OFF-JT／

OJTともに、非正規社員への教育が正社員に遠く及

ばない現実が示されています。特に若年層非正規社

員に対するキャリア形成支援の不足は、これからの日

本経済の成長に影響を与える課題として問題視され

ているもの。UTグループの充実したキャリア形成支

援体制は、この点においても、社会貢献度の高い取

り組みとして評価を得ています。

金以外に、安定性、福利厚生、教育訓練などにおいて、非正規社員

が満足できない職場環境が多いことが見て取れます。UTグループで

は、一人ひとりが正当に評価され、やりがいを得られる多様な働き方

の実現のため、これら格差の解消に創業以来、先駆的に、そして現

在も継続的に取り組みを続けています。

雇用の安定性

仕事の内容・やりがい

職場の環境

福利厚生

職場生活全体

教育訓練・能力開発のあり方

人事評価・処遇のあり方

賃金

労働時間・休日等の労働条件

（ポイント）
20100 30 40 50 60 70

就業形態別、現在の職場での満足度

※厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」（2018年度）より編纂

■ 正社員
■ 正社員以外
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6.7

41.6
25.7
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19.7
4.2
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33.1
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※厚生労働省「能力開発基本調査」（2023年度）より

新入社員（正社員）

新入社員（正社員）

中堅社員（正社員）

中堅社員（正社員）

管理職層（正社員）

管理職層（正社員）

正社員以外

正社員以外

0

0

10

10

20

20

30

30

40

40

50

50

60

60

OFF-JTを実施した事業所（職層等別）［%］

計画的なOJTを実施した事業所（職層等別）［%］

0

（歳）

雇用形態、性、年齢階級別賃金

※厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2023年度）より

500

400

300

200

100

（千円）

 – 正社員・正職員（男）
 -- 正社員・正職員以外（男）
 – 正社員・正職員（女）
 -- 正社員・正職員以外（女）

440.8

316.3

210.5

-

19

-20
24

-25
29

-30
34

-35
39

-40
44

-45
49

-50
54

-55
59

-60
64

-65
69
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社会情勢や法改正のなかで、拡大と変容を続けてきた人材派遣市場。

UTグループは「無期雇用」の実現など、いち早い取り組みで業界をリードしていきました。

人材派遣市場を先取りしてきたUTグループの取り組み

■ 派遣労働者の保護

■ 評価制度・賃金体系

■ 育成・キャリア形成支援

ඇৗࣝにΈଓけてきた65άルーϓのาΈ

1995–

正社員雇用・社会保険100％加⼊1995–
派遣労働者保護の促進
日雇い派遣の原則禁止
グループ企業内派遣の規制など

2012–

均衡待遇確保の配慮義務
職種、能力・経験等を勘案した賃
金決定など

教育訓練・キャリア形成支援の義
務化
段階的かつ体系的な教育訓練の
実施、キャリア・コンサルティングの
実施など

2015–

2015–

雇用安定措置の義務化
同一派遣先に３年以上派遣される
場合の派遣元での無期雇用化など

2015–

同一労働同一賃金
雇用形態に関わらない公正な待遇
決定など

教育訓練の均衡待遇
福利厚生施設の利用や教育訓練
の機会の均衡待遇など

2020–

2020–

技術向上に応じた昇給制度の施⾏1997–

独自の教育・育成体制を確⽴1997–

請負推進チームによる
キャリア形成支援をスタート2001–

2000– 2005– 2010– 2015– 2020–

6
T
ά
ル
ー
プ
の
า
Έ

UTグループの取り組み 派遣法の改正

人
ࡐ
派
遣
ʹ
ؔ
͢
Δ
๏
త

උ
の
ྺ
࢙

1996–
派遣対象業務が26業務に

1999–
派遣対象業務の原則自由化

2004–
製造業への派遣を解禁

2010–
専⾨26業務派遣
適正化プラン実施

2015–
雇用安定措置の義務化
教育訓練・キャリア形成支援の義務化

2020–
非正規雇用への
不条理な待遇禁止

（同一労働同一賃金）

2012–
派遣労働者保護の促進

2006–
派遣期間の緩和
政令26業務は無制限に

2000–
紹介予定派遣の解禁

1995– 2010–
エイムシーアイシー有限会社を設⽴

「正社員雇用」「社会保険100％加入」を実現
半導体特化から他業種を含む
全方位戦略への転換

1997–
派遣社員を教育し技術向上に応じて
昇給する仕組みを実現

2001–
技術職社員能力向上のための
請負推進チーム（現在のキャリア開発業務の原点）を設置

2002–
半導体事業に特化する
技術職社員の能力向上を推進

2015–
「One UT」「Next UT」開始

2020–
半導体製造装置エンジニア
育成拠点

「テクノロジー能力開発センター」
を全国4カ所に開設

自分たちの“真っ当”を信じて

業界の非常識を変えてきた四半世紀

無期雇用、社会保険100％加入など、働く人を優

先する姿勢は時に「非常識だ」と業界内の嘲笑を受

けることもありました。しかし、私たちが先駆けてきた

取り組みはいまや人材業界のスタンダードとなり、ま

るで法整備が後から追いかけてくるような形に。信じ

るべき道を見極めて邁進する実行力は、UTグルー

プの成長を支えるエンジンとなっています。

［解説］ 派遣法改正について

1986年の労働者派遣法施行時には13業務だった派遣
対象業務は、1996年に13業務が追加され、1999年に
は原則自由化されるなど、範囲を拡大してきました。現在
では一部特定の仕事を除き多くの業務が人材派遣の対
象となっています。

派遣法

対象業務の拡大

1986年時点では上限1年間としていた派遣期間は、業
務の拡大とともに緩和化が進み、現在ではあらゆる業務
において上限3年間とされています。契約期間後は、派遣
労働者の要望を聞き入れ雇用の安定化を図る措置をとる
よう義務付けられています。

派遣期間の設定

2012年の改正を機に、派遣法は派遣労働者保護の性
格を強めています。派遣労働者に不利益が生じないよう
事業規制が強化された後、2015年以降は、安定的な雇
用の促進や教育訓練やキャリア・コンサルティングも義務
付けられています。

派遣社員の保護
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「人的資本経営」が注目される前から、私たちは働く人への投資と価値向上に努めてきました。

そこにはUTグループ独自の価値基準である「仕事創発価値」に基づく考え方があります。

サΠΫルࢿຊࢿ事創ൃ価値を࣠とした人的

UTグループにとって、技術職社員の労務費増加は単なるコスト増
ではありません。働く人が成長することで市場価値が高まり、顧客
企業からより高い報酬を得ることができる。その対価をしっかりと働く
人に還元すれば、自ずと労務費は高まり、比例して当社の売り上げ
も高まっていきます。特に派遣先企業だけでなく「はたらく人」も顧
客とするUTグループの考え方を象徴するのが、営業利益と人件費

αイΫϧࢿຊへのࢿ業Λਪਐする人的ࣄ
を総和した「仕事創発価値」であり、これはUTグループが働く人とと
もに生み出した価値を示す当社独自の指標です。
より多くの人を採用し（多様性）＋その能力やキャリアを磨き（市場
価値）＋UTグループで長く活躍してもらう（エンゲージメント）ために
取り組んでいく。その結果として「仕事創発価値」を高めていくこと
が、UTグループが考える人的資本経営の土台となっています。

働く人一人ひとりの成長とともに企業成長を目指すUTグループの独自
指標です。

職場開発
活動

採用活動
現場・

労務管理 教育・育成
キャリア
形成支援 輩出

事創ൃ価値

バϦϡーνΣーンΛ௨͡た人的ࢿຊの૿Ճ

人的ࢿຊへの࠶ࢿ

企業׆動

人件費

人材派遣ビジネスの収益

UTグループの強み

୯価

人ࡐҭ

人

ྗ༺࠾

੶期ؒࡏ

ఆண

金融費用等

法人税等

株主還元

内部留保
仕事創発価値とは……

就労を通じた人材開発サイクル

良質な職場開発サイクル

（技術職社員の労務費＋一般職社員の人件費）

営業利益 人件費

人的ࢿຊ

ଟ
༷
ੑ

価値ࢢ

Τ
ン
ή
ー
ジ
ϝン

ト

ൃ価値のࣄ

業務品質の向上や専⾨領域
への配属等により単価上昇

大規模ニーズにもスピーディ
に対応し、在籍・稼働人数を
増加

未経験者や新人への手厚い
サポートとキャリア形成支援に
より長期就業を後押し

給与アップ、安心感、成長実感（やりがい）につながり採用力や定着率を底上げ
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人ࡐɾ職場のଟ༷ੑの֦ு

一人ͻとりが自分らしい働きํと成長をえるڥの実現

キャリアを重視して
積極的な成長を目指す

地域を限定して
安定的に働く

企業と࿈׆ͯ͠ܞ༂ػձΛग़する৬։ൃ ΑΓଟくの人の׆༂ػձΛͭくΓݮগするੜ࢈ྸ人ޱΛΧバー

ライϑスλイϧに߹Θͤた働͖ํの࣮ݱ

ଟ༷な人ࡐΛ֬อするための࠾༻ྗのڧԽ

UTグループの職場開発は派遣先となる顧客企業を開拓するだけでな

く、顧客企業とともに待遇や労働環境の改善にも取り組むことが特

徴です。教育・育成やキャリア形成支援といった人材開発によって育

む高スキル人材を供給する一方で、派遣先には待遇だけでなく、働き

やすい良質な職場を要求。多様な人が「働きたい」と思える職場づく

今後大幅に生産年齢人口が減少する日本

において、労働参加率を高めることは可及的

に取り組むべき課題のひとつです。そのため

には女性、高齢者、外国人などをはじめ、これ

までライフスタイルや労働環境の問題から希

望する働き方を実現できなかった人たちが働

きやすい職場環境を作ることが重要。UTグ

ループではより多くの人が参加しやすい多様

性のある職場づくりで、社会課題の解決に

貢献していきます。

多様な価値観を持つ求職者をター

ゲットとするなかでは、UTグループなら

ではの教育・育成や機会提供の仕

組みを活用したい“キャリア志向”の人

だけでなく、地元で長く不安なく働き

たい“安定志向”の人にも応える職場

づくりが重要です。UTグループではエ

リア事業を中心として、ライフステー

ジに合わせたキャリアパスの提案な

ど、幅広い求職者ニーズに応えるた

めの体制構築を進めています。

地域ごとの特性に応じた採用手法を用いて、求職者のニーズと顧客

企業のニーズを全国規模でマッチングさせる採用活動を実施します。

求職者を集めるリクルートマーケティング、求職者の応募窓口となる

コールセンター、全国の拠点やオンラインでの面接など、幅広い採用

りやコンプライアンスの強化に顧客企業と一緒に取り組み、より多く

の高スキル人材が集まる良質な職場づくりに貢献します。結果として

多様な人が働きやすい職場を実現し、派遣先企業にも大きなメリット

が生まれます。

「JOBPAL」で採用を大幅に効率化

■ 事業会社ごとに縦割りの採用活動を展開

■ 求人情報のフォーマットがバラバラ

■ 求職者情報が共有されていない

■ UTグループ全体で求人情報、求職者情報を管理

■ 求職者の会員ネットワークを構築、顧客企業とのマッチングも可能に
■ 全国への異動を前提としたキャリアプラン

■ オペレーターからエンジニアへのキャリアチェンジ

■ 派遣先企業や UTグループへの転籍も視野に

■ 地元の良質な職場で安心して長く働く

■ ライフステージに合わせたキャリアパスの提案

■ 多様な働き方を叶えるサポート体制

BEFORE AFTER

ଟ༷ੑの֬อとब࿑ڥのվળ

 INTERVIEW

「多様性」に対する社内の理解と意識の変化
社員の多様性に合わせた働き方を確⽴するために

多様な人材が活躍できる環境づくりのために、“まずは女性からはじめよう”と女性活躍推進の施

策を進めてきました。そのKPIとして「一般職の女性管理職比率を2025年３月期までに15％へ」

という目標を掲げ、まずは、女性技術職の労働環境の改善や採用拡大から、女性技術職や間接

部⾨での女性管理職のロールモデルづくり、組織長間で社員の育成計画を検討する「UTコミッ

ティ」での女性管理職候補の選定といった取り組みを進め、すでにこの目標は達成に近い状況ま

できています。社員の意識も変化し、「女性に限らずダイバーシティを考えていくべきではないか」と

いった声が社内から挙がることも。ダイバーシティの真の意味を理解する社員が増えてきたと感じ

ます。女性活躍推進とともに、今後はシニアや外国人も含め、あらゆる垣根を超えて、一人ひとり

が強みを発揮し、活躍できる環境づくりを目指します。女性活躍推進からはじまった取り組みが、急

速なスピード感をもって、真の多様性を備えた組織づくりへとつながっています。

UTグループでは技術職社員だけでなく、一般職社

員の労働環境の改善、多様な働き方を実現するた

めの職場づくりを合わせて進めています。女性活躍

推進のための取り組みのほか、障害者やシニア社

員の活躍推進、労働時間短縮のための労働時間

管理や業務の効率化、企業倫理を高めるためのコ

ンプライアンス教育などを実施。当社のコンプライ

アンスに関する方針等を記載した「コンプライアンス

カード」を入社時に全社員に配布するといった施策

も採用し、多様な社員が安心して働ける企業風土を

目指しています。

経営基盤部⾨
人事戦略ユニット 統括部長

櫻木 夕紀子

■ 女性活躍の推進（現場の管理監督者、管理職層の女性比率の向上）

■ 長時間労働の解消（労働時間管理・業務効率化）

■ 多様なキャリアモデルの確⽴

■ 障害者／シニア社員の活用と活躍機会の創出

■ 全役職員へのコンプライアンス教育の徹底、継続的な内部統制の強化

働きやすい職場づくりのための取り組み

チャネルを確保。2022年4月には、UTグループ全体の求人情報を

統括するサイト「JOBPAL」を開設し、求職者との接点を拡大してい

ます。

若年層
男性

シニア

外国人女性

技術職社員
ターゲットを拡大

若年層
男性
中心

仕事創発価値を軸とした人的資本投資サイクル
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品質データ解析エンジニア研修
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働く人のࢢ場価値の向্

ٕज़職社員のڭҭɾҭ成

ΩϟϦΞνΣンジΛ࣮ݱするΩϟϦΞύス

ڙҭϓϩάラϜのఏڭઃに͓͚るࢪҭڭ

3階建ての教育体系の整備

製造工程のオペレーターからエンジニアへと職種

転換する「One UT」、派遣先企業の正社員へ

転籍する「Next UT」、UTグループの運営スタッ

フ職に⽴候補できる「UTエントリー」など、様々な

キャリアパスを用意。当社からの輩出（転籍）も

事業目標として設定することで、積極的にキャリ

アチェンジを推進する体制を構築しています。

世界的な半導体需要の高まりを受け、半導体製造装置エンジニアを自社で育成するた

めの研修施設「テクノロジー能力開発センター」を設⽴。岩手県北上市、三重県四日市

市、大阪府大阪市、熊本県熊本市の全国計4カ所で稼働しており、2025年3月末まで

に5,000名の半導体製造装置エンジニアを輩出する計画です。

技術職社員への教育・育成は、社会人として求められる力を習得す

ることからスタートし、各職種の専⾨知識へとステップアップします。

OFF-JTによる教育、国家資格などの資格取得支援、キャリアデザイ

ン研修も実施。オペレーターからエンジニアへのキャリアチェンジを目

指す社員向けの施策も展開しており、キャリアパートナー（CP）とプロ

フェッショナルキャリアパートナー（PCP）がキャリア形成をサポートし

ます。

技術職社員が自ら職場を
選択可能

最適な仕事を
選択

Good Job

製造オペレーターからエン
ジニア領域へのキャリア
チェンジが可能

エンジニアへの
キャリアパス

One UT

派遣先企業の正社員へ
の転籍を支援

派遣先企業への
転籍支援

Next UT

一般職として、事業スタッ
フや管理職、経営幹部へ
⽴候補可能

事業運営・経営幹部への
キャリアパス

UTエントリー

新卒社員向け研修 キャリアチェンジのための教育

オンボーディングパッケージ

キャリア意識の醸成／キャリアアップ支援

マネージャー研修

マネージャー研修キャリアデザイン研修

半導体オペレーター

半導体製造装置エンジニア

品質データ解析エンジニア

現職種でのスキルアップ支援 e-learning／オンラインスクール／資格取得支援

現場マネージャー

エンジニア職

・基本的な社会人スキル習得
・基本的な業務スキル習得
・コミュニケーション能力向上
・就業レポート提出　など

テクノロジー能力開発センター

半導体オペレーター研修

半導体製造装置エンジニア研修

・入社時研修
・就業レポート提出
・フォロー面談
・フォローアップ研修　など

オペレーター職

新
ೖ
社
һ

த
్
社
һ

職場定着のための支援

リーダー
研修



Φ
ϖ
Ϩ
ー
λ
ー

工程
リーダー

キャリアパートナー
CP

プロフェッショナルキャリアパートナー
PCP

UTグループの教育プログラムは、独自の「3階建ての教育体系」として設計して
います。1階部分は、基礎的なコミュニケーション能力や問題解決力、セルフマネ
ジメント力など、社会人として仕事をしていく上で必要なスキルの育成。その上で、
2階・3階部分として各職場で必要な職種別の基礎スキル・専⾨スキルの習得
を支援する体制を整えています。

専⾨領域の応用

専⾨領域の基礎

顧客／職場／仕事理解

心身を整える

興味・好奇心

コミュニ
ケーション

ポータブル
スキル

デジタル
リテラシー

学び
続ける

3階建ての教育

৬
छ
ผ

ڞ
༗

Ұൠ৬ࣾһのؒのҭ・ධ価αイΫϧ

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

65ナレοジ

ϚネジϝントスΩϧ

経営人ࡐҭ

UTコミッティ前期評価フィードバック
通期目標設定

四半期面談 四半期面談 配置任用

直属の上長と他の関連部署の組織長を含め
たユニットで社員の育成計画を検討・決定

技術職社員から一般職へ職種転換した社員や中途採用者を対象とした導入研修

管理職候補者と管理職を対象とした必要スキルを身に付けるための研修

新卒社員を対象とする、3年間で管理職相当の役割を担うための研修

他部署や他の事業会社への転属に挑戦する
制度。年1回実施

UTグループの歴史 社内ルール社内システム

派遣先現場研修

360°サーベイ

フォローアップ研修

執⾏役員への
プレゼンテーション

課題発見・
解決力

主体性・
業務遂⾏力

チーム
マネジメント

スキル

ミッション
マネジメント

スキル

キャリア形成の
意識

人事制度

管理職候補者

ステージアップ研修

・組織マネジメント
・コンプライアンス
・顧客折衝　等

新任管理職

新任管理職研修

・管理職の責任  
・部下の評価・育成

管理職

360°サーベイ

・上長・同僚・部下からの
定期的なフィードバック

半導体製造装置エンジニア育成拠点
「テクノロジー能力開発センター」

Ұൠ৬ࣾһのڭҭ・ҭ
事業運営等の業務に携わる一般職社員の育成では対象者ごとに教

育体系を区分しており、幹部候補生となる新卒社員を対象とする「経

営人材育成」、管理職や管理職候補者を対象とする「マネジメントス

キル」、導入研修の「UTナレッジ」を軸に据え、各種施策を実施して

います。個人ごとの育成計画は、年に１回、直属の上長と他の関連

部署の組織長を含めた場で検討・決定がなされます。

四半期面談 四半期面談

チャレンジエントリー

仕事創発価値を軸とした人的資本投資サイクル
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社員とのΤンήージϝンτのڧԽ

Τンήージϝンτをߴめる�つのߟえํ

҆ɹ৺ ͭな͕Γ ɹ

派遣労働者を正社員として雇用する「無期雇用」
という契約形態で、生活の安定とキャリアの連続
性を担保。社会保険の加入に加え、社宅なども
整備します。

円滑なコミュニケーションを重視した職場環境を
実現。キャリアパートナーによる定期的な面談な
どUTグループとしての支援に注力しています。

一人ひとりが成長を実感できる研修やキャリア
アップの機会を豊富に用意。キャリアチェンジや
派遣先への転籍を可能にする仕組みを整備して
います。

Ұ人ͻとΓと向͖߹͏ΩϟϦΞύートナーのࢧԉ

ݣ業ք��ສ人に向͚たΩϟϦΞܗࢧԉαービスΛ։࢝

ࣾһのఆணΛߴめるΦンϘーσΟンάύοέージ

ຊࣾ・ࣄ業ॴに͓͚るݱ・࿑務ཧ

技術職社員のキャリア形成をサポートする役割として、社内で認定さ

れたキャリアパートナー（CP）とプロフェッショナルキャリアパートナー

（PCP）がいます。CPは働く人を日常的に支援し、PCPは将来的

なキャリアチェンジの機会を紹介し後押しする⽴場にあります。特に

3万人以上におよぶ当社の技術職社員だけ

でなく、製造派遣業界で働く40万人に向け

て、UTグループが独自に積み重ねてきたキャ

リア形成支援のノウハウを提供。2022年4

月に公開した求人総合サイト「JOBPAL」を

プラットフォームとして、キャリアカウンセリング

やオンライン教育のコンテンツ、求人情報な

どを発信していきます。UTグループ内の社員

だけでなく、グループの枠を超えて社会に広く

UTグループとのエンゲージメントを築いていく

狙いです。

中途採用者を対象として、入社直後から3ヶ月間にわたるオンボー

ディングパッケージを実施。対象となった技術職社員の入社３ヶ月以

内での離職率が従来比で約半減するなど、大きな成果を実現してい

ます。入社時研修（派遣社員の働き方、派遣先企業での業務、キャ

リア形成の考え方等のガイダンス）のほか、一人ひとりの不安を解消

製造現場の労務管理を派遣先である顧客企業任せにせず、当社の現場

管理者が行っています。派遣先企業の生産計画に支障が出ないよう、社

員の勤怠管理、社員の健康管理やメンタルケアも行います。また、労働災

害を未然に防止するため、OSHMS※のガイドラインに沿った安全衛生教

育も行っています。現場管理者による良質な職場環境づくりは、採用活動

にも好影響を与え、新たな顧客開拓につながっていきます。

PCPは社員の能力や意欲に応じて適した職種を提案する役割とし

て、技術職社員の中長期的なキャリアチェンジを実現する重要な役

割を果たします。

キャリア意識の醸成職場定着のための支援

現職種でのスキルアップ支援 キャリアチェンジ支援

技術職社員キャリアパートナー
プロフェッショナル

キャリアパートナー

「JOBPAL」から「はたらく人」に向けた
幅広い情報を発信！

求人情報

VR職業体験
コンテンツ

求人総合サイト

「JOBPAL」

オンライン
教育コンテンツ

キャリア形成支援
コンテンツ

アセスメント
（適性検査）

転職支援コンテンツ
「One UT」「Next UT」

するための複数回にわたるフォロー面談や、パルスサーベイを兼ねた

就業レポートのチェック、フォローアップ研修などを行います。社員の

不安を解消し、継続的な成長支援を行うことで、長期的な雇用を実

現します。

顧客企業と連携した

コンプライアンス体制の構築

【現場管理・労務管理の主な取り組み】

※事業場の安全衛生水準の向上を図ることを目的とした安全衛生管理の仕組み

派遣先企業と協力して製造現場のコンプライアンス遵守

の体制を構築する提案を行っています。労働時間管理や

メンタルヘルスケアなど、当社が長年蓄積したノウハウを

共有。現場管理者の育成、リスク発生の抑止と発生時の

再発防止策などを通して、安心して働ける職場環境の整

備を行います。

■ 現場管理者による労務管理

■ 社宅手配・管理、送迎

■ 合同安全衛生会議

■ 顧客との協働による職場改善のための定例会

オンボーディングパッケージ導⼊による月間離職率の変化
（エリア事業での効果検証）

継続意向の芽生え

⼊社時研修

初日に丁寧に
迎え⼊れる

就業レポート

社員の状況を
把握して対応する

はたらく力研修

作業ができるよう
支援する

面談、AI解析

社員の状態を
把握して対応する

フォローアップ研修

次のステージへ
いざなう

入社初日 入社後2週間 入社後1ヶ月 入社後2ヶ月 入社後3ヶ月

オンボーディングパッケージの活用

■ オンボーディングパッケージ未導入
■ オンボーディングパッケージ導入済

不安を取り除き、定着へつなげる、全国約700名のキャリアパートナーによる日々の支援

11.6%

2.8%
1.0%

仕事創発価値を軸とした人的資本投資サイクル

職場・就業に対する不安から、
最も離職意向が高まりやすい

離職意向は急激に低下
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社員からの期待、多様な取り組みを通した実感調査に基づいて

「安心」「つながり」「成長」を軸としたエンゲージメントの強化を図っています。

代表取締役会長
若山 陽一のコメント

代表取締役社長
外村 学のコメント

ΤンήージϝンτサーϕΠ

働く人の一体ײをৢ成するためのઓとして
ΦンϥΠンϑΥτモβΠΫでΪωスੈքهäにೝఆ

働く人がやりがいや将来の成長目標を描きながら働ける充実した環境

や、一人ひとりのライフスタイルに合わせた、働きやすい職場をつくって

いくために、社員を対象としたエンゲージメント調査を行っています。

調査では当社に求める期待値としての「はたらく人の期待」、働いた後

の評価となる「はたらく人の実感」に分けて、エンゲージメントの軸とな

る「安心」「つながり」「成長」ごとに細分化した評価項目を設定して満

足度を調査。当社が設けている働く人のためのさまざまな制度やサー

ビスの活用状況とリンクさせながら、総合的な満足度の調査・分析を

行い、サービス改善に活用しています。

ௐࠪ・ੳのポイントとͯ͠

エンゲージメント調査では、期待・実感のギャップをベースとして、満足

度を測るだけでなく、「安心」「つながり」「成長」の期待・実感の相関

関係や、総合的な満足度との相関関係なども詳細に分析。また「友

人にUTグループを勧めたいと思うか」といった調査も交えながら、効

果的なサービス改善方法を探っています。

「安心」「つながり」「成長」のうち、現状では特に「安心」と「つながり」

に対する評価が高く、特に「つながり」に関する実感が高いほど総合

的な満足度が高く、継続して働きたいという意欲につながっている結

果が出ています。これまで継続的に行ってきた派遣先へのチームでの

派遣や、現場管理者・責任者による働く人へのフォローアップ体制が

働きやすい環境づくりにつながっていると評価されています。

65の੍αービス

たらく人の期

҆৺ ͭな͕Γ 

たらく人の࣮ײ

҆৺ ͭな͕Γ

ຬ



2024年７月に実施した、当社社員によるオンライン上に写

真でオンラインフォトモザイクを作成する取り組みにて、制作

に関わった14,544名がこれまでの世界最多人数として、ギ

ネス世界記録™に認定されました。

この取り組みは、別々の職場で日々働いている派遣という働

き方の中で、全社員が同じ期間に一枚のオンラインフォトモ

ザイクを完成させるという同じ挑戦を行うことで、全社の一体

感を醸成し、派遣という働き方の利便性を高め、世の中から

選ばれる働き方にするための基盤をつくる目的で実施しまし

た。今回の挑戦では、それぞれの顧客企業に配属され、勤

務時間や勤務場所が異なる社員が参加し、累計14,544枚

もの写真が集まりました。その結果、全社一体となり共通の

目標に向かって、一枚のオンラインフォトモザイクを完成させ

ることができました。

8月にギネス世界記録™認定証授与式を開催。グループ各事業会社の代表取締役社長も参加しました。

オンラインフォトモザイクのデザインは、
絵本「スイミー」の世界から着想を得て
います。小さな魚が群れを形づくること
で、逆境を乗り越え、大海を生き抜く。
この物語のように一人では成し遂げら
れないことができる会社を目指し、派遣
という働き方が世の中から選ばれるよう
になるため、創業時より取り組んできま
した。ギネス世界記録™を達成したこと
を糧に、働く人と企業が成長できる社
会の実現を目指します。

当社は人材派遣業をはじめ、オフィス
サービス事業や社内福利厚生サービ
スを提供する13社が集結しています。
近年、連結子会社となったグループ企
業もあり、働く国や地域、文化が異なる
社員の皆様とともにギネス世界記録™
という共通の目標を達成できたことは、
大変意義のあることだと思っています。
全社で一体となった経験をもとに、今
後も働く人へのキャリア形成と顧客企
業への人材課題の解決に努めます。

054053 2024 UT Group Integrated Report



ଟ༷な人ʑが׆༂する新たな時代に向͚て。

私たちはҠり変Θるைྲྀを௫Έながら

モノづくり企業との࿈ܞɾڞ創を通して

「これからのはたらきํ」を創していきます。
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中期経営計画Ϩビϡー

ୈ࣍�中期経営計画ʢ�����݄期ʙ�����݄期ʣ ୈ࣍�中期経営計画ʢ�����݄期ʙ�����݄期ʣ

日本全に事をつくる これからのはたらきํのプϥοτϑΥーϜになる。

एஉੑからの
λーήοトの֦େ༺࠾

ݩͰ働͖た͍
৬ऀχーζの֫ಘへٻ

業績は全般的に好調だったものの、2019

年度以降は米中貿易摩擦などによる景気

低迷が売上に影響した。また「日本全土に

仕事をつくる」というビジョンの一方で、これ

までの若年男性を軸とした技術職社員の

属性を広げることが叶わなかった点が課題

に挙がった。

「遠隔地に引っ越さずに地元に残って働き

たい」という採用応募者のニーズに応える

体制がなく、採用母集団の歩留まり率が

低下。結果として、採用単価が向上するな

ど採用面での課題が生じてしまった。

ΑΓଟくのたらく人にԠ͑られるΩϟϦΞϓラοトϑΥーϜへ

製造派遣領域トップの採用・人材育成基盤を生かし、

オペレータからエンジニアまでモノづくり人材で拡大

ϞϊͮくΓ人ࡐのҭとڅڙ
地域とのつながりを重視したはたらき方に応える、地域内

の職場充足度を高める新たなプラットフォームを確立

ҬϓラοトϑΥーϜの֦ॆ

外国人が日本国内で習得した技能を母国で生かして働け

るよう、日本と海外の職場環境の整備と事業基盤を構築

උڥ人͕イΩイΩ働͚るࠃ֎
大手企業との提携やM&Aにより、ITやモノづくりなどに

おける高付加価値領域を開拓

スΩϧΤンジχΞྖҬの։ߴ

大企業に特有の余力人材の受入れや継続雇用制度の支援を

通じて、経験豊富な人材が様 な々場面で活躍できる環境を整備

人ྲྀࡐ動Խࢧԉのਪਐ
ソリューション事業で合流した新会社をベースに、事務派遣

やBPOなど新たな職域での事業基盤を確立

৽たな৬ҬͰのࣄ業ج൫のߏங

੶ࡏ �����໊ɺ&#*5%"���ԯԁɺ営業རӹ��ԯԁ

人ࡐ業քに͓͚るɺຊΛ代දするϦーμー企業へ

ʮイΩイΩΛͭくるʯ戦略のڧԽࡦ ʮイΩイΩΛͭくるʯ戦略のྖҬ֦େ

●強みを活かせる業界へ M&A により参入
▶地方・人手不足・採用難・変動対応

●女性・シニア活用 ●海外展開模索

֦大ن 化ڧػ ྖҬ֦大

ものͮくΓ人ࡐ業/P�̍ ѹ的ΩϟϦΞࢧԉྗ ૯߹人ࡐ業へのൽ

●同業M&A加速
●内部成長加速

●知名度向上
●採用力 No.１

●訓練機関のM&A
●IT投資

●キャリア形成力
●訓練力強化

［億円］

FY3/
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2018

FY3/
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2019
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2020
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2021E

FY3/
2021E

FY3/
2021E
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2021E

ച্ߴ

������ըܭ ࣮������ CAGRCAGR

CAGR CAGR

［億円］EBITDA

������ըܭ ࣮������

［円］&14
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※2019年５月に計画年度を2021年３月期から2020年３月期に短縮。白色の棒グラフは当初計画の最終年度の目標です。

営業རӹΛ͡めと͠た計画ඪのਐ͕ྑにਪҠ
計画Λ̍ؒॖ͠�����݄期Λ࠷ऴに
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2025年3月期目標 2025年3月期目標

2,700億円 250億円

2,000億円 200-300億円

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021E

FY3/
2021E

FY3/
2022E

FY3/
2022E

FY3/
2023E

FY3/
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FY3/
2025E

［億円］ ［億円］

1,3001,300

100100

1,8001,800
2,000

2,7002,700

2,0002,000

300300

1,0111,011

8686

1,0381,038

4949

第4次中期経営計画期間 第4次中期経営計画期間

200

250

計画（計画策定時） 計画（計画策定時）計画（修正後） 計画（修正後）
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�����݄期�࿈݁業ハイライト�����݄期·ͰのऔΓΈ

˙�ಋମ、Τレクτロχクスؔ࿈のधཁఀが̍を通してܧଓしたことにΑりݮऩ

˙�ࣗ動ंؔ࿈धཁのճ෮、ΤリΞ事業に͓͚るٻ人Ҋ݅の૿ՃにରԠし、Լظで׆༺࠾動をڧ化

˙�̐ 2で׆༺࠾動にڧく౿ΈࠐΉも、そのଞඅ༻の੍にΑり֓ねमਖ਼ܭըͲ͓りにண

˙�̍ 
७རӹʢ&14ظたりגはաڈ最ߴを大きくߋ新
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FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2024

EBITDA

EPS

EBITDAマージン

EPS 成長率 総資産 自己資産 ROA ROE

※ROA ＝親会社株主に帰属する当期純利益／総資産（期中平均）、
ROE ＝親会社株主に帰属する当期純利益／株主資本（期中平均）

［億円］ ［億円・％］

［億円・％］［円・％］

࿈݁ച্ߴ

一גたり
ظ७རӹ
ʢ&14ʣ

30&

࿈݁&#*T%"1,670億円

160.41円 25.4%

109.3億円

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2023

11.8%11.8%
12.5%12.5%

13.7%13.7%

10.9%10.9%

第4次中期経営計画期間

※2023年3月期は株式報酬費用影響を除外して算出

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2023

31,936
23,73620,906

第4次中期経営計画期間

［名］ٕज़৬ࣾһʢ国内ʣ

ച্ൢߴඅ

����ສ໊

���ਫ४
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中ܦظӦܭըレビϡー
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第４次中期経営計画の前半３ヶ年では、６つのビジョンのなかでも

「地域プラットフォームの拡充」を目指したM&Aを積極的に推進し

てきました（右記のうちタイト・ワークのみ計画期間前）。日本全国

の製造派遣事業者を対象に、地域で安定して働きたい人のニーズ

に応えるプラットフォームの拡大を進め、2022年４月には各事業

会社をUTコネクトに吸収合併することで業務基盤を統合。2024

年現在の主幹事業のひとつであるエリア事業へとつながる、新た

な機会創出とマーケットの開拓を実現しました。

この間の事業環境の変化として挙げられるのが、新型コロナウイ

ルスの感染拡大です。2020年４月から工場の稼働停止といった

影響が発生したものの、当社では「雇用と職場を守ること」に努め

て雇用を維持。そのことが2021年3月期下期からの回復基調に

合わせた積極採用や顧客工場内でのシェア拡大の後押しとなり、

2021年３月期、2022年３月期には２年続けて過去最大の売上高

を更新しました。

2023年3月期には、中期的な成長加速を高める事業基盤を整え

るべく、販管費効率の改善を推進しました。事業会社の統合、事

業会社間のアドミニストレーション業務等の標準化及び共通化、そ

のための業務システムの品質向上、人員配置の最適化などを実

施。加えて、求人情報等のデータベースのグループ内での統合や

採用オペレーションの最適化など、採用効率の改善も合わせて進

めました。

.�"にΑΓຊ֤にࣄ業ج൫Λ֦େ

ൢඅޮのվળにΑるݻڧなࣄ業ج൫ͮくΓ

ʢגʣγーέル

茨城・福島

ʢגʣλイτɾϫーク

ʢגʣαϙーτɾγステϜ

大阪・兵庫・京都・奈良

大阪・東京・愛知・兵庫・千葉・静岡

ʢגʣプログレス

ʢגʣスリーΤϜ

愛知・岐阜・三重・長野・茨城

愛知・茨城

計画（計画策定時）実績 計画（修正後）
計画（計画策定時） 計画（修正後）
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2024年３月期は過去最高の四半期採用数を更新するなど、技術

職社員の採用体制の強化に努めてきました。2022年４月にオープ

ンした求人総合サイト「JOBPAL」の運用に加えて、オウンドメディ

アによる情報発信力の強化と求人案件の多様性を確保したこと

が、求職者母集団の形成に奏功。また求職者からのニーズを受け、

これまで約１ヶ月間を要していた応募から採用までの期間を効率化

したことも、採用数の拡大へとつながっています。第４次中期経営

計画ローリングプラン期間では求職者の利便性を高めるサービス性

を高め、さらなる採用力強化を推し進めていきます。

ୈ࣍�中期経営計画ϩーϦンάϓランのࡦఆ

2024年４月１日付で株式会社オープンアップグループの連結子会社

である株式会社ビーネックスパートナーズの全株式を取得し子会社

化、並びに当社の連結子会社であるUTテクノロジー株式会社およ

びUTコンストラクション株式会社について、当社が保有する全株式

をオープンアップグループに譲渡しました。これにより2025年3月期

中期経営計画の４年目となる2024年３月期は世界景気後退の影響

を受け、製造業全般が停滞する状況でスタートしました。事業基盤の

強化に努めた成果として2023年3月期までは順調な当初計画の進

捗だったものの、半導体関連の顧客を中心に想定を下回る需要推

移が生じていること、その回復までに半年～１年程度の遅れが見込ま

れること、また昨今の事業環境の変化や製造派遣業界の動きなどを

踏まえ、当初計画のコンセプトや戦略を見直した第4次中期経営計

画ローリングプランを策定。最終年度を2026年３月期に１年間後ろ

倒し、確実な経営計画の達成を目指します。

より機電・IT領域、建設領域のエンジニア派遣・業務請負サービスを

展開していたエンジニアリング事業を連結対象から除外し、グループ

における事業ポートフォリオの最適化の視点から、当社の中核事業で

ある製造業向け人材派遣事業に経営資源を重点的に配分する決断

に至りました。

Խ1ڧのܗ৬ऀूஂٻ

ΦンυϝσΟΞڧ化 人Ҋ݅の֦ॆٻ

རศੑの向上3

༩の日いڅ

Ԡืからೖࣾ·ͰのϦーυλイϜॖ2

Ϛονングのແ人化

γンプルなબߟプロηス ೖࣾखଓの؆ུ化࠶

બߟνϟωルのଟ༷化

݄̏୯݄Ͱ����໊Λ࠾༻͠ɺ期ࡏ੶ऀ���ສ໊Ͱண

マニュファクチャリング事業の主軸となる自動車関連メーカーでは生

産活動は緩やかな回復傾向にあったものの、一部メーカーで生産調

整が発生。半導体関連メーカーでは2022年秋口から継続する在庫

調整等の影響を受け、生産活動が停滞する状況が続きました。一方

で雇用環境はコロナ禍や世界情勢の影響から緩やかながらも改善が

進み、人材需要回復の傾向も見られました。そんな中、2024年3月

には国内採用人数2,344名と単月での過去最高の採用数を大きく

更新し、国内技術職社員数は3.3万名超に着地しました。

ݣ事業のৡड ٕज़ऀݣ事業のৡ

ʢגʣビーωοΫスύーτφーζ
65ςΫϊϩジーʢגʣ

65ίンスτϥΫγョンʢגʣ

これまでಉࣾがഓͬてきた全国の事業ج൫を׆༻

ࣾグループのڧΈで͋るҬີணܕの࠾༻

人ࡐҭノϋをڞ有して ら͞なるをࢦす

のৡにΑりࣾ�ه্

�����݄ظΑりࣾグループの

ΤンジχΞリング事業ηグϝンτはഇࢭ

ʦ事業内༰ʧ
業全ൠにؔするΞτιーγングɾ労働ऀݣ

ʦ事業内༰ʧ
ݣઃྖҬのΤンジχΞݐ、ɾ*TྖҬిػ

ɾ全国にڌ��をల։
ɾٕज़৬ࣾһɿ���� ʢ໊�����݄ʣ
ɾUTύーτナーζࣜגձࣾに߸変ߋʢ�����݄�日ʣ

ɾࣜגの�����ˋをʢגʣΦープンΞοプグループৡ
ɾٕज़৬ࣾһɿ���� ʢ໊����݄̏ʣ

即日～2週間まで

70ˋ

4週間以上

16ˋ

2～3週間

14ˋ

国内中్࠾༻ऀਪҠʢ݄࣍ʣ 国内ٕज़৬ࣾһ�［名］

※当社調べ

［名］

FY3 /2021 FY3 /2021FY3 /2022 FY3 /2022FY3 /2023 FY3 /2023FY3 /2024 FY3 /2024
4月 4月 4月 4月7月 7月 7月 7月10月 10月 10月 10月1月 1月 1月 1月

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

23,736

31,636
2,344名

31,936
33,078

2024年3月

ʦߟࢀʧ

望するر৬ऀがٻ
Ԡืから
ೖࣾまでのؒظ

����݄̏期のओなऔΓΈ

݄ؒ�のৗଶԽへのऔΓΈΛਪਐ༺࠾໊��� *5ʗݐઃٕज़ऀݣΛৡ͠ݣにू中ʢ�����݄�ʣ

ୈ࣍�中ܦظӦܭըレビϡー
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ࢢݣのݱঢ়ධ価とকདྷੑ

ݣで働く人から最もબれるݣձࣾとなるために
「働く人のࢹ」のసで新しいݣのࡏりํをٻします。

第�次中期経営計画ϩーϦンάϓϥンʢ����２݄ࡦఆʣ

ଟ༷な人が働くことができ、ΩϟϦΞܗ成を௨͡て
生ੑ࢈をߴめられるڥをつくることがඞཁ

造派遣ࢢ場に経営ݯࢿをू中することで͞らに成長することはे分にՄ

ੜ࢈ྸ人ޱのݮগと人खෆのਐߦ ݣ業քの՝

業向͚人ࡐࢢݣの動向

ੜ࢈ྸ人ޱのݮগにい人ख不は進行

ਖ਼ࣾһのै事ऀはԣいだがݣは大きく૿ Ճ

全࢈業にൺてੜ࢈ఔでは人ख不がݦஶ

人ࣄධ価੍
な͍͕ܥ༩ମڅ

ऴྃϦスΫ͕ܖ
͋るのに時͕څ͍

ਖ਼ࣾһΑΓも
ྗ։ൃのػձ͕গな͍

େنࣄ業ॴͰ
ঁੑの׆༂ൺ͕͍

人の力Αりもݸ
人が重͞ࢹれる向

大ن事業ॴでは
உੑがબ͞れすい

コスτな労働力かつ
一時的な労働力というೝࣝ

๏վਖ਼ରԠ࠾༻力の͋る大खのՉ化が進行

造派遣ࢢ場は
֦大向

業Ͱのݣ人

૿Ճ͍ͯ͠る

大ن場では
その向がΑりݦஶ

大ख派遣会社の
ՉԽがਐ行

๏վਖ਼࠾༻Ͱ

中খࣄݣ業ऀۤڥ

大企業はコンプϥイΞンス重ࢹで
ݣձࣾをબผ

派遣୯価
্ঢの༨

ຫੑ的な人खෆͰ

人のର価૬ର的に向上

一人ひとりのݧܦ力は
ධՁ͞れていない

製造業は就業者数が減少、製造派遣市場は規模が縮小し、

事業者間の競争が激しく成長を持続することは困難ではないか？

一ൠ的なݣ市場の見ํ

予測

ੜ࢈ྸ人ޱのݮগとޏ༻அ %* のਪҠ

ݣ大ख̑ࣾの市場有業ै業ऀの
ฏۉ

大ن事業ॴに͓͚る
ै業һऀのฏۉ

有ޮٻ人ഒのਪҠ
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製造業の雇用判断DI

生産工程

生産年齢人口

全職業

2000 20122030 2018

2018

2019

2019

2020

2020

2021

2021

2022

2022

20232025 2017

2017

2020 2016

2016

2015 2015

2015

2010 2014

2014

2005 2013

2013

※雇用判断 DI ＝労働者数について、当該期間末を前期間末と比べて「増加」と回答した事業所の割合
から「減少」と回答した事業所の割合を差し引いた値

※日本銀行「全国企業短期経済観測調査」総務省「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本
人口の将来推計人口（出生低位・死亡低位）」

※厚生労働省「一般職業紹介状況」

※総務省「経済センサス」製造業の2021年と2016 年の比較
　大規模事業所は従業者数 300名以上の事業所

※市場規模は「2018 年版・2019 年版・2023 年版人材ビジネスの現状と展望」
（株式会社矢野経済研究所）から引用

　市場占有率は製造派遣大手５社を抽出、各社公開資料を参照のうえ当社にて算出

-0.4%
派遣以外 派遣以外派遣 派遣

労働者派遣法改正 労働者派遣法改正

-0.1%

4.8%

6.5%

10.7% 11.0% 11.1%
12.4%

14.1% 13.8%

20.3%
22.8%

15.7%

10.9%

［千人］
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P17で解説したように、日本国内では、生産年齢人口比率の急速な

低下が予測されています。人材不足が進む中で派遣ニーズが低下す

るのではという見方もありますが、一方で製造業における生産工程の

製造派遣が抱える課題の解決と、解決を通して働く人から選ばれる

派遣会社となることが、第４次中期経営計画ローリングプランの基軸

となります。人材不足や製造業を取り巻く情勢から製造派遣市場の

過去には「ものづくり大国」とも称された日本の製造業ですが、その衰

退が叫ばれて久しい状況が続いています。製造業における正社員の

従業者数が横ばいとなる一方で、派遣ニーズは上昇傾向にあります。

有効求人倍率は高い数値で推移しています。売手市場化が進む人

材業界において、採用力と人材育成力に長けた、企業と求職者から

選ばれる人材派遣会社の存在感は、より一層高まると期待できます。

将来性を疑問視する考えもありますが、当社は働く人への価値提供を

さらに強化し、製造派遣業のリーディングカンパニーとしての確固たる

地位を築き、中長期的な高い成長を目指します。

企業が人材採用に苦戦するなかで派遣人材の活用が進んでおり、さ

らに派遣事業者側では法改正対応力や高い採用力をもつ大手企業

への寡占化が進行している現状が見て取れます。
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ୈ࣍�中ܦظӦܭըローリングプϥン

ୈ࣍�中期経営計画ϩーϦンάϓランͰࢦす࢟ 業ඪ

ϩーϦンάϓランのΞトライン

ݣと͍͏たら͖ํのརศੑΛߴめͯɺࢢݣͰ࠷もબれるݣձࣾになる

めるߴ場で働く人のՁを ݩで働く人のχーζにԠえる Αりଟ༷な働く人に׆༂のػձをఏڙする

ੜ࢈ྸ人ݮޱগにΑり人ख不が進Ήと、労働市場はചख市場になる

「企業ࢹ」ではなく「働く人のࢹ」でのઓུのసがඞཁ

派遣で働く人から最も選ばれる派遣会社へ

すࢦ֦大による業ूԽでऩӹੑをվળし営業རӹ��ˋ˞を目ن

ݣをαービスとしてଊえ、རศੑのߴいαービスج൫をߏங

Ԡืしたら
す͙働͚る

৭ʑな事を
できるݧܦ

ೖୀࣾखଓが
؆୯

༩が日いڅ
のੵをݧܦ
༩にөڅ

※2024年4月以降のM&Aを除く、既存事業の営業利益率

働く人への提ڙ価値 企業への提ڙ価値πΠンΧスλϚーઓུ

派遣で働く人の視を
͞らにڧԽ

社会からඞཁと͞れる人ࡐを
ҭて提ڙする

働く人にとͬ てのݣのརศੑをٻ
し、ଟ༷な働く人のػձఏڙを通じ
て働く人のՁをߴめる。

企業にとͬてのݣのརศੑをٻ
し、企業の人ࡐ課題解決を通じて企
業のੜੑ࢈向্にد༩する。

、ɾ定ணɾҭとཧ力にຏきをか͚༺࠾Έで͋るڧ
。すࢦ٬内γΣΞの最大化をސ

λーήοτҬをݫબし、ҬಛੑにԠじたӦ業ɾ࠾
༻ମ੍をߏஙし、֤ で「Ҭ一൪ళ」をࢦす。

事業ձࣾ୯Ґでઓུを最ద化することで、ऩӹੑを
向্͞せ、ୈ̏のபとなる事業をҭてる。

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業 ΤϦΞࣄ業 戦略ࢿςーϚ

ओ力となる̎ つのப ୈ̏のபとなる事業のҭ

࿈݁ച্ߴ

ٕज़৬ࣾһ &14

&#*T%"

2026年３月期目標

2026年３月期目標 2026年３月期目標

2026年３月期目標

2,765億円

54,478名 306円

250億円

FY3/
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FY3/
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FY3/
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FY3/
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FY3/
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FY3/
2023

FY3/
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FY3/
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FY3/
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FY3/
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FY3/
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FY3/
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［億円］

［名］ ［円］

［億円］
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23,736

31,636 31,936 33,078
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1,567
1,706 1,670

2,150

1,955

195
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2,765

2,346
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109 136

160

224

250

26

24

68

157

39,391

45,908

8,570

54,478

44,641
5,250

既存事業 営業利益M&A

既存事業 M&A

償却等

事業ڥの変化ݣ業քの動きなͲを౿まえてॳܭըのコンηプτઓུを見し、
最ऴを̍ ޙΖ倒しとしたローリングプϥンで中ܦظӦඪのୡをࢦします。

第4次中期経営計画期間

第4次中期経営計画期間

第4次中期経営計画期間

第4次中期経営計画期間

ʢमਖ਼ޙʣୈ࣍�中ܦظӦܭըؒظ

ʢमਖ਼ޙʣୈ࣍�中ܦظӦܭըؒظ

ʢमਖ਼ޙʣୈ࣍�中ܦظӦܭըؒظ

ʢमਖ਼ޙʣୈ࣍�中ܦظӦܭըؒظ
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ୈ࣍�中ܦظӦܭըローリングプϥン

ϩーϦンάϓランに͓͚る.�"戦略

ߋのมํݩओؐג

働く人からબれるためのαービスվળ
既存事業を軸としたオーガニックグロースに加えて、第４次中期経営

計画ローリングプラン期間ではこれまでと同様に、規模拡大の選択肢

としてM&Aを視野に入れています。2024年４月には（株）ビーネック

スパートナーズ（現・UTパートナーズ）を、５月には（株）日立茨城テク

「製造派遣市場の現状評価と将来性」（P63）で示した通り、国内の

生産年齢人口はさらに減少し、人手不足は大きな社会課題となること

が見込まれます。労働市場は売手市場となり、人材の確保はより困

難な状況となるでしょう。そんな中、UTグループでは「働く人の視点」

を重視し、派遣で働く人から最も選ばれる派遣会社となるために戦略

を転換します。そこで重要となるのが、これまで派遣で働いてきた人

ニカルサービス（現・UTハイテス）の２社をグループインしました。これ

からも下記の見通しのもとに注力を続けますが、対象としてはあくまで

“日本の製造派遣ではたらく人”にとって意義のあるものを軸として進

めます。

たちが不便・不平等に感じていたポイントの改善です。働く人一人ひ

とりがもっと派遣という働き方に価値を感じられるように、派遣が自身

の成長や多様なライフスタイルに適した働き方となるように、私たちは

サービス基盤の構築を通して、働く人により一層寄り添える派遣会社

を目指します。

৭ʑなࣄΛ経ݧͰ͖る

自身の希望に最適な職場と出合うために、知識やスキル

を身に付けて成長するために、色々な職場を経験できる

環境は働く人に多くのメリットをもたらします。それによる退

職率の抑制やスキルの向上は、当社のメリットにもなるも

の。派遣先企業との協力関係や当社事業所の連携を通

して、職場選択がしやすい働き方を実現します。

2

˙�.�"戦略の࣠ ˙�அج४と財務ن

˙�1.*とϞχλϦンά˙�ऩӹԽ

ର企業のબ定ɾධՁ

1.*のऔりΈ

نࡒ

༩͕͍څ

派遣では入社してから最初の給与を得るまで、長くて約２ヶ

月を要してしまうケースがあり、これが応募時点で経済的

な困難を抱える求職者のデメリットとなっていました。当社

では2024年２月に働いた日の給与を即日で受け取れる日

払いサービス『即給』を導入するなど、経済的な利便性を

高める環境づくりを進めています。

4

Ԡื͠たらす͙働͚る

求職者への調査では、応募から入社の期間として７割が

「即日～２週間まで」を希望するという結果が示されまし

た。入社まで１ヶ月弱を要していた既存のプロセスを見直

し、即時面接を行える『今スグ面接』といったサービスをは

じめ、これまでと同様の審査基準を担保しながら採用期間

を大幅に短縮する仕組みづくりを進めています。

1

ೖୀࣾख続͕؆୯

UTグループの元社員であれば、退社後にいつでも再入

社して働ける『UTフリーパス』をはじめとして、当社では入

退社時の手続きを簡略化するシステムづくりを進めていま

す。派遣という働き方を選ぶ時だけでなく、他の派遣会社

からの変更を考えている求職者にとっても、この利便性の

高さが選ばれる理由のひとつとなります。

3

経ݧのੵΛڅ༩にө

派遣先を異動する場合、これまでの経験や知識に対する

評価がリセットされるケースが派遣では少なくありません。

これが待遇面に加え、働く人の成長意欲にも大きな影響

を与えてしまいます。当社では習得した経験が持続的に

評価される仕組みを通して、一人ひとりのスキルに対して

正当な評価が得られる環境を実現しています。

5

ʠຊのݣͰたらく人ʡにとͬͯ
ҙٛの͋るもの

、めߴӦɾཧ৫の౷߹にΑりޮੑをܦ
�ఔを安にऩӹੑのվળをਤる

ɾϘーダーとする一定のنݍ
ɾグループ企業ཧ೦とのੑ
ɾコンプϥイΞンスҙࣝのਫ४
ɾऩӹੑվળのγϛϡレーγョン

ɾબ定ஈ֊からグループインޙの事業
ऀをΞαインしプロジΣクτをਪ進
ɾΞυϛχスτレーγョン業の౷߹ɾඪ४化
ɾݱ場ཧのޮ化、人ࡐのదਖ਼ஔ

ᶃωοτ%&レγΦ����ഒ以Լ
ᶄのれんࣗࢿݾ本ൺ���ˋ以Լ

クロージングから�
ʙ��ϲ్݄に通
ৗのグループձࣾ
ཧにҠ行

.�"の̎ޙࠓϲのݟ௨͠

第４次中期経営計画ローリングプランでは、株主の皆様に対

する利益還元の強化を目的として株主還元方針を変更しま

した。当該計画上は、M&A等の投資や財務健全性を考慮

しても、十分なキャッシュポジションを確保できる見込みから、

これまで配当金もしくは自己株式取得により「総還元性向

30％」としていたものを「配当性向60％」とし、配当金による

還元を安定的に実施します。（計画外の投資機会が生じた

場合には、配当を見送り成長のための投資を優先する場合

があります）

第４次中期経営計画ローリングプラン期間で

のM&Aによる業績／技術職社員数への寄

与は右のように見通しています。なおグループ

インから業績に寄与するまでの期間を考慮し、

2025年3月期以降の積算としています。

M&Aによる売上寄与 M&Aによる在籍数寄与 期末技術職社員数（国内）

2025年
3月期計画 1��ԯԁ �2�0໊ 44�41໊

2026年
3月期計画 41�ԯԁ ���0໊ �44��໊

変更前 変更後

内෦ཹอ

内෦ཹอ
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ద࠷のݯࢿదԽにΑる経営࠷業ポートϑΥϦΦのࣄ

戦略ࢿςーϚ

業向͚人ࡐݣとܦӦݯࢿをू中し
リーσΟングΧンύχーとしての֬ݻたるҐのཱ֬。

事業ϙーτϑΥϦΦઓུ

�����݄期からのࣄ業ポートϑΥϦΦ

ػ業に͓͚るηάϝント͝とのࣄ

中核である製造派遣分野に対して
経営資源を重点的に配分

高い成長や安定した収益が見込める
第3の柱となる事業領域を開拓

2024年4月付で譲渡
セグメント廃止

大手企業を中心とした
製造工場への人材派
遣および請負

ϚχϡϑΝΫνϟ
Ϧンάࣄ業

ϚχϡϑΝΫνϟ
Ϧンάࣄ業

地 域で働きたい人の
ニーズに応えるプラット
フォームの実現

ΤϦΞࣄ業

ΤϦΞࣄ業
ιリϡーγョン事業 日ܥ人ࡐ事業 ϕτナϜ事業

顧客企業の社員を受
け入れる人材流動化
支援

ιϦϡーγϣン
業ࣄ

当社の派遣事業に関
するノウハウを海外で
展開

大企業グループの構造
改革を支援する人材パー
トナーへ

製 造 領 域での 派 遣・
請負に集中しベトナム
No.１へ

就労制限が緩和される
日系人材の活躍機会を
創出

ւ֎ࣄ業

建設・プラント業界、IT
業界へのエンジニア人
材派遣

ΤンジχΞϦンά
業ࣄ

ϕトナϜに͓͚る業

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業

ιϦϡーγϣンࣄ業

人員再手配

人員手配

人員手配

人員手配

人員手配

人員手配

事業買収・子会社化

ΤϦΞࣄ業

ܥ人ࣄࡐ業

ϕトナϜࣄ業

େख業

ఔ

֤Ҭの業

ఔ

人員手配・現場管理

働く人の多様なニーズに応える
「働く人から選ばれる企業」へ

戦略投資テーマ

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業

大手企業を中心とした製造工場への人材派遣および請負などのサービスを提

供。半導体・電子部品、自動車、電池関連などの日本を代表するメーカーに対し

て、ひとつの生産ラインすべてを受託する規模で受注し、チームでの派遣を実現

できる点を強みにしています。高スキル人材を大量動員できる点に加え、技術職

社員の定着率の高さも顧客企業から高く評価されています。

事業ձࣾ

製造業向け人材派遣・請負、外国人技能実習生管理代行

˙�UTΤイϜࣜגձࣾ

ΤϦΞࣄ業

第４次中期経営計画における成長戦略のひとつ「地域プラットフォーム戦略」の

推進を担う事業部門です。「地元で働きたい」という求職者のニーズに応え、全国

各地域に多様な「はたらく機会」を提供しています。各地域での採用基盤と派遣

先ネットワークを有する派遣事業者のM&Aを推進することで、地域の職場充実度

を高め、地域に密着したキャリアプラットフォームの拡大を目指しています。

事業ձࣾ

˙�UTコωクτࣜגձࣾ

総合人材派遣・請負

˙�UTύーτナーζࣜגձࣾ

ܥ人ࣄࡐ業

日本語能力などの一定の能力を満たせば

日系４世までは就労制限が課されないこ

とが日系人材のメリットです。生産年齢人

口の減少が著しい地方を中心に、働く人

への手厚いサポートとコンプライアンス体

制のもと、大規模派遣や製造請負に対応

しています。

事業ձࣾ

日系人を中心とする製造アウトソーシング業

˙�UTスリーΤϜࣜגձࣾ

ϕトナϜࣄ業

国内で推進してきた派遣事業のノウハウ

を海外で展開。2020年に連結子会社化

したベトナムの大手派遣会社による現地

企業への派遣拡大に注力するとともに、

日本で技能実習を終えたベトナム人実習

生が母国へ帰国後も活躍できる環境づく

りにも取り組んでいます。

事業ձࣾ

ベトナムにおける総合人材派遣・請負

˙�(SFFO�4QFFE�+PJOU�4UPDL�$PNQBOZ

ιϦϡーγϣンࣄ業

大企業グループに向け、顧客企業の社員

を当社グループに受け入れる人材流動

化を支援しています。構造改革に伴うグ

ループ会社の統廃合、人員構成の流動

化、定年者の再雇用など、人材戦略に対

するさまざまな支援を通じて、顧客企業と

の信頼関係強化を図ります。

事業ձࣾ

˙�'U+*T4U�UTࣜגձࣾ

総合人材派遣・請負

˙�UT౦ࣳࣜגձࣾ

事務系・IT系の人材派遣、システムの運用サービス・
ヘルプデスク等の請負

˙�UT�ΤϑαスɾクリΤࣜגձࣾ

電気機械器具・金属加工製品等の設計、製造請負
および人材派遣事業

˙�UTϋイテスࣜגձࣾ

エレベーター・エスカレーター等の製造請負、エンジニ
ア派遣

˙�UT�.&4$ࣜגձࣾ
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ηάϝントؒに͓͚る人׆ࡐ༻

業に͓͚るϓϩμΫト・ライϑαイΫϧへのରԠ

Έม動の中ͰもΛҡ持するؾܠ

働く人のスキルΞοプが
グループ全ମに͓͚る
๛でଟ࠼な人ࡐ力とつながる

景気のگɾ不گにࠨӈ͞れにくい
安定的なܦӦج൫を
ηグϝンτのಛੑにΑͬて࣮ݱ

UTグループへと入社する社員は、高いキャリア
志向を持つ人は全国での勤務が想定されるマ
ニュファクチャリング事業に、地元で安定して
働きたい人はエリア事業の仕事に就きます。マ
ニュファクチャリング事業では、製造オペレー
ターからエンジニア領域へのジョブチェンジを図る

「One UT」を中心に、スキルアップに応じて高
度な職種や他業種への異動が可能で、事業間
の人材共有や多彩な人材の育成へとつながり
ます。将来的にはソリューション事業において顧
客企業から受け入れた社員を他事業と共有す
る仕組みづくりを目指しています。

マニュファクチャリング事業は工場内の人員シェ
アを高める「トップシェア戦略」により、景気後退
時（人材需要減退時）では解約リスクを抑制し
て人員を維持し、景気拡大時（人材需要向上
時）は空いた人員枠を迅速に確保する手法を確
立。景気後退から景気拡大に転じる際にシェア
を広げるスタイルとしています。一方で顧客企業
の社員を当社社員として受け入れるソリューショ
ン事業は、企業業績が悪化しやすい景気後退
時にニーズが高まります。まだまだ顧客開拓余
地の高いエリア事業と合わせて、これらの事業
セグメントの補完関係により、景気変動に強い
経営基盤がつくられています。

ϚχϡϑΝクνϟリング事業ΤリΞ事業

社員の受け入れ

将来的に理想とする人材の共有

৬ऀٻ٬企業ސ

ιリϡーγョン事業

ಋೖظからਰୀظまで
市場に͓͚るαイクルに߹Θせた
ιリϡーγョンをఏڙする

プロダクτɾϥイϑαイクルとは

製品の製造立上げ時期にあたる導入期から、
生産拡大に伴い増加する人材需要に応えるの
がマニュファクチャリング事業です。そして製品
が衰退期に入ったり、事業からの撤退を見据え
る時期においては、ソリューション事業が正社
員転籍型請負やM&Aといったスキームを通じ
て、顧客企業の構造改革を支援します。プロダ
クト・ライフサイクルは市況の低迷などに大きく
影響を受けますが、成長期にも衰退期にも、時
期に応じた顧客ニーズに応える体制を整えてい
ることが、景気に左右されづらい、UTグループ
のビジネスの強固な基盤につながっています。

市場における製品の成長パターンを示したも
の。市場が創出される「導入期」からはじまり、

「成長期」や「成熟期」を経て、市場が鈍化する
「衰退期」まで、製品投入から寿命を終え衰退
するまでを４つの時期に分けて捉える考え方。

ϚχϡϑΝクνϟリング事業

導入期 成長期 成熟期 衰退期

ച্

རӹ

時ؒ

ιリϡーγョン事業

0

2

1

1

ੜ࢈ఔの人ࡐݣで安定したੜ࢈ϥインを࣮ݱ

製品が市場で認知され大量生産に至る時期には、当社の製造オペ
レーターが安定した生産ラインを支える存在となります。自動車関連
分野、半導体・電子部品関連分野における大手企業を中心に、人
材派遣を行っています。

2

ࢿ੍事業ఫୀ時の人ࡐのྲྀ動化を支ԉ

製品が衰退期を迎えると、売上も利益も減少し、投資抑制や事業撤
退を視野に入れる必要が発生します。そこで既存顧客への対応を続
けながら、顧客企業の人員の流動化を支援するのが、ソリューション
事業です。

ϥイϑαイクルの֤ஈ֊にରԠするࣾのηグϝンτ

̏ͭのηάϝントのิؔ
主に大手企業の大規模工場の製造工程に携わるマニュファクチャリ

ング事業、地域に根ざした採用基盤と派遣ネットワークで地元で長く

働きたいという求職者のニーズに応えるエリア事業、そして顧客企業

の人的な構造改革支援を行うソリューション事業に日系人材事業や

ベトナム事業を加え、人材の共有、景気変動への対策、製品のライ

フサイクルに合わせた業務区分など、セグメントごとが補完し合い、相

互作用が創出される事業設計を行っています。

ηグϝンτのಛੑを׆かした૬ޓにิし߹うؔੑが
人ࡐのڞ有景気変動にڧいܦӦにつながͬています。

ηάϝンτのิؔと૬࡞ޓ༻

ܦ
ࡁ
ͱ
6
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の
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時間経過

景気ظگɾ不گ

ιϦϡーγϣンࣄ業

ΤϦΞࣄ業

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業
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1 2 3 4 5

充実したキャリア形成支援や教育・育成のもとで、働く人たちのスキ

ルとモチベーションを向上。それら付加価値の高い人材の活躍によっ

て、待遇や労働環境がより優れた新たな顧客企業が開拓され、さらに

働く人たちが「イキイキと働ける」環境の実現につながる̶̶。「人材

育成」と「より良い職場づくり」を軸とした持続的なサイクルで価値を

高め続けられる仕組みこそが、UTグループ独自のバリューチェーンの

他にはない強みとなっています。

৬։ൃ׆動

動׆༺࠾

ΩϟϦΞܗࢧԉ׆༺࠾動 ・࿑務ཧݱҭ・ҭڭ ഐग़

「はたらく人」を育て、付加価値を高める仕

組みを提案することで、待遇や労働環境の

改善、新たな顧客の開拓につなげていき

ます。「人材育成」と「より良い職場づくり」

を軸とした持続的なサイクルこそが、UTグ

ループ独自のバリューチェーンなのです。

社内認定資格取得者である「キャリアパー

トナー」が、社員一人ひとりの最適なキャリ

アパスを提案。定期的なキャリア面談など

を通して、モチベーション高く成長する人材

を支えます。人事制度においても公平で透

明性の高い評価体制を実現しています。

地域ごとの特性に応じた採用手法を用

いて、求職者のニーズと顧客企業のニー

ズを全国規模でマッチングすべく採用活

動を実施します。2022年4月には、UTグ

ループ全体の求人情報を統括するサイト

「JOBPAL」を開設し、求職者との接点を

拡大しています。

グループ独自の「3階建ての教育体系」に

基づいて、基礎～専門知識まで幅広いプ

ログラムを提供しています。実際の機材を

使用し、製造現場で活躍できるエンジニア

を自社で育成する研修施設も設置してお

り、未経験者でも実践的な技術を習得でき

ます。

社員が日々働く派遣先企業や請負現場に

おいて、社員一人ひとりの健康やモチベー

ションの管理、就労環境の状況の把握と

管理を「現場管理者」が行います。社員と

顧客企業の双方に働きかけ、社員が安心・

安全に働ける環境づくりを常に心がけてい

ます。

エンジニア職へのキャリアアップを支援する

「One UT」、派遣先企業の正社員への

転籍を推進する「Next UT」など多様な転

職・転籍の機会を用意。働く人の意志や

キャリアを尊重し、人材輩出も大切な事業

と位置づけ、社内体制を構築しています。

顧客企業からのニーズを踏まえた人員確保へ

採用後も働く人たちを細やかにサポート

顧客企業・働く人への付加価値の実現に向けて

一人ひとりのキャリアプランに合わせた成長を実現

顧客企業やUTグループへの転籍も叶える独自の制度

スキルアップで仕事のやりがい・やる気も向上

高スキル人材の活躍が、新たな職場開発を後押し
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ಋମؔ࿈、ࣗ 動ंؔ࿈の大ख企業にಛ化して、෯い人ࡐαービスをఏڙ。

ٕज़৬ࣾһの定ணとスキルΞοプを支ԉすることで、٬ސ企業のՁ向্にݙߩしています。

ϚχϡϑΝΫνϟϦンά事業

2022年秋以降、主要取引先である半導体関連企業の人材ニーズ

停滞が継続しているものの、生産年齢人口減少に起因する大規模

工場での人手不足はますます深刻化しています。さらに、工場内の作

業自動化により、要求スキルが変化し、領域ごとの教育ニーズが高

第4次中期経営計画ローリングプランに基づき、今後、マニュファク

チャリング事業は、半導体関連・自動車関連など成長性の高い分野

に集中して、幅広い人材サービスを提供していきます。全社的に進め

る「より良い職場モデル」の追求を通じて、既存取引先である大手企

業の工場内シェアを拡大する「トップシェア戦略」を展開。目先のトレン

ドに左右されない強固な信頼関係を構築していきます。

半導体関連の工場では、長期で職場に定着し、スキルアップ

していく社員が求められます。製造オペレーターを製造エンジ

ニアに育成する「One UT」や社員のスキルを可視化する独

自制度を駆使して、顧客企業の価値向上に努めます。

コロナ禍の混乱は収束し、国内生産台数は回復基調。自動

車関連工場における派遣人材ニーズの拡大が見込まれま

す。採用後配属前研修などUTグループの人材育成制度を強

みに、既存顧客の工場内におけるシェア拡大を目指します。

まっています。今後は、半導体関連分野、自動車関連分野に特化し

て既存顧客のニーズに寄り添う人材サービスを提供し、工場内のシェ

ア拡大を目指していく意向です。

求職者に対しては、採用後配属前に給与を支払いながら研修を行う

「即じょぶ」などの制度ですぐに働きたいというニーズに対応。さらに

派遣する社員の定着・育成を担うことで顧客企業への提供価値も高

めていきます。求職者・顧客企業の双方から選ばれる派遣事業者を

目指します。

ঢ়ݱのڥࢢ �����݄期࣮

戦略・中期経営計画の࣮ݱに向͚たࡦࢪ

ಋମؔ࿈ ࣗ動ंؔ࿈

シェア拡大

顧客からの信頼獲得

高単価・
大人数受注

すࢦことͰड֦େΛ͏ߦͯ͠؏ʙఆணʙҭʙഐग़·ͰҰ༺࠾

ಋମधཁの૿Ճ৽ݐઃに͍ɺ
धཁେ͖く૿Ճするݣɺޙࠓ

ੜ࢈ਖ਼ৗԽにՃ͑ɺ人खෆから
ݣൺ͕ߴ·ること͕ࠐݟ·れる

૪༏Ґ性ڝ業のಛとࣄ

॥をճしていく力と定ண力でडの༺࠾

人材の採用から定着、育成、戦力化までを一貫して担えることが、マニュファク

チャリング事業の強みです。UTグループが誇る月間2,000名規模の採用体

制によって、顧客企業の人材確保の課題を解決。その後、専任スタッフが派

遣現場の労務管理を代行し、業界トップクラスの定着率を実現します。さらに、

社員の成長ステージに合わせた幅広いキャリア形成支援プログラムも用意。

国内4か所のエンジニア育成施設で独自の研修も行っています。スキルを身

に付けてステップアップした社員を派遣先である顧客企業に転籍させる制度

も整えています。採用力と定着力によって、受注の好循環を回しています。

売上高［百万円］

65,449

16,817

2,032
1,787 1,727

916

11,67211,35611,22011,526

16,252 16,446 15,935

EBITDA［百万円］

6,462
技術職社員数［名］

11,672

通ظ

0 0 0

14,000

3,500

15,000

16,000 17,500

18,000 4,000 20,000

12,000

3,000

12,500

10,000

2,500

10,000
8,000

2,000

7,500

4,000
1,000

2,5002,000 500

6,000
1,500

5,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

［百万円］ ［百万円］ ［名］

マニュファクチャリング事業に求められるのは、業界のトレンドに左右されずに収益を上げられる強固な

体制づくりです。そこで選んだのが、半導体関連分野・自動車関連分野に特化する戦略です。今後は、

競合他社より優れたサービスを提供し、既存顧客である大手企業の工場内シェアを拡大していきます。

現在、UTグループの各工場内でのシェアは、半導体関連分野で25％程度、自動車関連分野で20％

程度になります。そこにはまだまだ可能性があり、最大50％程度まで拡大できると考えます。自動車関

連分野では、コロナ禍前まで国内生産台数が回復しており、派遣人材ニーズも拡大傾向にあります。

一方、人材ニーズが停滞していた半導体関連分野においてもAI（人工知能）や自動運転などの技術革

新によって新たな需要が生まれつつあります。国内の新工場建設に伴い、UTグループが得意とする半

導体製造装置エンジニアのニーズが高まるのは間違いありません。

今後の成長を実現するためには、技術職社員数を大きく純増させていく必要があります。求職者に選

ばれるためのさまざまな制度を整え、工場内でのシェアを圧倒的に伸ばしていく所存です。

ಋମؔ࿈ɾࣗ 動ंؔ࿈にαービスをू中。

ಋମのճ෮ظに ら͞に͞ڧをൃشする。

月間2,000名採用体制 月間定着率97％ 全国4カ所のエンジニア育成施設 派遣先転籍数　450名／年
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– UTエイム株式会社 取締役兼執行役員
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※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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「ݩで働きたい」というٻ৬ऀのχーζにԠえ、֤ Ҭにଟ༷な「はたらくػձ」をఏڙ。

Ҭに͓͚る࠾༻力のڧ化、͓ Αͼ安定的なڥ༺ޏのඋにऔりんでいます。

ΤϦΞ事業

生産年齢人口の減少による人手不足は、首都圏よりも地方のほうが

深刻で、全国各地における製造業向け人材派遣市場は拡大傾向にあ

ります。地域ベースで見るとUTグループの市場シェアはまだまだ低く、

エリア事業では、人口、工場等の多い地域に派遣元オフィスを出店し、

特定地域内でのシェアを高めるドミナント戦略を推進します。具体的に

は、M&Aによって事業基盤を整えた茨城エリア（元株式会社シーケル

の拠点）、兵庫エリア（元株式会社タイト・ワークの拠点）での成功モデ

ルを他地域に展開していきます。地域に根ざした営業・採用活動を行う

拡大の余地は十分にあります。地元・地域で働きたい、多様な働き方

をしたいという求職者のニーズに応え、各地域で最も信頼される「地域

一番店」を目指して、M&Aを含むシェア拡大施策を推進しています。

オフィスを出店し、職場開拓にもますます力を入れていきます。

派遣先となる顧客企業が増えることで、求人への応募が増え、採用単

価が下がるという好循環が生まれます。UTグループの強みである求職

者のニーズに合わせた多様なはたらき方を提供することで、全国各地の

「地域一番店」を着実に増やしていきます。

ঢ়ݱのڥࢢ

戦略・中期経営計画の࣮ݱに向͚たࣄࡦࢪ業のಛとڝ૪༏Ґੑ

֤Ҭの有力ݣ事業ऀの.�"をਪ進

地域全体で雇用を創出し、育った人材が地域の企業で横断的

に活躍する̶̶。エリア事業が目指すのは、そのような地域での

共同雇用のプラットフォーム構築です。これを実現するために、エ

リア事業では、全国各地域の採用基盤と派遣先ネットワークを

有する派遣事業者のM&Aを推進しています。各社が保有する

地域に特化した事業基盤とUTグループの採用力と人材育成の

ノウハウが融合することで、より質の高い人材ソリューションを提

供することができます。

ϚχϡϑΝクνϟリング事業との

待ظにもؔิ

全国各地域に多様な職場を開拓するエリア事業の取り組みは、

マニュファクチャリング事業の人材ニーズにマッチしなかった求

職者に、新たな活躍の場を提供する効果も期待できます。UTグ

ループ全体で月間1万名を超える応募者に対して、より精度の高

い求人マッチングを行えることになります。慣れ親しんだ土地で働

きたい求職者に、地元での仕事とライフステージに合わせた「は

たらき方」を提案する新たな取り組みに高い社会的ニーズがある

と確信しています。

エリア事業は、マニュファクチャリング事業とは異なる特性を持つ事業として、2022年4月に開示セグメ

ントとして切り出されました。M&Aでグループ化した複数の会社を統合する形で誕生してから3年目を迎

え、地域特有の求職者ニーズや営業ノウハウへの理解が深まっています。技術職社員数も着実に増

えており、2024年3月期には16,606名※となりました。今後、エリア事業のみで技術職社員数2万人

を早期に実現できるよう、採用活動にも注力していきます。

今後の目標は、UTグループのキャリア形成支援を活用してスキルを習得した人材が、UTコネクトを通

じて各地域の企業で横断的に活躍できるようなプラットフォームを構築することです。さまざまな事情で

職場を離れてもシームレスに戻れるような「出入り自由」の採用制度をつくるのが理想です。これを実現

するためには、若年層男性だけでなく、女性、シニア、外国人など幅広い求職者のニーズに応える受け

入れ先が必要です。そのため、2024年4月にグループインしたUTパートナーズ株式会社とも協力し、

派遣先となる顧客企業を全国3,000社まで増やしていく計画です。

��णాࢁ
– UTコネクト株式会社 取締役 兼 執行役員
– UTパートナーズ株式会社 取締役

ΤリΞ事業のΈでٕज़৬ࣾһ�ສ人ʂ

ݣ先となる٬ސ企業の։に力する。

※2024年4月のセグメント変更前

※総務省「国勢調査」、大手派遣会社の開示資料より当社推計※総務省「経済センサス」製造業の2021年と2016年の比較

ϚχϡϑΝクνϟリング事業とΤリΞ事業のิؔ

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業

ΤϦΞࣄ業

顧客を大手企業に絞り規模の大きなチームで派遣

幅広い顧客を対象に少人数から派遣

顧
客
当
た
り
の
派
遣
人
数

顧客数

ロングテール

Ҭ͝とのݣ人のաڈ�ؒの૿ݮ 時での֤Ҭの市場γΣΞݱ

ҵݝɾฌݝݿではҬγΣΞ/P��˞

北日本 北日本未出店
地域

九州中四国 兵庫九州 中四国兵庫 関西関西 中部中部 東海
北陸

東海
北陸

南関東南関東 茨城北関東 北関東

31.0%

26.0% 25.3%

16.7%

39.1%

4.7% 5.1%

17.1%

3.1% 2.8%
1.9%

3.5%

10.4%

5.4%
4.2%

35.1%

20.1%

4.5%

26.8%

32.9%

連結子会社名
（連結時名称）

連結時期
連結直前期の

売上高
連結時の

技術職社員数

（株）タイト・ワーク 2017年4月 41億円 1,579名

（株）サポート・システム 2020年3月 35億円 1,288名

（株）シーケル 2020年10月 30億円 922名

（株）プログレス 2021年4月 45億円 1,153名

（株）ビーネックスパートナーズ 2024年4月 109億円 2,600名

エリア事業におけるM&A実績
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14,001

933
632

1,024

122

14,37513,902

13,910 14,346
13,582

14,006 14,148

売上高［百万円］

55,839
EBITDA［百万円］

2,711
技術職社員数［名］

14,375

通ظ
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［百万円］ ［百万円］ ［名］

※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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大企業のߏվֵधཁにରして、人ྲྀࡐ動化支ԉを行うのがιリϡーγョン事業です。

౦ࣳグループ、日ཱグループ、࢜通グループとの人ࡐιリϡーγョン事ྫをհします。

ιϦϡーγョン事業

幅広い領域に事業を展開する大企業グループでは、事業環境の変化

に対応する局面で、組織や人材活用の柔軟性が求められます。コロ

ナ禍を経て、大企業はますます固定費削減、人材流動化を加速してい

ます。そこで、人材を受け入れ、リスキリングし、再就職を支援する専門

2000年代以降、UTグループの主要取引先である大手電機メーカー

各社では、経営戦略の見直しと大胆な構造改革が進められてきまし

た。ソリューション事業では、こうした顧客企業の人材戦略を支援する

ため、特定の事業と従業員を当社グループで譲り受けるインハウス・ソ

リューション（正社員転籍型請負）を提供してきました。

これまでの事例として東芝グループ、日立グループ、富士通グループの

人材をUTグループの正社員として受け入れ、雇用とキャリアの連続性

を維持しながら、新たな活躍の場を提供しています。受け入れた従業員

は、成果が評価に直結するUTグループの新たな人事制度のもと、高

いモチベーションで働くことができます。UTグループの強みを活かした

人事施策によって、構造改革を実現した顧客企業との信頼関係強化

を図っています。

機関のニーズが高まっています。そこで、ソリューション事業では、UTグ

ループが培ってきた人材ビジネスのノウハウを活かして、構造改革に伴

うグループ会社の統廃合、人員構成の流動化、定年者の再雇用など、

人材戦略に関わるさまざまな支援を行っています。

ঢ়ݱのڥࢢ

૪༏Ґੑڝ業のಛとࣄ

ιϦϡーγϣンྫࣄ

2020年4月にグループインしたUT東芝株式会社は、東芝グループ様の2社を統合して現在の組織に

なっています。東芝グループ様向けの事務派遣をベースとしながら、現在は製造・開発部門からの受注

も増えています。また、2022年には、東芝グループ様から一部事業を譲り受けて構造改革支援を行う

という新たな展開も生まれています。2023年4月には、人事制度の統合も完了し、UTグループの新た

な評価システムを導入しました。第4次中期経営計画ローリングプランのゴールとなる2026年3月期に

向けて、強化していくのは営業と採用です。東芝グループ様との強いリレーションシップを維持しながら、

幅広く派遣・請負のニーズを模索していきます。一方、東芝グループ様に代表される大手電機メーカー

では、人材不足が大きな課題となっています。そこで、UT東芝では製造・開発を担うエンジニアの新卒

採用に注力し、将来的にNext UTを視野に入れた派遣モデルを強化していくべく、2024年新卒よりそ

の取り組みをスタートさせています。UTグループの採用力、人材育成力を活用することで、可能性は大

きく広がるでしょう。新たな挑戦によって、求職者からも顧客企業からも選ばれる企業を目指します。

– UT東芝株式会社 代表取締役社長

ɾ։ൃ෦の人ࡐݣ、新ଔ࠾༻代行なͲ

新たなαービスで౦ࣳグループとのؔをڧ化。

Ѷాߒ�人

私が代表を務めるUT MESC株式会社は、日立グループ様傘下でエレベーター・エスカレーターの設

計・製造業務を請け負っていた水戸エンジニアリングサービス株式会社が母体となります。2020年7

月にグループインした後は、CADオペレーターの業務で業績を伸ばしてきました。2022年から日立グ

ループ様から製造派遣の業務も受注し、担える領域の幅を広げています。

第4次中期経営計画ローリングプランのゴールとなる2026年3月期に向けて取り組んでいきたいの

は、社員一人ひとりがイキイキできる人事制度の構築です。頑張っている社員がより評価されるジョブ

型人事制度を導入し、若手のモチベーションを高めていく考えです。また、2024年5月に日立グループ

様からグループインしたUTハイテス株式会社との連携にも期待しています。UTグループの営業基盤を

活かしながら、ものづくりに強みを持つUTハイテスとも協業し、日立グループ様のエレベーター・エスカ

レーター事業で製造派遣のシェアを高めていきたいと考えています。
– UT MESC株式会社 代表取締役社長

एखのモνϕーγョンがߴまる人事੍をಋೖ。

日ཱグループのݣのγΣΞを֦大する。

大ޱ�

担当するFUJITSU UT株式会社及びUT エフサス・クリエ株式会社は、いずれも富士通グループ様

から譲り受けた会社です。両社はこれまで主に富士通グループ様に向けた人材派遣・請負業務を担っ

てきました。最近では独自の業務も展開しており、現在力を入れているのが、コンタクトセンターの運用

支援サービスの提供です。もともとUT エフサス・クリエでは、ITヘルプデスクサービスを提供してきまし

た。そのノウハウを活かして、現在は自社でコンタクトセンターを立ち上げ、専門人材も育成しています。

私がコンタクトセンター事業に期待するのは、女性やシニアの活躍です。業務次第では、在宅や時短

勤務も可能で、当社グループ全体のダイバーシティ推進にも寄与することができます。今後は100名

規模が在籍できるコンタクトセンターを2拠点つくり、在宅も含めて、数百名規模の稼働を目指します。

今後、コンタクトセンター事業が担う「IT運用・保守」のニーズが高まるのは間違いありません。この事

業領域で、富士通グループ様を中心に業務を支援し、大規模受注につなげていく展開も視野に入れ

ています。

– UTグループ株式会社 執行役員
– FUJITSU UT株式会社 代表取締役社長
– UT エフサス・クリエ株式会社 代表取締役社長 

*Tӡ༻ɾอकを支えるコンλクτηンλー業に׆࿏。

࢜通グループのを越え、ಠࣗの事業ձࣾ。

߂�ೋ

౦ࣳάϧーϓ

65౦ࣳࣜגձࣾ

౦ࣳΦϑΟスϝイτࣜגձࣾ�

T#-4αービスࣜגձࣾ

ཱάϧーϓ

ձࣾࣜג4$&.�65 ձࣾࣜג546�65*+6'

ਫށΤンジχΞリングαービスࣜגձࣾ ࢜通Ξプリコࣜגձࣾ

65ハイςスࣜגձࣾ 65�Τϑαス・ΫϦΤࣜגձࣾ

ձࣾ日ཱҵテクχΧルαービスࣜג ࢜通ΤϑαスɾクリΤࣜגձࣾ

࢜௨άϧーϓ

ʢ�����݄新ن࿈݁ʣ
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4,494

76
51

82

28

3,3153,2983,3093,265

4,491 4,519 4,366

売上高［百万円］

17,870
EBITDA［百万円］

237
技術職社員数［名］

3,315

通ظ
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［百万円］ ［百万円］ ［名］

※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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日ܥブϥジル人ࡐを日本国内ブϥジルݱで࠾༻し、ݱ場にݣする事業を本֨的に࢝動。�

日ܥ人ࡐड͚ೖれで��以্のノϋを࣋つUTスリーΤϜࣜגձࣾが事業を౷ׅしています。

ܥ人ࡐ事業ʢ�����݄期よりηάϝンτ新ઃʣ

内閣府の資料によると2040年までに、日本の生産年齢人口（15～

64歳）は、6,000万人を下回ることが予想されています。これは2020

年と比較して、1,400万人の減少となります。このギャップを埋めるた

めには外国人労働者の活躍が不可欠です。

そこで注目されるのが海外に住む日系人材の活用です。特にブラジル

には270万人を超える日系人が在住しており、日系3世まで日本での

就労制限がない「定住者」ビザの取得が可能です。つまり、日本で働

くための手続きの面で大きなアドバンテージがあります。また、日本政

府は日系4世の受け入れ緩和の方針を打ち出しており、現在は、一定

2024年4月のセグメント改編によって誕生した「日系人材事業」は、も

ともと「エリア事業」に属していました。今後は、事業独自で日系人材

の活用を強め、人口減少が加速する地方の課題解決に取り組んで

いきます。

ポイントとなるのは、UTスリーエムが持つ日系ブラジル人材受け入れ

の条件のもと18歳以上35歳以下の日系4世に対して、最長5年まで

延長できる就労可能なビザの発行を認めており、5年後に一定の条

件をクリアしていれば定住者ビザへの変更も可能です。

一方、日本国内で働く日系ブラジル人在留資格者は、約13万人。そ

のうち15歳から64歳の生産年齢人口は、約11万人とされています。

ここに、ブラジル国内の生産年齢人口（推計）約126万人を加えると

日本で就労可能な日系ブラジル人は約137万人にのぼることがわか

ります。

ノウハウとUTグループ全体の営業力、採用力の融合です。地方自治

体・大手企業への認知拡大を強化すると同時に、採用活動もますま

す強化します。2026年3月期までにブラジル現地採用ネットワークも

駆使しながら採用体制を構築し、製造派遣業界での成長率No.1を

目指します。

ঢ়ݱのڥࢢ

戦略・中期経営計画の࣮ݱに向͚たࡦࢪ

૪༏Ґ性ڝ業のಛとࣄ
当社グループは、1987年から日系ブラジル人材の派遣事業を行ってきた

株式会社スリーエムを2021年5月にグループ化しました。2022年1月に系

列４社を統合してUTスリーエム株式会社となった同社が、日系人材事業の中

核を担います。

同社には、37年以上の日系ブラジル人材育成のノウハウがあり、採用後、日

系人スタッフによる日本語サポートや生活サポートの体制が整っています。

そのため、職場での定着率も高く、顧客企業からも高く評価されています。ま

た、ブラジル現地での採用ネットワークがあることも大きな強みです。

今後、UTグループの営業基盤や既存顧客ネットワーク、さらにキャリア形成支

援プログラムとの連携を強めることで、大きなシナジー効果が期待できます。現

在、人材不足に課題を抱える地方自治体や大手企業を対象に日系ブラジル

人材活用のセミナーを積極的に開催しており、大きな反響をいただいていま

す。2022年12月には、若年層の採用に課題を抱える山口県防府市にオフィ

スを開設し、2か月で150名以上の日系人材の採用を実現しました。

UTスリーエムが培ってきた「働く仕組みのMatching」、さらに顧客企業との「働

く職場のMatching」、地方自治体と共創する「生活環境のMatching」という3

つの「M」によって、日系外国人がイキイキと活躍できるプラットフォームを構築し

ていきます。

日本国内では、1980年代から大手メーカーが日系ブラジル人を雇用し、製造部門で活用してきた歴史

があります。UTグループもかねてからこの分野には注目しており、UTスリーエムとの協業によって、つい

に地方の労働者不足の課題にリーチできる体制が整いました。とはいえ、日系人材事業はまだまだ「認

知拡大」のフェーズにあります。外国籍の人材活用に消極的な企業、地方自治体も多く、現在は日系

人材を知っていただくセミナーを積極的に開催しています。その成果のひとつとして山口県防府市にお

ける2か月で150名採用という事例があり、現在、他の自治体からの問い合わせも急増しております。

実際、セミナーで工場見学をすると多くの参加者は、日系ブラジル人スタッフのコミュニケーション力やモ

チベーションの高さに驚きます。彼らは治安や雇用の面で将来の不安が大きい地元を離れて、定住目

的で働きにきています。そのため勉強熱心で、職場への定着率も極めて高いのが特長です。

中長期的に人材不足の課題を抱える日本の製造業を活性化していきたいと考えています。

ブϥジルの日ܥコϛϡχテΟと日本の業に

イノϕーγョンをىこし、ݣ業քで/P��。

ஜҪ�信行
– UTグループ株式会社 執行役員
– UTスリーエム株式会社 代表取締役社長

ܥϒラジϧ人の人ޱ

65スϦーΤϜ͕ࢦす࢟

N=13万N=270万

出典｜外務省「海外日系人数推計」及びブラジルの年齢階級別人口割合から当社推計 出య｜法務省 在留外国人統計

126ສ人 11ສ人

ੜ࢈ྸ人ޱ
ʢࡀ��ʙࡀ��ʣ

（46%）

ੜ࢈ྸ人ޱ
ʢࡀ��ʙࡀ��ʣ

（85%）

ブϥジル国内の
日ܥブϥジル人
ੜ࢈ྸ人ޱ

日本国内の
日ܥブϥジル人
ੜ࢈ྸ人ޱ

ੜ࢈ྸ人ޱɿ137ສ人

安৺ɾ安全な
らし

ࠃ֎ܥ人

働く৬の
Matching

ੜڥ׆の
Matching

働くΈの
Matching

キϟリΞΞοプ
ใुΞοプ

ϥイϑαϙーτ
コϛϡχテΟܗ

日ܥ外国人プϥοτϑΥーϜʢ�つのϚονングʣ

�ੈのडೖれが重ཁになるब労ऀの大は�ੈɾ�ੈ

地域経済の
発展

定住による
人口増

労働力と
生産性

企業
働く環境の整備

ํ࣏ࣗମ
地域社会の整備
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UTスリーエム

�����݄期࣮

1,476

45 44

89

-5

2,231

2,032

1,564

2,337 2,282

1,293
1,438

売上高［百万円］

7,658
EBITDA［百万円］

173
技術職社員数［名］

2,231

通ظ
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※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。
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ϕτナϜ国内でのӦ業׆動Ҭをٻ、͛人Ҋ݅の֫ಘに力。

中ظ的なを見据え、ϕτナϜでの事業ల։を本֨化しています。

。を୲う事業を�����݄でৡݣઃɾ*T業քのٕज़ऀݐ

。していきますٻのγΣΞ֦大をݣҬに力し、ྖݣはޙࠓ

ϕτφϜ事業ʢ�����݄期よりηάϝンτ名をมߋʣ ΤンジχΞϦンά事業ʢ�����݄期よりഇࢭʣ

UTグループは、日本国内で推進してきた派遣事業のビジネスモデル

を海外でも展開しています。その母体となるのが「ベトナム事業」で

す。2020年10月にベトナムの大手派遣会社グリーンスピード社を

M&Aにより連結子会社化し、その後「海外事業」としてセグメントとし

て切り出しています。2024年４月に「海外事業」を「ベトナム事業」に

改称しました。

UTグループはこれまで、日本の製造業向けに約1,000人のベトナム

人を中心とする外国人技能実習生の管理代行業務を手がけてきまし

エンジニアリング事業の領域となる建設・IT業界は、いずれも技術者

の派遣ニーズが高いことから、採用市場での競争が激化する傾向に

ありました。そこで当社グループは、第4次中期経営計画ローリングプ

ランによる製造派遣市場でのシェア拡大を実現するため、2024年4

他の事業部門で働く製造オペレーターに、専門性の高いエンジニア

への成長機会、他業種・職種への挑戦機会を提供し、グループ全体

の活性化に寄与することが、エンジニアリング事業の特徴でした。独

自の教育プログラムを構築し、顧客企業と協働しながら、恒常的な人

た。一方、グリーンスピード社は創業以来積み上げてきた製造業への

派遣実績があります。双方のネットワークを活かし、日本とベトナムを

つなぐキャリアブリッジの役割を担うことを目的にベトナムに事業を拡

大したという経緯です。ベトナム南部ホーチミン市を拠点とするグリー

ンスピード社は、北部ハノイ市での営業活動も強化していきます。ハノ

イ市近郊では、日系企業の製造拠点の増設が続いており、UTグルー

プが日本で培ってきた顧客企業とのリレーションシップを強みとした営

業展開に期待が集まります。

月1日をもってUTテクノロジー株式会社及びUTコンストラクション株

式会社の株式100％を株式会社オープンアップグループへ譲渡する

ことを決定。これにより、2025年３月期は、エンジニアリング事業セグ

メントは廃止しました。

材不足が続く建設・IT業界の人材育成に注力。UTグループ独自の

転籍支援制度「Next UT」を活用し、派遣先企業へ正社員として転

籍する社員も多数います。建設技術者分野では、2024年3月期に

113名の派遣先企業への転籍を実現しました。

૪༏Ґੑڝ業のಛとࣄ 業のಛࣄ

日本とϕτナϜをつな͙キϟリΞブリοジのׂを୲う ݣ市場でのγΣΞ֦大に力するため事業をৡ

�����݄ظは���໊がݣ先企業のస੶を࣮ݱ

2012年に創業したグリーンスピード社は、アメリカ、ドイツ、イタリアなど欧米系グローバル企業および

ベトナム国内企業への人材派遣ビジネスで事業を拡大してまいりました。近年では、2020年のUTグ

ループへのグループインを足がかりにベトナム北部にも進出し、日系の大手製造業とのコネクション強

化に注力し、事業拡大を加速させています。ベトナム事業（旧称・海外事業）の技術職社員数は順調

に増加しており、2024年3月期には、15,693名に到達しました。グリーンスピード社がグループインし

た当時、日系企業との取引はほとんどありませんでしたが、現在では全体の３割程度まで増加していま

す。自動車業界、エレクトロニクス業界、食品業界、物流業界と取引先の領域も広がっています。グリー

ンスピード社では、自社で従業員を雇用し、育成しています。UTグループのノウハウは現地日系企業か

らも高く評価されています。2026年3月期に向けての目標は、技術職社員数を3万人水準まで拡大し

ていくことです。そのため、SNSなどを駆使した採用広報にも力を入れ、採用力を強化しています。ベト

ナムにおける製造派遣業No.1企業を目指し、挑戦を続けていきます。

– Green Speed Joint Stock Company
代表取締役

�����݄ظにٕज़৬ࣾһ�ສ人ਫ४とし、

ϕτナϜに͓͚るݣ業/P��企業ʂ

-F�7BO�)PBOH

新࠾ن༻ ʢऀ新ଔɾ中్ʣ 外෦࠾༻
νϟωル

派遣先企業
正社員へ転籍

/FYU�65

ΤンジχΞϦンάࣄ業

施工管理技術者など

建設業界

ネットワークエンジニア、
ソフトエンジニアなど

IT業界

グループ内࠾༻
νϟωル

ʦ0OF�UTʧ

製造オペレーターなど

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業

製造オペレーター、事務スタッフなど

ΤϦΞࣄ業
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�����݄期࣮

�����݄期࣮

2,169

2,264

22

145

218

322 308

85
123

166

15,693

1,485

15,296

1,548

13,878

1,545

13,078

1,574

2,474

2,292

2,894

2,379

3,373

2,367

※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。

※2024年4月のセグメント変更及び本社費用等の配賦基準の変更に伴い、前期（2024年３月期）業績を遡及修正しています。

売上高［百万円］

10,910

売上高［百万円］

9,302

EBITDA［百万円］

395

EBITDA［百万円］

993

技術職社員数［名］

15,693

技術職社員数［名］

1,485

通ظ

通ظ

0

0

0

0

0

0

2,500

2,500

300

14,000

1,400

3,000

3,000

300

400

400

16,000

1,600

3,500

3,500

500

500

18,000

1,800

2,000

2,000

200

200

12,000

1,200

1,500

1,500

100

10,000

1,000

1,000

1,000

100

8,000

800

4,000

400

2,000

200

500

500

6,000

600

1Q

1Q

2Q

2Q

3Q

3Q

4Q

4Q

1Q

1Q

2Q

2Q

3Q

3Q

4Q

4Q

1Q

1Q

2Q

2Q

3Q

3Q

4Q

4Q

［百万円］

［百万円］

［百万円］

［百万円］

［名］

［名］
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スϜーζなάϧーϓインΛޙԡ͠するମ੍ͮくΓ
2020年代以降、「地域プラットフォームの拡充」を軸として、M&Aによ

る事業基盤の強化を積極的に進めています。地域プラットフォーム戦

略においては、地域派遣事業者との提携・M&Aを通して地域の職場

充実度を高めるほか、キャリアプラットフォームの統合による収益性の

向上も期待できます。なおM&Aのスキームは複数あり、100％株式取

得による完全子会社化を中心として、提携先企業との協議によって進

め方は異なります。

M&Aで重視するのが、グループイン後にUTグループの一員としてス

ムーズにコミットしてもらうことです。事前調査でも、企業理念や考え方

との相性、“はたらく人を大切にする”というコンプライアンス意識を備え

ているかといった点を重要項目としてピックアップします。またプロジェク

トの初期段階から統合後の事業責任者をメンバーに加え、対象企業

への理解を深め、現場からの信頼をいち早く獲得できるように進めてい

ます。

M&Aを担当する事業開発部門には、企業の経営企画、ファイナンシャ

ル・アドバイザー、経営コンサルティングなどの分野で、M&Aの実務お

よび周辺業務に10年以上携わってきた経験者が揃っています。M&A

に特化したコンサルティング会社と同等の経験値で、デューデリジェン

スや統合前の事業計画策定、PMIなどを遂行します。

全国֤のݣ事業ऀとのఏܞɾ.�"にओ؟をஔき
業で働く人のためのプϥοτϑΥーϜづくりを進めています。

.ˍ"を࣠とした事業ΤϦΞの֦大とڧԽ

ओな.�"࣮ʢ�����݄ظ以߱ʣ

地域派遣事業者との提携・M&Aを推進して地域の職場充実度を
高め、キャリアプラットフォームへの統合で収益性を向上させる。

株式会社サポート・システム、株式会社シーケルホールディングス、
株式会社プログレスグループほか

ҬプϥοτϑΥーϜの֦ॆ

ʦ࣮ʧ

事業環境の変化によって拡大が予想される大企業の構造改革需
要に対して、人材流動化支援を推進し確実に取り込む。

UT東芝株式会社、UT MESC株式会社、UT エフサス・クリエ株式
会社ほか

人ྲྀࡐ動化支ԉのਪ進

ʦ࣮ʧ

先企業ධՁܞ時の事લのఏ౼ݕ"ˍ.

ఏܞ先企業のऩӹੑをߴめる1.*のऔりΈ

Ҭの有力なݣ事業ऀ

■ ボーダーとなる一定の売上規模
■ グループイン後の収益性改善のシミュレーション
■ UTグループの企業理念との親和性
■ 働く人に関するコンプライアンス意識　　など

グループインの後、人材管理をはじめ
とした業務システムをUTグループと統
合。一部業務を本社機能に吸収するこ
とも含めて、業務の効率化と収益性の
改善を行います。

統合によってエリア内の派遣先（顧客
企業）の地域密集度が高まることで、管
理者による現場管理や人員配置の効
率を高めることが可能となり、収益性を
高められます。

人ࡐཧの
Ξυϛχスτレーγョン業の

౷߹ɾඪ४化

ݣ先企業の࠶ஔと
場ཧのޮ化ݱ

人ࡐの׆࠶༻
ʢ࠾༻ؔ࿈අ༻の੍ʣ

グループインの後、統合先の派遣社員
は当社で正規雇用する技術職社員とし
て就業します。採用関連費用の抑制に
加え、再教育を通してキャリアアップを
目指すことも可能です。

.�"

˙�౦ࣳグループձࣾ�ࣾ
人材派遣等を行う東芝グループ会社３社を連結子会社化。

˙�ਫށΤンジχΞリングαービスࣜגձ ʢࣾݱɾUT�.&4$ࣜגձࣾʗҵݝʣ
昇降機の製造請負・設計技術者の派遣を行う日立グループ会社。全株式を取得し、連結子会社化。

ʣژɾUTύーτナーζʗ౦ݱձࣾビーωοクスύーτナーζʢࣜג�˙
全国に25の拠点を展開する製造派遣事業者。全株式を取得し、連結子会社化。

ʣݝɾUTϋイテスʗҵݱձࣾ日ཱҵテクχΧルαービスʢࣜג�˙
電気機械器具・金属加工製品等の設計、製造請負および人材派遣事業。株式51％を取得し、連結子会社化。

˙�(SFFO�4QFFE�+PJOU�4UPDL�$PNQBOZʢϕτナϜʣ
ベトナムの人材派遣事業2社の持株会社。株式51％を取得し、資本提携。外国人技能実習生のキャリアの架け橋に。

ʣݝɾUTコωクτʗҵݱձࣾγーέルϗールσΟングスʢࣜג�˙
茨城県を地盤とする総合人材派遣・請負。全株式を取得し、連結子会社化。

˙�࢜通ΤϑαスɾクリΤࣜגձ ʢࣾݱɾUT�ΤϑαスɾクリΤʗਆಸݝʣ
事務系・IT系の人材派遣、システムの運用サービス・ヘルプデスク等の請負。株式51％を取得し、連結子会社化。

ʣژձࣾΞーキɾジϟύンʢ౦ࣜג�˙
建設業界に特化したエンジニア派遣事業者。同社の全株式を保有する特別目的会社の株式20％を取得し、業務提携を前提に資本提携。

2020

2021

2024

4月

7月

10月

11月

4月

5月

10月

4月

5月

ʣݝɾUTコωクτʗѪݱձࣾプログレスグループʢࣜג�˙
愛知県を地盤とする総合人材派遣・請負。日本人および日系外国人が在籍。全株式を取得し、連結子会社化。

ʣݝɾUTスリーΤϜʗѪݱձࣾスリーΤϜʢࣜג�˙
愛知県を地盤とする総合人材派遣・請負。日系ブラジル人が多数在籍。全株式を取得し、連結子会社化。

.ˍ"Λ࣠と͠たࣄ業ΤϦΞの֦େとڧԽ

άϧーϓインޙの1.*にΑるऩӹੑの向上・վળ

.ˍ"の࣮ࢪ

M&Aによる全国規模での職場開拓、当社の理念に共感してくれる新

たな仲間づくりは、第４次中期経営計画の重点テーマのうち、特に以

下の2つについて推進を後押しする力となっています。2026年3月期

これまで地域に密着して人材派遣を手掛けてきた事業者が、UTグ

ループの一員となることで得られるメリットや収益構造の変化は決して

小さくありません。業務システムを統合することで叶う業務の効率化・

収益構造の改善はもちろん、派遣先企業の選択肢が広がることや大

を最終年度とする第４次中期経営計画ローリングプランの完遂に向

けて、M&Aは重要な戦略のひとつとなっています。

口の派遣先ができることで、これまでより効率的で、かつ働く人の希

望に即した派遣が実現されます。UTグループの業績拡大だけでなく、

働く人も派遣先の顧客企業も多くのメリットが得られる姿こそが、私た

ちが目指すM＆Aの在り方です。

※2023年６月に売却済
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のόϥンスとݩɾௐୡɾؐࢿஙするためのߏ൫をجӦܦなݻڧ

ୈ̐࣍中ܦظӦܭըのୡ、͞ らには中ظ的な

をえるキϟογϡΞロέーγョンをཱ྆するために。

。えていきますଓ的なを࣋ઓུでࡒたるݻ֬
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安定的なキϟογϡの֬อとࡒ݈全ੑのҡ࣋ɾ向্にऔりΈ、

ক来ののためのࢿをいかに࣮ݱするか。࣋ଓ的なをࡒ໘から支えます。

ࡦຊࢿઓུɾࡒ

財務の安全性を保つため、これまで「グロスDEレシオ1.0倍以

下」という基準を設けていましたが、第４次中期経営計画ロー

リングプランの策定に合わせ、「のれん自己資本比率50％以

下」、「ネットDEレシオ0.5倍以下」へと改定しました。第４次

中期経営計画ではオーガニックな成長とM&Aによる成長を

前提として財務目標を立てており、当初計画策定時には「グロ

スDEレシオ1.0倍以下」という規定も難易度が高いのではと

議論になりました。それでも安全性と計画の実現を両立しよう

というのが当初目標です。ローリングプラン策定に際したシミュ

レーションでは、DEレシオやのれんが基準値に迫る状況はあ

りませんでしたが、今後、製造派遣市場では事業者の淘汰や

集約がさらに進むことが予想されます。それらの市場動向と将

来的な機会を見据え、安全基準を維持しながら許容範囲を見

直した形です。

なおバーンレート※の２ヶ月分を保持するキャッシュポジションの

考え方は変わりません。2024年3月期末の現預金残高が約

300億円で、２ヶ月分のバーンレートを約120億円と想定して

いますので、十分な余地を維持しています。これは市場の変

化や自然災害などの事態が生じた場合にも人件費の支払い

を滞らせないという方針に拠るもので、BCPプランでも「人件

費の支払」を最優先事項に設定しています。また売上債権に

ついては、企業規模等をもとに与信基準を設定しており、個別

に与信管理を行うことによって、短期間の回収サイトでリスク

を最小限に抑えています。

財務戦略で重視する点は事業戦略との整合性です。財務戦

略と事業戦略は常にセットで検討されるべきであり、その観点

が欠落すると、いざという判断の際に不整合が起きます。なお

ローリングプランの策定段階においては、PLやBSのマネジメ

ントで重要課題は生じていない認識であり、キャッシュアロケー

ションの方針についても、これまでの第４次中期経営計画から

大きな変更はありません。

これまで進めてきた基幹システムの刷新を含めた業務プロセ

スの標準化や、関連するDX投資は一段落付いた状況です。

重要課題である販管費の効率化については、早くて2025年

３月期後半からその成果が表れると予測しています。成長投

資としてM&Aも推進する姿勢ですが、あくまでPLのかさ上げな

どではなく、「働く人にとってメリットがあるのか」という企業理念

に通じる視点が決断の基準となります。地域を支える地場の

製造派遣事業者を対象に、UTグループと働く人への考え方

や価値観を共有できるかを慎重に測っていきます。なおこれま

でのM&Aは資金調達もコーポレートファイナンスをベースとし

て行ってきましたが、ローリングプランの計画を超えるような過

去にない大規模案件にも対応できる体制は整えています。こ

ういった成長投資の先に、派遣で働く人へのサービス開発と

いった新たな投資テーマの開拓を見据えており、そのための市

場調査を現在進めております。

またローリングプラン策定と合わせて、株主還元方針を変更し

ました（詳細はP92）。製造派遣業界において還元性向30％

が大凡のアベレージのなか、60％の配当を実現することで、

存在感を示せるのではと期待しています。またこの変更はEPS

の持続的な成長を達成するという、当社の使命感を新たにす

るものです。これまで重視してきたROEとともに、EPSでは第４

次中期経営計画開始前の2.7倍の増益を計画し、長期的な

期待に応えられる事業基盤を固めていきたいと考えています。

有限責任監査法人トーマツで金融商品取引法及び会社法監査等に従事。
カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社執行役員本部経理部部長等
を経て、2018年に入社。

ਔོ�ాࢁ
r�ࣥ行һܦ�Ӧج൫෦୲

҆શج४とྗΛཱ྆する
ΩϟογϡΞϩέーγϣンΛ

�����݄期の経営の֓گ

ηάϝント͝との経営

2024年3月期、当社を取り巻く環境としては、鉱工業生産が伸び悩

み、製造業における新規求人数が減少。自動車関連メーカーは緩や

かな回復基調にありながらも一部で生産調整が発生し、また半導体

製造装置／半導体メーカーでは2022年秋口からの在庫調整等の

影響で、生産活動の停滞が続きました。このような状況下で、第４次

中期経営計画で掲げる中期経営目標のもと、「大手製造業向け人

材ワンストップ戦略」、「地域プラットフォーム戦略」、「ソリューション

戦略」を成長戦略として推し進めましたが、当期前半に製造業全般

で生産活動が停滞したこと、半導体関連の顧客を中心に人材需要

が想定を下回ったこと、及び本格的な回復に半年～１年程の遅れを

見込んだことから、第４次中期経営計画を見直し、2026年３月期を

最終年度とするローリングプランを策定しました。

売上高は前述の製造業における人材需要の停滞により減少しまし

た。費用については、事業成長のための月間2,000名採用体制構

築等にかかる投資費用の増加、需要回復や新規顧客開拓に伴う受

注増加に対応するための採用関連費の増加があったものの、要員

計画の見直し等による人件費の抑制に加え、前第３四半期連結会

計期間に計上した株式報酬費用の剥落により減少しました。セグメン

トごとの経営成績は以下グラフの通りです。

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業
「産業・業務用機械関連分野」「エレクトロニクス関連分野」では、半導体の
在庫調整等の影響が継続した、人材需要が軟調に推移しました。一方で「輸
送機器関連分野」では一部の自動車関連メーカーで生産調整が発生したも
のの、全体的に人材需要は堅調に推移し、当第３四半期連結会計期間より
強化した採用活動を継続しました。なお第１四半期連結会計期間にて、顧客
企業に最適なサービスを提供するため、一部の派遣元をエリア事業に属する
事業会社へと移管し、これに伴い約1,900名の技術職社員が転出しました。

ιϦϡーγϣンࣄ業
新たなソリューション案件の獲得に向けた提案活動を進めるとともに、新規顧
客企業の開拓や幅広い年代の技術職社員の活躍が期待できる請負案件の
開拓に取り組みました。一方で、一部の請負案件が低調に推移したことや終
了したことなどにより売上高は減少しました。

ւ֎ࣄ業
世界景気減速の影響からベトナムの主要輸出産業の生産活動が停滞して
人材需要は低減しましたが、サービス職種の案件獲得に取り組んだことで技
術職社員数が増加しました。また営業活動地域を、拠点を有する南部地域か
ら北部地域まで広げ、日系企業からの案件獲得に注力しました。

ΤンジχΞϦンάࣄ業
建設技術者分野、IT技術者分野における旺盛な需要動向を踏まえ、積極的
に新卒採用に取り組み、採用関連費用が増加。また営業や採用等の事業
体制増強に伴い人件費が増加しました。なお建設技術者分野では、顧客企
業とのリレーション強化と技術職社員のキャリア形成支援を目的に、113名
の顧客企業への転籍が実現しました。

ΤϦΞࣄ業
製造業全般で生産活動が停滞する中、求職者の多様なニーズに応えるため
のインサイドセールスを強化し、各地域での顧客開拓と営業基盤の強化に注
力しました。また既存顧客における求人案件の多様化にも注力し、これをもと
にした採用活動を進めました。加えて前述の通り、顧客企業の一部の派遣元
をマニュファクチャリング事業から移管し、約1,900名の技術職社員が転入し
たことで技術職社員数が増加して増収に寄与しました。費用については、営
業体制強化による人員増加や案件の開拓に伴って採用活動を強化したこと
などで増加しました。

※（株）オープンアップグループへの事業譲渡により、2025年3月期より当セグメントは廃止

※経営において1ヶ月に消費するコスト
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※決算短信に記載のマニュファクチャリング事業とエリア事業の前期数値と、当資料に記載のマニュファクチャリング事業とエリア事業の前期数値に差異有り。
2023年４月より、マニュファクチャリング事業の一部取引先をエリア事業に移管。６月末在籍で約1,900名の技術職社員がエリア事業に転出しており、
本資料にて、過去２年間の該当セグメントの数値を遡及修正して参考値として表示。決算短信の前期数値は遡及修正していない数値での表示。

ച্ߴ ച্ߏߴൺ

FY3 /2023 FY3/2023FY3 /2024 FY3/2024

［百万円］

海外事業

ΤンジχΞリング事業

ιリϡーγョン事業

ΤリΞ事業

ϚχϡϑΝクνϟリング事業

170,631 167,030

9,040
9,303

9,663
10,910

63,273
63,490

18,634
17,871

70,020
65,454

+12.9%
+2.9%

+0.3%

4.1%

6.5%

5.7% 6.5%

10.9% 10.7%

5.3% 5.6%

41.0% 39.2%

37.1% 38.0%
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ࡦ本ࢿઓུɾࡒ

企業価値向上に向͚たऔΓΈ に͋たΓߋのมํݩओؐג
第４次中期経営計画ローリングプランでは、これまでの同計画期間に

おいて損益計算書（PL）と貸借対照表（BS）のマネジメントに大きな

課題がなかったことを前提として、健全なバランスを保ちながら、製造

派遣市場でのシェア拡大のためのキャッシュアロケーションを両立す

る財務戦略を継続します。その中では、企業価値向上に向けた取り

2024年3月期においては、ROE25.4％と第4次中期経営計画ローリングプ

ランの目標値を超過。またネットDEレシオは△0.6倍（有利子負債＜現預金の

ためマイナス推移）で、最適資本構成として財務基準に据える0.5倍以下の

水準で推移しています。なおEPS成長の鈍化や第4次中期経営計画の遅れ

によるバリュエーションの低下が見られるものの、PBRは４倍以上で推移して

いる状況です。

2024年３月期より株主の皆様に対する利益還元の強化を目的として、株主還

元方針を「配当性向60％」の配当金支払いに変更しました。株主資本やキャッ

シュ・フローの将来的な見通しを土台に、株主の皆様への還元を加味し、財務の

健全性とM&Aをはじめとした成長投資のバランスを維持できるというシミュレーショ

ンに基づく判断であり、投資計画を推進しながら資本コストを踏まえた内部留保の

適正化を目指します。自己株式の取得については、市場動向や株価の推移を勘

案しながら、必要性に応じて行う想定としています。

組みとして、自己資本利益率（ROE）と株価収益率（PER）の底上げ

を源泉とした、株価純資産倍率（PBR）の向上に努めます。「収益性」

「資本効率」「資本コスト」「成長期待」の４つを企業価値向上のドラ

イバーとして、緻密なシミュレーションに基づく戦略を策定しています。

ঢ়ੳݱධ価にରするࢢຊऩӹੑɺࢿ 財務戦略上のॏཁࢦඪ

第４次中期経営計画ローリングプランでは、経営判断のための重要

指標として、事業成長を測るEBITDAや経営の効率性を測るROEに

加えて、安定したEPSの成長を目標に据えています。EPS成長の鈍

化へのご指摘など、これまでの株主の皆様との対話で得られた声を経

営に反映させ、ステークホルダーの皆様の期待へと応えていきます。

ඪɾࢦすਫ४

˔�のれんࣗࢿݾ本ൺ���ˋ以Լ
˔�ωοτ%&レγΦ����ഒ以Լ

ຊརӹʢ30&ʣࢿݾࣗ 価ऩӹʢ1&3ʣג

ऩӹੑ ຊޮࢿຊコストࢿ 期

֦大にΑるن
ൢඅのޮ化
M&Aによる成長で事業規模の
拡大を加速させ、事業オペレー
ションの効率化を図ることで販
管費率を改善

ਫ਼化ߴӦཧのܦ

正確な需要予測と募集費コント
ロールにより予実管理精度を向
上させることで事業リスクを低減

の向্نࡒ

財務安全性としてDEレシオ、の
れん自己資本比率を指標として
設定し、負債やのれんと自己資
本のバランスを管理

ݣ市場࠶ฤのਪ進

市場規模が拡大する中で、圧倒
的な市場シェアを獲得し、派遣
で働く人の価値を高め、製造派
遣のスタンダードをつくる

ऩӹ事業のརӹվળ

契約単価の見直し等による単価
と売上総利益率を改善、同時に
事業オペレーションを改善させる
ことで利益率を向上

αステナビリテΟの
औりΈ
人的資本経営の推進やサステ
ナビリティ指標の開示による透
明性の向上等によりガバナンス
リスクを低減

最దなキϟϐλル
Ξロέーγョン
資本コストを踏まえた投資を実行
し、財務安全性の確保を前提に
積極的な株主還元を実施

市場変化をଊえた
事業ઓུの࣮行
現場に近い組織への権限委譲
を進め、顧客と求職者ニーズに
スピーディに対応できる体制の
構築を進める

ഒʢ1#3ʣ࢈ࢿ価७ג

૯ؐੑݩ向 ��ˋ
（配当金または自己株式取得）

����
までظ݄�

ੑ向 ��ˋ
（配当金による利益還元）

����
以߱ظ݄�

本རӹʢ30&ʣࢿݾࣗ ［%］

本རӹʢ30&ʣࢿݾࣗ ७རӹʢ&14ʣظたりג̍

ʢ':������ɾ':������はજࣜגࡏௐޙʣ

［円］

ωοτ%&レγΦ ［倍］ ഒʢ1#3ʣ࢈ࢿՁ७ג ［倍］
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4.0

2.0

0.0

目標値23％

25.4

5.3

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2020

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2021

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2022

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2023

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2024

FY3/
2026E

FY3/
2026E

FY3/
2025E

FY3/
2025E

0.6

目安とする水準0.5倍以下

32.5%

25.3%

16.2%
18.0%

25.4%
23% 23%

111 106
77

94

160

275
306

ストックオプションの行使で自己資本は増加するが、
すべて行使した場合も利益成長によりROEは悪化しない

第４次中期経営計画期間 第４次中期経営計画期間

［百万円］

※１　2020年3月期は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を考慮し、株主還元を見送り	 	 	 	 	 	
※２　2021年3月期は、当期純利益の30％の普通配当に加え、2020年3月期に見送った還元分（2020年3月期の当期純利益の30％相当分）を特別配当として、全額配当金による還元を実施
※３　2023年3月期は、株式報酬費用影響を除いた場合の親会社株主に帰属する当期純利益の30％に相当する額の自己株式取得を実施

FY3/2020 FY3/2021 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024 FY3/2025E FY3/2026E

当期純利益 4,509 4,299 3,140 3,831 6,361 13,000 14,500

配当総額 － 2,663 968 － 3,817 7,800 8,700

自己株式取得額 － － － 2,816 － 未定 未定

総還元性向 0.0%※1 62.0%※2 30.8% 73.5%※3 60.0% 60.0% 60.0%

のਪҠݩओؐג
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ࣾでは働く人一人ひとりのҙࢤをଚ重し、働く人のࢹで

ࣾձとのڞଘڞӫをࢦすためのࢦඪをઃ定しています。

ඇࡒϋΠϥΠτ

Ұ人ͻとΓのՄੑΛ͛る Խڧ続的なܧ൫のج業ࣄ

※1	 UTエイム、UTコミュニティ、サポート・システム、UTパベック、UTHP、UTコンストラクション
※2	 UTエイム、	UTコネクト、UTコンストラクション
※3	 UTエイム、UTパベック、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※4	 UTエイム、	UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※5	 UTエイム、	UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション、FUJITSU	UT、UT東芝、UTハートフル
※6	 日本国内のグループ会社
※7	 UTエイム、UTコミュニティ、サポート・システム、シーケル、UTパベック、UTHP、UTコンストラクション
※8	 UTエイム、UTコミュニティ、UTパベック、UTHP、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※9	 マニュファクチャリング事業、エンジニアリング事業
※10	 UTエイム、UTコミュニティ、UTHP、UTテクノロジー、UTコンストラクション
※11	 UT	エクサス・クリエを除く日本国内のグループ会社
※12	 UTグループ、UTハートフル
※13	 UTグループ
※14	 UTグループ、UTエイム、	UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション	

※15	 UTグループ、UTエイム、UTコミュニティ、UTパベック、UTHP、UTテクノロジー、UTコンストラクション、
UTハートフル

※16	 UTグループ、UTエイム
※17	 環境省・経済産業省『グリーン・バリューチェーンプラットフォーム』に基づいて排出量を算出しています。
	 Scope1：社用車利用による温室効果ガス排出量
	 Scope2：オフィスにおける電力使用による温室効果ガス排出量
	 Scope3：上記除く間接排出量
※18	 UTグループ、UTエイム、UTコネクト、UTテクノロジー、UTコンストラクション、FUJITSU	UT、UT東芝
※19	 2020年3月期を100とした指数

動׆༺࠾ 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

Ԡืऀʢٕज़৬ʣ 人 180,648※1 141,524※2 139,720※2

໘ʢٕज़৬ʣ 人 60,628※1 59,943※2 63,247※2

新ଔ࠾༻ʢٕज़৬ʣ 人 584※3 549※4 425※5

新ଔ࠾༻ʢ一ൠ৬ʣ˞� 人 22 12 4

中్࠾༻ʢٕज़৬ʣ 人 14,406※7 10,767※2 12,662※2

中్࠾༻ʢ一ൠ৬ʣ˞� 人 197 79 140

キϟリΞܗ支ԉ׆動 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

Ԇ人ߨҭडڭ 人 44,351※8 57,242※5 79,465※5

キϟリΞύス
0OF�UTར༻ऀ˞� 人 570 478 81

/FYU�UTར༻ऀ˞� 人 541 606 760

UTΤンτリーར༻ऀ˞� 人 295 272 243

ٕज़৬から一ൠ৬の৬छస˞� 人 60 52 74

人ࡐ։ൃࢦඪ
ऩの中ԝ˞� 円 3,346 3,559 3,360

ऩの中ԝの্ঢʢ':������ൺʣ˞� ％ +5.7 +10.7 +12.1

ٕज़৬ࣾһの݄ؒ定ண ％ 96.8※10 96.5※4 96.1※4

�˞੶人ʢ国内ࣾһʣࡏ 人 33,478 33,745 35,019

�˞੶人ʢٕज़৬ʣࡏ 人 31,636 31,936 33,078

�˞੶人ʢ一ൠ৬ʣࡏ 人 1,842 1,809 1,941

৬場։ൃ׆動
औ引先企業ʢ国内ʣ 社 1,658※11 1,953※6 2,260※6

৬場ʢ国内ʣ ヶ所 2,197※11 2,697※6 3,028※6

ଟ༷ੑࢦඪ
γχΞ࠾༻˞� 人 181 265 432

ো࠾ऀ༻˞�� 人 152 86 59

�˞ʢٕज़৬ʣ༺࠾ੑঁ 人 5,078 4,567 4,417

�˞ʢ一ൠ৬ʣ༺࠾ੑঁ 人 72 22 54

ঁੑのऔకൺ˞�� ％ 14.3 16.7 16.7

ঁੑのཧ৬ൺ˞�� ％ 11.2 12.7 14.0

ࣾһのঁੑൺ˞� ％ 28.7 34.6 32.1

దਖ਼な労働׳行 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

ҭٳࣇ業औಘʢ૯ʣ˞� 人 256 228 296

உੑࣾһのҭٳࣇ業औಘ˞� 人 27 34 64

ঁੑࣾһのҭٳࣇ業औಘ˞� 人 229 194 232

உੑࣾһのҭٳࣇ業औಘ˞� ％ – 13.8 39.5

ҭٳࣇ業෮৬˞� ％ 83.2 57.0	 58.9

հٳޢ業औಘ˞� 人 12 8 4

ແޏظ༻ൺ ％ 95.5※15 91.9※4 84.9※４

有ޏظ༻ൺ ％ 4.5※15 8.1※4 15.1※４

σーληキϡリテΟ
情ใηキϡリテΟڭҭडऀߨ˞�� 人 27,343 30,645 29,978

ै業һの安全Ӵੜ
ฏۉ業時ؒ 時間 16.4※15 14.5※4 12.3※4

労働ൃࡂੜ˞�ʢ労働ࡂにΑるࢮইऀ�の࣮労働時ؒ �̫������ʣ 件 – – 1.57

ެਖ਼Ͱಁ໌ੑの͍ߴ৫౷੍

事業ྙཧ 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

コンプϥイΞンスݚमडऀߨ 人 27,343※11 30,645※11 29,978

重大な๏ྩҧ݅ �˞ 件 ０ 0 0

コーϙレーτɾΨόナンス
ௌऀؚΉʣࢹओ૯ձ出੮ऀ˞��ʢϥイブג 人 32 18 35

��˞ओ૯ձ࣭ג 問 ４ 8 6

ٞ決ݖ行˞�� ％ 88.7 90.5 83.5

ಠཱࣾ外һൺ˞�� ％ 63.6 50.0 66.7

औకձฏۉ出੮˞�� ％ 99.5 100.0	 100.0

औకձ։࠵˞�� 回 20 16 16

ࠪҕһձ։࠵˞�� 回 – 10 12

��˞࠵ҕһձ։໊ࢦ 回 １ – –

ࢦ ɾ໊ใुҕһձ։࠵˞�� 回 ３ 5 4

*Tࢿҕһձ։࠵˞�� 回 13 12 7

コンプϥイΞンスɾリスクཧձٞ։࠵˞�� 回 12 12 12

Ψόナンスݕ౼ձ։࠵˞�� 回 ４ 2 2

��˞࠵Ӧձٞ։ܦ 回 35 35 35

行動ൣن
内෦通ใ૭ޱでのड݅ 件 111※11 180※6 129※6

人ؔݖ࿈૬ஊ݅ 件 18※11 32※6 19※6

へのదなྀڥ

Ϛωジϝンτڥ 単位 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

ԹࣨޮՌΨスഉ出ྔ˞��、˞ �� t-CO₂ 1,900.5	 2,493.1	 2,819.4

ɹԹࣨޮՌΨスഉ出 ʢྔ4DPQF̍ ʣ t-CO₂ 1,871.2 2,463.8	 2,788.6

ɹԹࣨޮՌΨスഉ出 ʢྔ4DPQF̎ ʣ t-CO₂ 29.2	 29.2	 29.2

ɹԹࣨޮՌΨスഉ出 ʢྔ4DPQF̏ ʣ t-CO₂ – – –

ച্ߴにରするࢴの༻˞��、˞ �� – 57.0	 42.0	 36.7
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FY3/2015 FY3/2016 FY3/2017 FY3/2018 FY3/2019 FY3/2020 FY3/2021 FY3/2022 FY3/2023 FY3/2024

ച্ߴ 36,478	 44,050	 57,588	 81,751	 101,103	 101,191	 115,131	 156,769 170,631 167,030

ച্૯རӹ 6,760	 8,747	 11,462	 16,010	 20,738	 20,006	 21,602	 27,770 33,101 30,440
&#*T%" 2,288	 2,574	 3,652	 5,713	 8,686	 8,604	 7,997	 7,502 15,714 10,936

Ӧ業རӹ 2,232	 2,462	 3,413	 5,197	 8,083	 8,040	 7,163	 6,257 8,914 9,344

੫ۚௐલظ७རӹ 2,149	 2,353	 3,154	 5,385	 7,718	 6,705	 7,000	 5,235 8,734 9,676

ձࣾגओにؼଐするظ७རӹ 1,168	 1,497	 2,033	 3,534	 4,968	 4,509	 4,299	 3,140 3,831 6,361

ઃඋֹࢿ 24	 376	 236	 371	 543	 286	 346	 1,895 2,406 1,261

Ձঈ٫අݮ 51	 68	 155	 118	 195	 251	 378	 574 814 999

૯࢈ࢿ 16,427	 17,139	 23,144	 29,710	 33,720	 36,308	 52,666	 64,107 71,630 68,456

本ࢿओג 3,520	 4,096	 5,605	 8,947	 12,890	 14,900	 19,116	 19,592 22,454 27,007

有རࢠෛ࠴ 6,856	 7,049	 7,822	 7,696	 5,543	 8,789	 11,723	 19,907 16,421 12,290

Ӧ業׆動にΑるキϟογϡɾϑロー 3,131	 517	 3,107	 4,942	 6,864	 3,509	 6,654	 2,279 13,004 3,987

׆ࢿ動にΑるキϟογϡɾϑロー △	679 △	334 △	1,052 △	975 △	669 △	805 △	2,413 △	6,300 △	2,139 △210

動にΑるキϟογϡɾϑロー׆ࡒ 515 △	789 △	147 △	519 △	3,184 721 2,613	 4,554 △	4,748 △6,434

ϑリーɾキϟογϡɾϑロー 2,451	 183	 2,054	 3,967	 6,195	 2,703	 4,240	 △	4,020 10,864 3,776

たり情ใג�
७རӹʢ&14ʣʢ୯Ґɿԁʣظたりג� 30.29	 40.40	 57.19	 91.19	 123.07	 111.71	 106.53	 77.81 94.92 160.41

&14 26.4% 33.4% 41.6% 59.4% 35.0% △	9.2% △	4.6% △	27.0% 22.0% 69.0%

ʢ#14ʣʢ୯Ґɿԁʣ࢈ࢿたり७ג� 91.20	 111.16	 158.75	 220.45	 319.26	 369.01	 472.90	 489.28 563.70 689.32

たりג� ʢۚ୯Ґɿԁʣ – – –	 – 61.93	 –	 66.00	 24.00 – 96.15

ඪࢦࡒ
ച্૯རӹ 18.5% 19.9% 19.9% 19.6% 20.5% 19.8% 18.8% 17.7% 19.4% 18.2%

&#*T%"Ϛージン 6.3% 5.8% 6.3% 7.0% 8.6% 8.5% 6.9% 4.8% 9.2% 6.5%

ച্ߴӦ業རӹ 6.1% 5.6% 5.9% 6.4% 8.0% 7.9% 6.2% 4.0% 5.2% 5.6%


&本རӹʢ30ࢿݾࣗ 35.3% 39.3% 41.9% 48.6% 45.5% 32.5% 25.3% 16.2% 18.0% 25.4%

૯࢈ࢿརӹʢ30"ʣ˞� 7.1% 8.7% 8.8% 11.9% 14.7% 12.4% 8.2% 4.9% 5.3% 9.3%

Լࢿ本རӹʢ30*$ʣ˞� 12.2% 14.7% 16.9% 20.5% 28.4% 23.0% 14.4% 10.0% 11.0% 16.5%

本ൺࢿݾࣗ 21.4% 23.9% 24.2% 30.1% 38.2% 41.0% 36.2% 30.8% 31.8% 40.0%

ෛࢿ࠴本ഒʢ%�&レγΦʣʢ୯Ґɿഒʣ˞� 1.95	 1.72	 1.40	 0.86	 0.43	 0.59	 0.61	 1.01 0.73 0.45

Ձ情ใג
Ձʢ୯Ґɿԁʣגظ 470	 525	 1,447	 3,500	 2,536	 1,110	 3,635	 3,105 2,456 3,650

Ձऩӹʢ1&3ʣגظ 15.5	 13.0	 25.3	 38.4	 20.6	 9.9	 34.1	 39.9 25.9 22.8

1&(レγΦ˞� 0.59 0.39 0.61 0.65 0.59 △	1.07 △	7.35 △	1.48 1.18 0.33

ݩओؐג
૯ֹݩओؐג 999	 749	 609	 1,060	 2,499	 – 2,663	 968 2,816 3,817

ɹ૯ֹ – – – – 2,499	 – 2,663	 968 – 3,817

ɹࣗࣜגݾऔಘ 999	 749	 609	 1,060	 – – –	 – 2,816 －

૯ؐੑݩ向 85.6% 50.1% 30.0% 30.0% 50.3% 0.0% 62.0% 30.8% 73.5% 60.0%

ඇࡒ情ใ
ै業һʢ໊ʣ 9,489	 11,370	 16,104	 19,581	 21,746	 22,180	 38,527	 48,163 47,497 53,467

ɹٕज़৬ࣾһ	国内
 9,299	 10,926	 15,488	 18,569	 20,583	 20,906	 23,736	 31,636 31,936 33,078

ɹٕज़৬ࣾһ	海外
 – – – – – – 13,276	 13,750 13,594 15,693

ɹ一ൠ৬ࣾһ 190	 444	 616	 1,012	 1,163	 1,274	 1,515	 2,777 1,967 4,696

事創ൃՁ˞ʢ̑୯Ґɿඦສԁʣ 32,944	 39,188	 51,061	 73,867	 92,050	 93,120	 95,517	 130,616 152,543 147,258

※１　ROA＝親会社株主に帰属する当期純利益／総資産
※2　ROIC=(営業利益×(1－税効果会計適用後の法人税等の負担率))／(株主資本＋有利子負債)
※3　D/Eレシオ＝有利子負債／株主資本
※4　PEGレシオ＝期末株価収益率／EPS成長率
※5　仕事創発価値：多くの人に働く機会を提供し、成長を支援するUTグループの独自指標＝営業利益＋人件費
※6　株式報酬費用：2020年５月決議の新株予約権の行使に係る業績条件を満たしたことから株式報酬費用として55億円を計上。
　　　これは会計処理上の費用計上であり、キャッシュアウトを伴わないため、株式報酬費用を除いた場合の財務データを参考値として併記。

単位：百万円
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࿈݁ିआରরද
単位：百万円

ෛ࠴の෦ FY3/2023
（2023年3月31日）

FY3/2024
（2024年3月31日）

ྲྀ動ෛ࠴
支払手形及び買掛金 246 192

短期借入金 403 1,062

1年内返済予定の長期借入金 3,589 3,305

未払金 1,783 2,326

未払費用 8,879 10,083

リース債務 10 10

未払法人税等 4,112 523

未払消費税等 4,215 2,377

賞与引当金 2,558 2,016

役員賞与引当金 77 1

預り金 1,897 2,948

その他 128 119

ྲྀ動ෛܭ߹࠴ 27,903 24,967

࠴定ෛݻ
長期借入金 12,400 7,900

リース債務 17 12

退職給付に係る負債 772 700

繰延税金負債 554 419

その他 53 13

ܭ߹࠴定ෛݻ 13,798 9,046

ෛܭ߹࠴ 41,702 34,013

७࢈ࢿの෦

本ࢿओג
資本金 686 1,190

資本剰余金 338 843

利益剰余金 21,430 24,973

自己株式 △0 △0

ܭ߹本ࢿओג 22,454 27,007

そのଞのแׅརӹྦྷֹܭ
その他有価証券評価差額金 △0 0

為替換算調整勘定 297 358

そのଞのแׅརӹྦྷܭ߹ֹܭ 297 358

新ג༧ݖ 6,161 5,862

ඇ支גओ࣋ 1,014 1,215

७ܭ߹࢈ࢿ 29,928 34,443

ෛ࠴७ܭ߹࢈ࢿ 71,630 68,456

単位：百万円

の෦࢈ࢿ FY3/2023
（2023年3月31日）

FY3/2024
（2024年3月31日）

ྲྀ動࢈ࢿ
現金及び預金 31,969 29,318

受取手形 138 137

売掛金 21,712 22,381

商品及び製品 13 －

仕掛品 7 8

原材料及び貯蔵品 84 77

その他 1,992 2,501

貸倒引当金 △133 △211

ྲྀ動ܭ߹࢈ࢿ 55,784 54,213

࢈ࢿ定ݻ
有ݻܗ定࢈ࢿ
建物及び構築物 1,318 1,027

減価償却累計額 △591 △483

建物及び構築物（純額） 727 543

その他 895 517

減価償却累計額 △313 △239

その他（純額） 582 277

有形固定資産合計 1,309 821

ແݻܗ定࢈ࢿ
のれん 5,414 5,560

リース資産 2 0

ソフトウエア 1,935 3,719

その他 3,452 1,983

無形固定資産合計 10,804 11,264

ࢿそのଞの࢈ࢿ
投資有価証券 1,033 7

長期貸付金 11 6

長期前払費用 169 106

繰延税金資産 2,001 1,633

その他 516 410

貸倒引当金 △1 △6

投資その他の資産合計 3,731 2,157

ܭ߹࢈ࢿ定ݻ 15,846 14,242

ܭ߹࢈ࢿ 71,630 68,456
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FY3/2023 FY3/2024

ച্ߴ 170,631	 167,030

ച্ݪՁ 137,530	 136,589

ച্૯རӹ 33,101	 30,440

ൢചඅٴͼ一ൠཧඅ
役員報酬 162	 155

給与及び賞与 6,177	 6,413

株式報酬費用 5,562	 －

賞与引当金繰入額 1,658	 1,309

役員賞与引当金繰入額 77	 2

福利厚生費 1,432	 1,507

採用関連費 3,549	 5,058

減価償却費 800	 985

支払手数料 1,623	 2,232

のれん償却額 423	 592

その他 2,719	 2,837

ൢചඅٴͼ一ൠཧඅ߹ܭ 24,186	 21,095

Ӧ業རӹ 8,914	 9,344

Ӧ業外ऩӹ
受取利息 8	 19

為替差益 65	 －

雇用調整助成金 106	 153

保険配当金 22	 12

保険解約返戻金 ー 29

匿名組合投資利益 ー 60

その他 72	 48

Ӧ業外ऩӹ߹ܭ 274	 324

Ӧ業外අ༻
支払利息 110	 127

為替差損 ー 37

支払手数料 3	 36

デリバティブ評価損 38	 49

持分法による投資損失 141	 －

その他 60	 20

Ӧ業外අ༻߹ܭ 355	 271

ৗརӹܦ 8,834	 9,397

ಛผརӹ
固定資産売却益 0	 0

関係会社株式売却益 86	 528

新株予約権戻入益 0	 4

ಛผརӹ߹ܭ 87	 533

ಛผଛࣦ
固定資産除却損 39	 8

固定資産売却損 3	 157

退職給付制度終了損 19 13

和解金 ー 75

組織再編関連費用 86	 －

新型コロナウイルス感染症による損失 4	 －

出資金評価損 35	 －

ಛผଛࣦ߹ܭ 188	 254

੫ۚௐલظ७རӹ 8,734	 9,676

FY3/2023 FY3/2024

๏人੫、ॅ ຽ੫ٴͼ事業੫ 4,920 2,785

๏人੫ௐֹ △386 260

๏人੫߹ܭ 4,534 3,045

ظ७རӹ 4,200 6,630

ඇ支גओにؼଐするظ७རӹ 368 269

ձࣾגओにؼଐするظ७རӹ 3,831 6,361

FY3/2023 FY3/2024

ظ७རӹ 4,200 6,630

そのଞのแׅརӹ
その他有価証券評価差額金 △0 0

為替換算調整勘定 165 69

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 0

そのଞのแׅརӹ߹ܭ 165 69

แׅརӹ 4,365 6,700

ʢ内༁ʣ
ձࣾגओにるแׅརӹ 3,972 6,422

ඇ支גओにるแׅརӹ 392 278

࿈݁ଛӹ計ࢉॻ

࿈݁แׅརӹ計ࢉॻ

単位：百万円

単位：百万円
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本ࢿओג
本ۚࢿ 本༨ۚࢿ རӹ༨ۚ ࣜגݾࣗ ܭ߹本ࢿओג

ظटߴ 686 338 18,567 △0 19,592

ظ変動ֹ
新株の発行（新株予約権の行使）
剰余金の配当 △968 △968

親会社株主に帰属する当期純利益 3,831 3,831

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の消却 ー

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
ظ変動ֹ߹ܭ － － 2,862 △0 2,862

ظߴ 686 338 21,430 △0 22,454

そのଞのแׅརӹྦྷֹܭ

新ג༧ݖ ඇ支�
࣋ओג

७࢈ࢿ�
ܭ߹

そのଞ
有Ձূ݊
ධՁֹࠩۚ

ҝସࢉ
ௐצ定

そのଞの
แׅརӹ
ܭ߹ֹܭྦྷ

ظटߴ △0 156 156 600 882 21,232

ظ変動ֹ
新株の発行（新株予約権の行使） 　　－
剰余金の配当 △968

親会社株主に帰属する当期純利益 3,831

自己株式の取得 △0

自己株式の消却 －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 141 141 5,561 131 5,834

ظ変動ֹ߹ܭ △0 141 141 5,561 131 8,696

ظߴ △0 297 297 6,161 1,014 29,928

本ࢿओג
本ۚࢿ 本༨ۚࢿ རӹ༨ۚ ࣜגݾࣗ ܭ߹本ࢿओג

ظटߴ 686 338 21,430 △0 22,454

ظ変動ֹ
新株の発行（新株予約権の行使） 504 504 1,008

剰余金の配当 －

親会社株主に帰属する当期純利益 6,361 6,361

自己株式の取得 △2,817 △2,817

自己株式の消却 △2,817 2,817 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額）
ظ変動ֹ߹ܭ 504 504 3,543 0 4,552

ظߴ 1,190 843 24,973 △0 27,007

そのଞのแׅརӹྦྷֹܭ

新ג༧ݖ ඇ支�
࣋ओג

७࢈ࢿ�
ܭ߹

そのଞ
有Ձূ݊
ධՁֹࠩۚ

ҝସࢉ
ௐצ定

そのଞの
แׅརӹ
ܭ߹ֹܭྦྷ

ظटߴ △0 297 297 6,161 1,014 29,928

ظ変動ֹ
新株の発行（新株予約権の行使） 1,008

剰余金の配当 －

親会社株主に帰属する当期純利益 6,361

自己株式の取得 △2,817

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 60 60 △299 201 △37

ظ変動ֹ߹ܭ 0 60 60 △299 201 4,514

ظߴ 0 358 358 5,862 1,215 34,443

࿈݁גओࢿຊม動計ࢉॻ

લ࿈݁ձܭʢࣗ������݄�日ࢸ�������݄��日ʣ

࿈݁ձܭʢࣗ������݄�日ࢸ�������݄��日ʣ

࿈݁Ωϟογϡ・ϑϩー計ࢉॻ

単位：百万円

単位：百万円

単位：百万円

Ӧ業׆動にΑるキϟογϡɾϑロー FY3/2023 FY3/2024

税金等調整前当期純利益 8,734	 9,676

株式報酬費用 5,562	 －

減価償却費 814	 999

のれん償却額 423	 592

支払手数料 3	 36

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25	 85

賞与引当金の増減額（△は減少） 253	 △542

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 27	 △75

受取利息及び受取配当金 △9 △19

支払利息 110	 127

持分法による投資損益（△は益） 141	 －

関係会社株式売却損益（△は益） △86 △528

固定資産除却損 39	 7

売上債権の増減額（△は増加） △197 △585

前払費用の増減額（△は増加） 12	 76

棚卸資産の増減額（△は増加） △17 19

長期前払費用の増減額（△は増加） △212 63

仕入債務の増減額（△は減少） △44 △55

未払消費税等の増減額（△は減少） 536	 △2,243

未払金の増減額（△は減少） △604 795

未払費用の増減額（△は減少） △296 1,165

預り金の増減額（△は減少） △985 1,049

その他 △181 △208

小計 14,048	 10,435

利息及び配当金の受取額 9	 19

利息の支払額 △110 △114

法人税等の支払額 △943 △6,353

Ӧ業׆動にΑるキϟογϡɾϑロー 13,004	 3,987

׆ࢿ動にΑるキϟογϡɾϑロー
有形固定資産の売却による収入 289

有形固定資産の取得による支出 △63 △34

無形固定資産の取得による支出 △2,446 △1,487

子会社株式の条件付き取得対価の支払額 － △687

関係会社株式の売却による収入 313	 1,555

出資金の払込による支出 △35 －

匿名組合出資金の払戻による収入 － 53

保険積立金の払戻による収入 ー 85

短期貸付金の純増減額（△は増加） 78	 5

差入保証金の純増減額（△は増加） 0	 10

その他 12	 △2

׆ࢿ動にΑるキϟογϡɾϑロー △2,139 △210

動にΑるキϟογϡɾϑロー׆ࡒ
短期借入金の純増減額（△は減少） 92	 629

長期借入金の返済による支出 △3,648 △4,784

自己株式の取得による支出 △0 △2,817

配当金の支払額 △975 △0

非支配株主への配当金の支払額 △202 △125

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 713

その他 △14 △49

動にΑるキϟογϡɾϑロー׆ࡒ △4,748 △6,434

ֹࠩࢉるಉにۚݱͼٴۚݱ 26	 6

ݮಉの૿ۚݱͼٴۚݱ ʢֹ˚はݮগʣ 6,142	 △2,651

ߴटظಉのۚݱͼٴۚݱ 25,827	 31,969

ߴظಉのۚݱͼٴۚݱ 31,969	 29,318
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ݣとして働く人と日本のものづくりを支える企業、

。をಉじくするࣾһたち、そしてଟ༷なステークϗルダーのํʑとともにࢤ

私たちはݫਖ਼なコーϙレーτɾΨόナンスを࣠として

これからのࣾձにΑり一ݙߩできる৫をࢦしていきます。
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働く人のޏ༻と企業のੜ׆࢈動を支えるଘࡏとして、コーϙレーτɾΨόナンスを
ࣾ、Ӧの最重ཁ課題としてଊえܦ ձ的をՌたすくߟえଓ͚ていきます。

ίーϙϨーτɾΨόφンスのߟえํ

取締役会査等ҕ員会

選任・解任 選任・解任

選定・ಜ
連携

報ࠂ

査

指示・ಜ

連携

連携連携

連携

連携

指示・ಜ

選任・解任

査

査
ಜ

人材派遣という「人」を中心とする当社の事業は、働く人一人ひとり

の雇用の安定、企業の生産活動に対する労働力の供給という、公

共的なインフラとしての性格を強くもっています。そのような事業領域

において大前提となるのは、ݸ人の人ݖを尊重し、高いྙ理観をもっ

て法ྩや社会規ൣを९守すること。さらには幅広いステークホルダー

の皆様と社会からの信頼を得るため、透明性の高い情報開示と適切

なコミュニケーションを行い、説明責任を果たしていくことが重要であ

ると考えています。

そのためにも当社ではコーポレート・ガバナンスを経営の最重要事項

と位置づけて、継続的な強化に努めております。そのひとつとして、

2022年６月25日開催の第15回定時株主総会におけるঝ認を得

て、査等ҕ員会設置会社に移行しました。高度な専門的知見を有

した社外取締役3名で構成されている査等ҕ員会は、経営視

機能の客観性及び中立性を確保する体制となっております。これまで

も「独立社外取締役によるಜ体制の強化」「経営のಜと業務執

行の分離」「査等ҕ員と内部査部門が連携した査体制」とい

う３点に軸をおいた体制強化に取り組んできましたが、査等ҕ員会

設置会社への移行により、さらなる体制強化を叶えています。

今後とも、持続的な企業価値の向上を実現するために、常にリスクを

コントロールし事業を適切な状ଶで運営する「守りのガバナンス」と、

環境変化に迅速に対応し新たな事業機会へと変えられる、柔軟な発

想と果なリスクテイクを支える「߈めのガバナンス」の両者を重視し

ながら、体制強化に努めていきます。

コーポレート・ガバナンスମ੍ਤ

株主総会

会計査人

IT投資ҕ員会指名・報酬ҕ員会

ガバナンスݕ౼会

コンプライアンス・
リスク管理会議

代表取締役

経営会議

各業務部門

各事業会社

取締役
（査等ҕ員である者を除く）


ಜ
ɾ
ҙ
ࢥ
ܾ
ఆ
ػ
ؔ

ۀ

ࣥ
ߦ
ػ
ؔ

答ਃࢾ問

問答ਃࢾ

答ਃࢾ問

査等ҕ員である取締役

内部査ࣨ

名ࢯ

属性 求める経験・専門性

独立性 ジェンダー 企業経営 人材事業 グローバル
ビジネス M＆A 事業開発 人事・

人材開発
ファイナンス

・会計
法務・リスク
マネジメント

若山 ཅ一 ● ● ● ●

外ଜ 学 ● ● ●

Ҫ֞ ଠ介 ● ● ●

島 一 ● ● ● ● ● ● ●

子و ྛ ● ● ● ● ●

औకձのスΩϧϚトϦοΫス

※2022年度より査等ҕ員会設置会社へ移行

20
15

20
17

20
16

20
19

20
18

20
20

20
23

20
22

80

（%）（名）

8

707

606

505

404

303

202

101

20
21

■ 社内取締役
■ 社外取締役

■ 社内査役
■ 社外査役

ʵ 社外役員比率 指名・
報酬ҕ員会

コンプライアンス・ 
リスク管理会議 IT投資ҕ員会

議長
ҕ員長 社外取締役 執行役員 執行役員

構成 代表取締役 2名 
社外取締役 3名

代表取締役 1名 
社外取締役 1名 
社外หޢ士 1名 
執行役員 3名

代表取締役 1名 
社外有識者 1名 
執行役員 4名

目的

当社の取締役、執
行 役員の指 名・報
酬に関する手続きの
透明性及び客観性
の確保、最高経営
責任者等後継者計
画、ಜに関する取
締役会の説明責任
の強化

UTグループ全社に
おけるコンプライアン
ス違反の抑制、リス
ク管理及びଛࣦの
最小化

UTグループ全社の
ITシステムによるソ
リューションのݕ౼、
投資判断のଥ当性
及び投資後の効果
等ূݕ

ࣾ֎һൺのਪҠ औకձのࢾؔػ

20
24

名ࢯ 役位 在任期間 指名・報酬ҕ員会 コンプライアンス・
リスク管理会議 IT投資ҕ員会 ガバナンスݕ౼会

若山 ཅ一 代表取締役会長 17年※ ●

外ଜ 学 代表取締役社長 ５年※ ● ● ●

Ҫ֞ ଠ介

査等ҕ員である取締役

６年 ● ●

島 一 ２年 ● ● ●

子و ྛ 新任 ● ●

औకձのߏ

※取締役在任期間
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औకબํ

取締役ީ補者の指名については、グループの持続的な成長と中長

期的な企業価値の向上にݙߩし得る人物を取締役とすることを基本

方針とし、取締役会全体の能力・知識のバランスに配慮した上で、

取締役会のࢾ問機関である指名・報酬ҕ員会において選定し、取

締役会にて決定します。

査等ҕ員ީ補者の指名については、当社の健全な経営と社会的

信用の維持向上に資する人物で、中立的・客観的に査を行うこと

ができることを基準に指名・報酬ҕ員会にて選任し、査等ҕ員会

の同意を得た上で取締役会にて決定します。また、社外取締役につ

いては、東京ূ݊取引所の独立性に関する判断基準を参考に、経

歴や当社との関係を踏まえ、十分な独立性が確保できる人物を選任

しております。

取締役及び査等ҕ員の解任については、法 ・ྩ定に違反する

重大な事実が判明した者、選定基準から著しくҳした事実が認めら

れた者、職務をጱଵすることにより著しく企業価値をᆝଛした者、その

他職務の適切な遂行が困難と認められる事由が生じた者について、

解任に向けた手続きを開࢝します。取締役及び査等ҕ員の解任

手続については、指名・報酬ҕ員会による公正かつݫ格な審議を経

た上で、取締役会における決議を経て、株主総会で決定されます。

ಜ・ҙܾࢥఆؔػΛߏする৫のׂ औకʢࣾʣのબཧ༝

ࠪҕһͰ͋るऔకʢࣾ֎ʣとの࿈ܞঢ়گ

、限の大をࣥ行һにҕৡするとともにݖӦのಜとࣥ行のをਪ進し、औకձのࣥ行ܦ
重ཁなܦӦテーϚ͝とにࢾؔػをઃஔしているがUTグループの大きなಛです。

औకձ ࠪҕһձ

経営に関する最高意ࢥ決定機関として、経営の基本方針や重要事項

について決議するとともに、業務執行者に対するಜを適切に行うこ

とを重視しています。取締役の人数は実質的な議が可能な人数に

留め、半数以上を社外取締役、かつ３分の１以上の取締役を独立役

員で構成することにより、客観性の高いಜが行える体制を構築して

います。

査等ҕ員3名は社外取締役で構成され、経営視機能の客観性及

び中立性を確保する体制となっています。企業規模、業種、経営上の

リスクその他会社固有の査等の環境に配慮し実効性のある査を

行います。また、内部査部門その他内部統制システムにおけるモニタ

リング機能を所管する部ॺ等とۓ密な連携が保持される体制を整備し

ています。

UTグループでは、計算ॻྨなどについて会社法査、金融品取引

法査を実施する会計査人として、ڼ査法人と査ܖ約を締結

しています。

ガバナンスݕ౼ձ ձ計ࠪ人

査等ҕ員である社外取締役3名で構成し、コーポレート・ガバナンス

を主要なテーマとして、情報ަ換・認識共有するための場として設置さ

れています。共有された意見は必要に応じて取締役会で報ࠂし、コーポ

レート・ガバナンスを強化するための౼議テーマとして活用します。

ใुҕһձ・໊ࢦ *5ࢿҕһձ

取締役会の任意のࢾ問機関として取締役ީ補者、査等ҕ員ީ補

者、執行役員及び重要子会社の執行役員ީ補者の指名、報酬に関

する手続きの透明性及び客観性を確保するとともに、最高経営責任者

等選解任プロセス及び最高経営責任者等後継者計画・ಜについ

て取締役会の説明責任を強化することを目的に設置されています。当

社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上にݙߩし得る

人物を指名し、取締役会へ付議することとしています。

UTグループ全社の情報システム基盤に関する中長期的な開発・投資

計画についてݕ౼する取締役会のࢾ問機関としての役割と、短期的

なシステム投資等に関する業務執行上の意ࢥ決定機関としての役割

を持っています。代表取締役、ITに関する社外有識者をҕ員として、経

営上の課題に対するITシステムによるソリューションのݕ౼や投資判

断のଥ当性や投資後の効果ূݕ等について議を行います。

コーϙレーτɾΨόナンスのߟえํ

ࠪҕһͰ͋るऔకʢࣾ֎ʣのબཧ༝と׆動ঢ়گ

選任理由 前年度の活動状況

Ҫ֞�ଠհ
ࠪҕһで͋るऔకʢࣾ外ʣ

クロスボーダー案件、M&A、事業再生、ૌু案
件等の法務全般に関する豊富な実務経験を活
かし、当社内においてコンプライアンス及びコー
ポレート・ガバナンスの観点から積極的にॿ
を行っております。その経験が当社のݴ提・ݴ
成長及びリスク管理に今後も活かされると期待
されます。

■ 出੮状況
［取締役会100％（16／16回）査等ҕ員会100％（12／12回）］
企業法務のスペシャリストとしての幅広い経験と専門知識を活かし、コンプラ
イアンス及びコーポレート・ガバナンスの観点からॿݴ・提ݴを行っておりま
す。また、査等ҕ員会やガバナンスݕ౼会への出੮、指名・報酬ҕ員会の
ҕ員として、客観的・中立的な立場でಜ機能を担いました。

ౡ�一
ࠪҕһで͋るऔకʢࣾ外ʣ

これまで人事、総務、マーケティング、販売会社
統括、社内外広報、એ、ブランドマネジメント、
IR、財務、法務、コンプライアンスと幅広い分野
の知識と経験を活かし、当社内においてさまざま
なॿݴ・提ݴを行っております。その知識と経
験が当社の成長及びビジョン実現に活かされる
と期待されます。

■ 出੮状況
［取締役会100％（16／16回）査等ҕ員会100％（12／12回）］
複数の上場会社における社外取締役、査役等としての豊富な経験と見識
に基づき、取締役会の意ࢥ決定のଥ当性・適正性を確保するためのॿݴ・
提ݴを行っております。また、査等ҕ員会、コンプライアンス・リスク管理会
議及びガバナンスݕ౼会への出੮や指名・報酬ҕ員会のҕ員として、客観
的・中立的な立場でಜ機能を担いました。

ࢠو�ྛ
ࠪҕһで͋るऔకʢࣾ外ʣ

人事領域における豊富な知識と経験をもとに複
数社の要職を歴任してきました。その知識と経
験が当社事業の根幹である人事制度へのॿ
。に活かされると期待されますݴ提・ݴ

（新任）

एࢁ�ཅ一
代දऔకձ

当社創業以降、長年にわたり経営者として十分な実績と高い見識を有しており、当社グループの継続的成長のために強いリー
ダーシップを発شしながら、当社グループ事業の発展をݗ引してきました。これまでの経験が2030年３月期を見据えた長期経営
ビジョンの実現に向けた次期中期経営戦略や経営方針の策定等に活かされると期待されます。

外ଜ�ֶ
代දऔకࣾ

全事業部門を担当する取締役として、豊富な営業経験と経営全般に関する知見を活かし、当社の事業会社経営に寄与しており
ます。その経験が事業のਞ಄指ش、サービス基盤及び事業基盤の構築による派遣サービスの質向上、第４次中期経営計画の
実現、組織力の強化に活かされるものと期待されます。

査等ҕ員会にて、執行役員へのインタビュー機
会を設け、情報共有

ࣾ外औకとࣥ行αイυとの
コϛϡχέーγョン

1

社外取締役の経営会議への参加をଅ進、また、経
営会議における議の状況及び決議状況は、社
外取締役も経営会議資料や議事で確認

ࣾ外औకの
ՃࢀӦձٞのܦ

2

コーポレート・ガバナンスについての情報共有及
び意見ަ換

ࣾ外औకにΑる
Ψόナンスݕ౼ձの։࠵

3

コンプライアンスに関する方針及び活動計画に関
する審議、公正な職務執行を確保するための必
要事項のݕ౼や調査、リスクアセスメントの実施と
リスクマネジメント

ࣾ外औకのコンプϥイΞンスɾ
リスクཧձٞのࢀՃ

4

審議事項を事前に説明

ࣾ外औకにରする
औకձ্ఔٞҊのઆ໌

5

社外取締役と機関投資Ոとのスモールミーティン
グを定期的に開催し、対機会を創出

ࣾ外औకとࢿՈとの
σΟスΧογョン

6

コ
ー
ϙ
Ϩ
ー
τ
ɾ

Ψ
バ
ナ
ン
ス
の
ߟ
え
ํ

ࣾ
֎
औ
క

Π
ϯ
λ
Ϗ
ỿ
ー

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
ɾ
Τ
ϯ
ή
ー
δ
ϝ
ϯ
τ

ۀ

ࣥ
ߦ
ػ

ͱ
ί
ϯ
ϓ
ϥ
Π
Ξ
ϯ
ス

6
5
ά
ル
ー
ϓ
の
*
3
׆
ಈ

ג
ࣜ

ใ

औ
క

ɾ
ࣥ
ߦ

һ
Ұ
ཡ

コ
ー
ϙ
Ϩ
ー
τ
ɾ
Ψ
バ
ナ
ン
ス

108107 2024 UT Group Integrated Report



C
H

A
P

T
E

R
–

1
C

H
A

P
T

E
R

–
2

C
H

A
P

T
E

R
–

3
C

H
A

P
T

E
R

–
4

東京ূ݊取引所の定める「コーポレートガバナン

ス・コード」に基づき、取締役会の機能向上を図

ることを目的として、当社取締役会の実効性に

関する評価・分ੳを実施しております。2024年

3月期末に実施した評価・分ੳの方法と、その

結果は以下の通りです。

औకձのߏとӡ営

取締役会と業務執行を担う経営ਞの役割・機能が明確化されるとともに、取締

役会における社外取締役の役割・機能も明確化されているという点が最も高い

評価となりました。

また、前回実施時に課題としていた実質的な議を深めるための必要十分な議

題説明の在り方については改善をߨじ、資料の事前配や説明のタイミング等

に十分な配慮がなされたことから、必要な情報をཏした上で適切なൣғ・内༰

の議がަわされるようになったことにより、評価が上昇しました。しかしながら、

経営会議決議事項の取締役会における報ࠂの在り方及び進め方には一層効

率化していく必要があるということも確認されました。

また、経営ਞと社外取締役とのコミュニケーションに関しては、査等ҕ員会に

て社外取締役と一部執行役員との対機会があり、必要な情報共有がなされ

ているものの、さらなる相互コミュニケーションの充実が図られるような機会の設

定をݕ౼すべきであるとの意見が挙がりました。

1

経営戦略

IT投資（次期システムプロジェクト進捗、グループ統合採用サイトの機能強化等）

事業戦略（組織戦略、採用活動等）

中期経営計画のM&A方針に基づくM&A案件、PMIの状況

サステナビリティ活動

資本政策・ファイナンス

グループファイナンス

株主還元方針

キャッシュ・フローと資金調達

ガバナンス

指名及び報酬関係

重要リスクの対応状況

取締役会の実効性評価

会社機関の設計

● 実施時期ɿ2024年２月～３月
● 回答対象者ɿ全ての取締役及び取締役査等ҕ員 計６名
● 実施方法ɿ̬ ̗̚ アンケートによる自己評価、外部機関による評価結果の集計・分ੳ
● 評価項目ɿ大項目５部構成（全25問）　ᶃ取締役会の構成と運営、ᶄ経営戦略と事業戦略、ᶅ企業

ྙ理とリスク管理、ᶆ業績モニタリングと経営ਞの評価、ᶇ株主等との対
● 回答方式ɿ５段階評価と大項目ຖにフリーコメント・要望を記ࡌ

औకձの࣮ޮੑにରするධ価・ੳ �����݄期�औకձに͓͚るओな৹ٞ・ใ߲ࣄࠂ

औకձのؒスέジϡーϧ

経営戦略とࣄ業戦略

取締役会は、経営環境の不確実性の拡大やサステナビリティに係る社会的要請の高まり等の外

部環境の変化を踏まえ、持続的な企業価値向上の実現に向けた取り組みを行っているという点が

最も高い評価となりました。

一方で、長期経営ビジョンの実現に向けた中長期経営計画の策定及び人的資本への投資・人

材戦略の策定・遂行においては、取締役会が果たす役割を明確化するとともに、その役割を踏ま

えた取締役会でのアジェンダの設定及び議の深化が図られるよう取り組むべきであるということ

が確認されました。

また、資本コストを踏まえた経営の実現についても、M&AやIT投資等における投資とリターンの議

には特段問題として指ఠされることはແいものの、持続的成長に向けた経営資源の適切な配

分や事業ポートフォリオの見直し等の取り組みを推進していくべきであるとの意見が挙がりました。

2 企業ྙཧとϦスΫཧ

「内部統制システムの構築・運用のಜ」や「内部

査部門の適切な機能」、「リスク評価プロセスの構築」

といった点が高い評価となりました。内部査部門等

との十分な連携を図りながら、適切なリスク管理・評

価がなされていることを確認しています。本項目におけ

る質問項目の評価は֓ね高い結果となりましたが、取

引先企業等を含むバリューチェーン全体でのリスク管

理体制の構築や生産性向上に向けた取り組み状況

については取締役会で確認されることが望ましいとの

意見が挙がりました。

3

ओとのରג

取締役会は、対を通じて得られた株主・投資Ոからの

意見をもとに、戦略や,PI、ガバナンス等の見直しを行

う等、株主との対を企業価値向上に活用できるよう

に取り組んでいるという点が最も高い評価となりました。

従前よりも、企業価値向上や株価といった観点での議

が深化しているとの意見が挙がりました。さらには、前

ड़（ᶄ経営戦略と事業戦略）にもありますが、資本コス

トや株価を意識した経営の実現に向けた取り組みのݕ

౼がなされるべきであるとの意見が挙がりました。

5業ϞχλϦンάと経営ਞのධ価

当社は、2024年３月に代表取締役２名体制への変更を決議しました。第４次中期経営計画ロー

リングプランを実現するにあたり、代表取締役２名の役割を明確化することにより、意ࢥ決定の

迅速化及び業務執行機能の強化を図るૂいであります。前回実施時に、最高経営責任者等の

後継者計画の策定・運用については課題としており、継続的に議がަわされてまいりました。

今後、さらに次の世代の経営人材の育成については、取締役会及び指名・報酬ҕ員会が果た

す役割について認識の共有に取り組むとともに、共有された認識を踏まえ、その議の現状に

ついて指名・報酬ҕ員会から取締役会への情報共有が行われるべきであるということが確認さ

れました。

4

2023年／4月 5月 6月 7月 8月 9月

定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時

議案分ྨ ● ● ● ● ● ● ● ●

議
案
分
ྨ

M&A ● ● ●

ガバナンス ● ● ● ●

IT投資 ● ●

決算�業績見通し ● ●

指名・報酬関係 ● ●

ファイナンス�資本政策 ● ● ● ●

事業 ●

サステナビリティ ●

その他 ●

10月 11月 12月 2024年／1月 2月 3月

定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時 定時 ྟ時

● ● ● ● ● ● ● ●

議
案
分
ྨ

M&A ● ● ● ●

ガバナンス ● ● ●

IT投資 ●

決算�業績見通し ● ●

指名・報酬関係 ● ● ● ●

ファイナンス�資本政策 ● ● ● ●

事業 ● ●

サステナビリティ ● ●

その他
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アンケートでは、５つの大項目において、前回のスコアからさらに上昇

し、全項目の評価平均が4.38（前回評価 4.16）であること、また以

下に挙げる各項目の評価内༰を踏まえ、当社取締役会は適切に機

能しており、取締役会の実効性は֓ね確保されていることを確認いた

しました。フリーコメントにおいても、重要な不備を指ఠするものはあり

ませんでした。
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INTERVIEW with Outside director

Ҫ֞ 取締役会ではݸ別の業務執行にภることなく、ガバナンスや社

内体制の構築、経営環境に応じた判断、労働ࡂの防止を含めたリ

スクアセスメントと未વ防止の強化など多様な議が行われてきまし

た。業務執行側の成熟度の高まりや、企業の成長過程における重

点課題の変༰をഎ景としながら、取締役会が果たすべき議が明確

化されてきたҹ象です。他社と比較してもこの点は評価できる部分だ

と感じます。

ౡ 社外取締役として３年目を迎えて、取締役会の審議事項が多֯

的になったと私も感じています。社外取締役を中心に活発な議がさ

れていて、業務執行側には若山会長を中心にզ々の意見をਅに

受け止める姿勢がある。ಜ・意ࢥ決定と業務執行の関係性に基

づいて、議の健全性は変わらず維持されています。

Ҫ֞ 各々の専門性に基づき、バラエティに富んだ視点をぶつけ合い

ながらע々ᨣ と々議する姿勢は社外取締役に期待される部分であ

り、それは実現できていますね。

ౡ 株主還元方針を配当性向60％に変更する際も、多֯的な議

に基づいて叶えられたものです。若山会長の提案が起点になってい

ますが、これまでの自己株式の取得か配当金かというೋ者択一の方

針より株主・投資Ոの皆様に受け入れられやすいのではないでしょう

か。一方で第４次中期経営計画を１年間延長したこともあり、ローリン

グプラン遂行の責任感は高まっています。まずは第４次中期経営計

画の達成に向けた議にపఈする姿勢が望まれるでしょう。

Ҫ֞ 第４次中期経営計画以降、長期的な経営環境の変化を見据

えた“ポスト派遣”の議は、その土台の上にもたれるべきです。

ౡ そのような中、2025年3月期からは代表取締役２名体制という大

きな体制変更を行いました。業務執行の責任者として外ଜ社長の立

場が明確化し、現場に近い方々にとっては指ش系統がわかりやすく

なったのではないでしょうか。

Ҫ֞ サクセッションやBCPの観点も含めて、若山会長が担う機能を

他の経営ਞに移譲していくべきだという議は、東ূ一部（当時）に

上場した2019年ࠒから長くされてきました。今回の体制変更により

経営判断に厚みが出るだけでなく、管理ಜの面での細やかなリスク

アセスメントなども実現するでしょう。

ౡ その通りで、外ଜ社長が現場へと目を向け、若山会長がよりแ括

的な視点や経験をもとに、取締役会として議を重ねることで、これま

でとは異なる経営判断が出てくることを期待しています。一方で、私が

過去に代表取締役２名体制を経験した経緯から、各人の役割を明確

化しないとٯに組織に混乱を生んでしまうと取締役会ではਃし上げま

した。

Ҫ֞ 体制変更に際しては取締役会と指名・報酬ҕ員会で重ねて

議がもたれました。若山会長と外ଜ社長は数年間並して、役割

をঝしていくとࢥいますが、そのഎ景には経営ਞ一人ひとりに組織

をݗ引する存在になってほしいという若山会長の想いがあると感じま

す。創業者であり大株主でもある若山会長は、目指すべき価値観が

明確で、リスクテイクの判断力や会社の業績を通した社会ݙߩの意

識も高い。自らも株主であるようにリスクを客観的に判断して経営者と

してテイクする力を、他の経営ਞも備えていくべき段階にきており、今

回の体制変更が若山会長の資質を拡張・継ঝしていく重要なステッ

プとなるはずです。

ౡ 若山会長は現場にイニシアティブを持たせたい、現場で決定して

迅速に動ける組織をつくりたいと常々口にしていました。その反面、お

の通りオーナー経営者として発ݴ力が強く、経営会議などでの存

在感がいまだに強いのは事実です。外ଜ社長の経営判断を軸としな

がら、現場の自的な意ࢥと両立できる組織をつくっていくことが、こ

れから数年間の課題となるでしょう。

Ҫ֞ 世界的な景気低迷をؑみつつ、売上高や採用数、大手顧客と

の取引状況などを軸とした業績モニタリングはపఈしています。しかし

ながら前年度の業績予想の下方修正では経常利益で34％の見直し

が生じており、半導体業界の停滞に加えて、復調する自動車業界で

も不安定さがあり、経営環境では想定外の部分がありました。

ౡ 40万人強の製造派遣市場のマーケットリーダーとして、外的な影

響を大きく受けるのは仕方のない部分でもあります。業務執行側では

マーケットのポジショニングなども細かく見ており、業績モニタリングに

ついては私も課題感は抱えていません。

Ҫ֞ EPSのほかPBRやROEなど、当社が重要指標としている数値

はݎ調に推移しており、前年度の業績から大きな課題が࿐ しఄたと

は考えていません。キャッシュアロケーションの適切な管理を踏まえて

設定した配当性向60％への変更も、株主・投資Ոの皆様の期待に

応えられるものではないでしょうか。

ౡ 規模拡大に伴い、業績成長の難易度は上がっていますが、財務

ॾ表から大きな問題は見られません。これから考えるべきは、過去の

実績の延長ઢ上でこれからの成長を実現できるかということ。ここで

強引に進めてしまうと事業効率や人材スキルの低下をটきかねませ

ん。その見極めを意識することが重要な局面に入っていると考えてい

ます。

Ҫ֞ 事業面では2024年4月に技術者派遣事業を譲渡し、製造派

遣事業への集中を図りました。これは単に事業撤退というネガティブ

な判断ではなく、あくまでも最も重要な顧客は製造派遣で働く人であ

り、そのことを軸足に置いたうえで、働く人の可能性を拡げようとする

若山会長をはじめとした当社の変わら͵姿勢の現れでもあります。取

締役会でも議をもちましたが、ݎ実な経営判断だったと評価してい

ます。

ౡ 技術者派遣の業界には強力な競合も存在しますし、マネジメント

の難易度という課題を抱えていました。それを踏まえたうえで今回の経

営判断には、自分たちの強みを活かすという合理的な決断がベース

にあったと感じています。

Ҫ֞ こういった重要な経営判断や中長期的な経営戦略の策定、お

よび取締役の指名・報酬に関与し、外部ステークホルダーの目ઢで

意見をड़べていくことが社外取締役に求められる役割だと考えていま

す。業績は当વながら、Կよりガバナンス体制のపఈと株主目ઢで

の意見の反өを全うすることを心がけています。

ౡ 外から当社を見た時に、やはり「オーナー経営者へのݗ制は効い

ているのか」ということが気になるでしょう。オーナーに限らず、これまで

実績を残してきた経営者ほど、時にݥةなౌけにってしまうことがあ

る。若山会長は大胆であっても、そうしたஹީをもつ人ではありません

が、ݗ制する立場としての社外取締役や取締役会の存在意義は常

に意識しています。

Ҫ֞ หޢ士の立場からは、法的リスクのアセスメントを特に意識して

います。人を派遣する事業として、人命や健康に対するフォローは大

前提となるもの。加えて数万人の人材を派遣するなかで顧客に迷

をかける事件の発生なども留意しなくてはいけません。

ౡ 私は財務や人事などの管理部門で経験を積んできたこともあり、

経営ਞがܝげる高い目標に対して、現場に強い負ՙが生じていない

か、スムーズな連携が取れているかを注視しています。2023年からは

査等ҕ員会で執行役員との面談機会を持っており、現場のをर

い上げながらಜを続けていきたいと考えています。

Ҫ֞ 社外取締役は株主や投資Ոの外部ステークホルダーの皆様と

経営ਞとの橋渡しとݴわれます。これからも有益なご意見を経営に反

өしていけるよう努めていきます。

அྗとࣗੑの͋る৫ͮくΓのために
ΑΓݻڧなガバナンスମ੍のཱ֬に向͚ͯ

Ҫ֞�ଠհ ౡ�一– 取締役（社外） 査等ҕ員 
– 西ଜあさひ法事務所 法人社員หޢ士

– 取締役（社外） 査等ҕ員 
– 株式会社リクルートメディアコミュニケーションズ（現・株式会社リクルート）
　元代表取締役社長

ࣾ外औకをめるҪ֞ଠհࢯとౡ一ࢯ、
����݄̒Αりಉ৬にबしたྛࢯࢠوに
コーϙレーτɾΨόナンスを࣠としたΑりݻڧな৫づくりと
ࣾ外औకとしてՌたすׂについてͬޠていただきました。

社֎取締役Πンλビϡー
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ステークホルダー 対応方針 コミュニケーション機会

従業員

UTグループは、従業員の一人ひとりがはたらくこ
とを通じた自己実現を支援する環境の提供を通し
て、従業員満足向上とお客様満足向上の両立に
努めます。

● キャリアパートナーによるカウンセリング 
● 社内ポータルサイト・社内報 
● UTアプリ（社内コミュニケーションツール） 
● 従業員研修 
● 自己評価制度とݸ人面談 
● 社員会 
● 内部通報૭口

お客様
UTグループは、高い意欲を持った人材によるサー
ビス提供と労働環境の改善活動を通して、お客様
満足向上と従業員満足向上の両立に努めます。

● 日々の営業活動 
● コーポレートサイト 
● コンタクトセンター 
● お客様アンケート

求職者

UTグループは、求職者一人ひとりのキャリアに向
き合い、キャリア形成に関するアドバイスや仕事や
会社に関する正確な情報を提供し、一人ひとりの
可能性の拡大に努めます。

● 会社説明会 
● 面接 
● 求人サイト、求人広ࠂ

株主・投資Ո

UTグループは、透明性の高い経営と情報開示を
重視しています。透明性・公平性を期するためIR
ポリシーにもとづいたコミュニケーションを行いま
す。

● 株主総会
● 株主説明会
● 決算説明会
人投資Ո向け説明会ݸ ●
● 機関投資Ոとのミーティング
● 投資Ո向け情報サイト

UTグループは、一人ひとりをଚ重しながら͓٬༷の課題を解決するために、
ৗに։かれた企業࢟勢をとりつづ͚、ステークϗルダーのօ༷とのରを通じた
。ଓ的な企業Ձの向্をਤͬています࣋

UTグループでは、事業の継続と拡大にはステークホルダーと

社会からの信頼の獲得が欠かすことのできないものであると考

えており、透明性の高い情報開示と、適切なコミュニケーショ

ンを行うことを「コーポレート・ガバナンス基本方針」に定めて

おります。合わせて以下のように「ステークホルダー・エンήー

ジメント方針」を定め、ステークホルダーとのコミュニケーション

活動と適切な協働に取り組んでおります。

UTグループは、雇用の安定と労働力

の供給という公共的インフラを提供す

る企業としての社会的責任を自 し֮、

社会とステークホルダーから信頼され

る企業であり続けるため、UTグルー

プに対する要請や期待を的確に把握

し、それらに応えていくことが重要であ

ると考えています。適切な情報収集と

情報開示、対等のコミュニケーショ

ンを行い、ステークホルダーとの協働

に努めてまいります。

ै業һへのରԠํ ͓٬༷へのରԠํ

৬ऀへのରԠํٻ
Ոへのࢿओ・ג
ରԠํ

私たちは、従業員の一人ひとりがはたらく
ことを通じた自己実現を支援する環境の
提供を通して、従業員満足向上とお客様
満足向上の両立に努めます。

私たちは、高い意欲を持った人材による
サービス提供と労働環境の改善活動を
通して、お客様満足向上と従業員満足
向上の両立に努めます。

私たちは、求職者一人ひとりのキャリアに
向き合い、キャリア形成に関するアドバイ
スや仕事や会社に関する正確な情報を
提供し、一人ひとりの可能性の拡大に努
めます。

私たちは、透明性の高い経営と情報開示
を重視しています。透明性・公平性を期
するためIRポリシーにもとづいたコミュニ
ケーションを行います。

1 2

3 4

スςーΫϗϧμー・Τンήージϝント

スςーΫϗϧμー・Τンήージϝントํ
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社外औకΠンタϏュー INTERVIEW with Outside director

社外取締役ީ補者への選任は先ごろ任期を満了となったࠤ々༟

子ࢯからの紹介がきっかけでした。ただし当時は他社での社外取締

役就任も決まっていて、はじめはお断りするつもりだった、というのが

正直なところです。しかし若山会長や経営ਞとをした際に、UTグ

ループの経営理念に感を受け、また私が長年抱いていた社会課題

の解決と同社のビジョンが重なる部分があると感じ、この会社とならば

自身の知見や経験を活かして、ともに社会での価値創造ができるの

ではとお引き受した次第です。

私の経歴を紹介させていただくと、現在は株式会社三Ҫ住༑フィナン

シャルグループの執行役員等を務めますが、元々は新卒で日本༌出

入銀行（現・国際協力銀行）に入行しました。ライフイベントで仕事を

離れた後、複数の職を経てアメリカのコンサルティング会社に就職。

コールセンターのマネージャーから約４年後にアジアエリアのエグθク

ティブディレクターになり、その後、新生銀行へと籍を移して約15年に

わたり人事領域を専門に、人事制度改革、M&A、グループ会社の本

部機能の設置など、ز多の業務に携わってきました。

人材育成や人的資本経営に取り組んできたなかで、正社員・ܖ約社

員・派遣社員といった雇用形ଶによる待遇格差には長らく課題意識

を持っていました。労働人口の減少などを起点とした労働力の流動

化が進めば、雇用形ଶにかかわらずパフォーマンスの向上とともに働

く人のキャリアがつくられていく事が本来あるべき姿のはず。しかしそ

れを実現する企業は、日本には多くありません。この課題に対し、UT

グループは技術職社員３万人超という規模にありながら、社員の成長

支援を通じて働く人と組織が8IN�8INの関係にある社会づくりにਅ

に向き合っています。短期的な事業戦略にとらわれてしまう経営者

も多いなかで、“社会のために、派遣で働く人のために”という想いを熱

く語ってくれた若山会長の姿勢も、参画することを決意した大きな理

由のひとつです。

社外取締役としては人事における専門性を活かし、人材の能力を最

大化して企業価値の向上に結びつける評価や育成の施策、企業の

サステナブルな成長を叶えるための体制や仕組みづくりに積極的に

関与していく考えです。さらに新たな事業展開を見据える長期的な視

点では、外部コンサルタントとして多くの企業経営に関わってきた経

験が活かせるでしょう。また私は過去にܖ約社員や派遣社員として働

いた経験の持ち主でもあります。ダイバーシティの観点からも、派遣の

現場を自分事として体感してきたことが、事業への理解を深めるうえで

役立つはずです。

なお若山会長の実績や姿勢を評価したうえで、他方、UTグループは

創業者が代表取締役を務める所Ҧ「オーナー企業」です。創業者の

強く迅速な意ࢥ決定が成長を推進する一方で、存在が大きくなりす͗

ると、外部や現場の意見を健全に反өできなくなるリスクをൿめてい

るのが事実。この点においてオーナー企業における社外取締役の役

割は重要です。ݹくは“物ݴわ͵存在”ともされてきた社外取締役です

が、私自身は経営・執行部門にਅっ向から意見をݴう立場を常に意

識して務めていく所存です。

ステークホルダーの皆様とは、これからも積極的な対を続けていきま

す。投資Ոの皆様へのリターンと継続的な投資をつなぐ正の循環を

生み出し、UTグループのサステナブルな価値向上をともに目指すよう

なエンήージメントをつくることが理想です。製造業を通して日本経済

を再生させる、働く人の力を最大化させるプラットフォームとして派遣

業の在り方を追求するUTグループの取り組みは、労働市場をはじめと

した新たな社会の実現につながるもの。その姿勢をੋඇとも一ॹに

支援していただきたいとࢥいます。

スςーΫϗϧμーのօ༷とともに
৽たな࿑働ࢢのࡏΓํΛ͖͍ͯ͑た͍

ࢠو�ྛ

– 取締役（社外） 査等ҕ員
– 株式会社三Ҫ住༑フィナンシャルグループ
　執行役員
– 三Ҫ住༑カード株式会社 常務執行役員
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UTグループでは、業務執行ݖ限の一部を執行役員にҕ譲すること

により、責任の明確化とともに迅速な業務執行を可能にする体制を

採用しています。事業規模や戦略にԊって設置された「部門」を執行

役員が管ঠし、部門全体の執行責任とともに部門間の調整機能を

UTグループにおけるコンプライアンス違反を抑制するとともに、経営

上のリスク管理を行うための取締役会のࢾ問機関としてコンプライア

ンス・リスク管理会議を設置しています。コンプライアンス担当部ॺを

管ঠする部門の責任者を議長とし、社外のหޢ士も参加して、コンプ

ライアンスに関する方針や活動実施計画に関する審議、コンプライ

担っています。また、部門内で細分化された機能や業務を執行役員

が担当することで、専門性の高い領域に対しても経営の意ࢥを速や

かに執行に反өさせています。

アンスを確保するための必要事項のݕ౼、各種調査と再発防止策

の策定、リスクの種ྨを把握した上で、リスクを管理・評価し、リスク

発生の抑止と、発生した際のଛࣦの最小化並びに再発防止策の策

定を行っています。

業務ࣥؔػߦのجຊ的なํ͑ߟ 業務ࣥؔػߦΛߏする৫のׂ

取締役会

コンプライアンス・
リスク管理会議

事業։ൃ෦

൫෦جӦܦ

内෦ࠪࣨ

代表取締役

ܦ
Ӧ
ձ
ٞ

ࣄ
ۀ
ྖ
Ҭ

ス
λ
ỽ
ϑ
ྖ
Ҭ

ϚχϡϑΝクνϟリング事業෦ ̪̩ エイム（株）

ΤリΞઓུ事業෦
̪̩ コネクト（株）

UTパートナーズ（株）

ઓུࢿ事業෦

̪̩ スリーエム（株）
̛̪ ̟̞̩ ̨̪  ̪ （̩株）

̪̩  エフサス・クリエ（株）
̪̩  ̢̚ ̨̘（株）

̪̩ 東芝（株）
UTハイテス（株）

Green Speed Joint Stock Company

αービス։ൃ෦

査等ҕ員会

2024年8月31日現在

業務ࣥؔػߦ૬ؔਤ

コンϓライΞンス・ϦスΫཧձٞ

。していますࢦ場とୡする業ࣥ行ମ੍のཱ֬をݱをスϜーζかつ的֬にࢥӦのҙܦ

業ࣥ行ػとίンϓϥΠΞンス

ϚχϡϑΝΫνϟϦンάࣄ業෦
大企業向けワンストップ戦略に基づく事業計画を策定し実行する事

業組織です。日本を代表する大手製造業を顧客として製造エンジニ

アの派遣から生産工程で必要となる人材の専任の常ற管理者を

含むチームでの人材派遣等の人材サービス、外国人技能実習生

の管理代行などの事業運営を担っています。

ΤϦΞ戦略ࣄ業෦
地域プラットフォーム戦略に基づく事業計画を策定し実行する事

業組織です。各地域の働く人と企業に働き方のプラットフォームを

提供する、地域密着型の人材派遣等の人材サービス事業を運営

しています。きめ細かなサービスを提供するため、全国各地を細か

いエリアに分け、地域ごとに営業、採用、管理を行える組織を構築

しています。

業։ൃ෦ࣄ
中期経営計画においてM&Aによる機能強化と規模拡大を前提と

している領域についてのM&A戦略の立案から、資本提携やM&A

に関する業務をファインディングからクロージング、初期PMIまでを一

貫して行っています。

戦略ࣄࢿ業෦
企業の競争力を強化する人材流動化支援や高スキルエンジニア

領域の開拓、外国人がイキイキ働ける環境整備等、事業会社単位

で策定した事業戦略のもと、長期を見据えた事業基盤を構築してい

く事業組織です。

経営ج൫෦
グループ各社の派遣管理を含むコンプライアンス体制の運営、財

務や経理、法務、IRなどのコーポレート機能、社員のサポートデスク

運営など、グループ全体の経営を支える重要な機能を担っています。

さらに、グループ全体の経営計画策定とモニタリング、ITによる課

題解決や業務標準化による事務領域の生産性向上を遂行します。

加えて、2024年４月より、人材マネジメント等の人事に関する企画・

運営、社内外の広報機能も当部門に移管しています。

αービス։ൃ෦
技術職社員の採用やキャリア開発支援、サービス開発の機能を

有する組織です。働く人のキャリア形成を支える仕組みづくりとし

て、教育コンテンツやアセスメントプログラムの開発、管理者やキャ

リアパートナーの育成、教育施設の運営などを担っています。グ

ループ採用機能として、事業会社で必要とする共通機能としての

コールセンター運営や新卒採用、自社での採用ഔ体の運営ととも

に、採用業務に関するハブとしてグループ会社の採用情報の管理

を担っています。

෦ࠪࣨ
代表取締役の直組織として、内部査計画に基づきグループ全

体を対象に、経営組織の整備状況、業務運営の準拠性、有効性

及び効率性をݕ౼・評価し、その結果を代表取締役と査等ҕ員

会に報ࠂしています。また、査等ҕ員会と連携することで、グルー

プ全体のガバナンスや内部統制並びにリスク管理体制の有効性

についての査を行っています。
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・第17回定時株主総会出੮者数ɿ42名
 質問数ɿ5名10問
 （事前1名3問、当日4名7問）
 議決ݖ行使率ɿ79.02％
・会社説明会出੮者数ɿ42名
 質問数ɿ2名3問

・決算説明会開催数ɿ3回
・決算説明会来場者数ɿ243名
 （オンライン開催3回の合計）
・決算説明会開催のない四半期における
 決算説明動画視ௌ数ɿ1,031回（全1回）

ओのօ༷とのରのג گঢ়ࢪՈのօ༷とのରの࣮ࢿओ・ג

Ոのօ༷とのରのࢿؔػ

、ଓ的なにはステークϗルダーのօ༷とのରが不Մܽで͋るとೝࣝし࣋
。ઃ的なରのଅ進にめていますݐ的かつۃӦの重ཁな課題としてੵܦ動を׆3*

。していますࢪଓ的なରを࣮ܧՈのօ༷とのࢿओɾג
ಛに����݄̏ظは、ୈ̐࣍中ܦظӦܭըローリングプϥンެදのためੵۃ的にରػձを֫ಘし、
ؒで���݅のࢿՈを創出しました。
また、ରでಘられたגओɾࢿՈօ༷のҙ見をऔకձでϑΟーυόοクし、
。かしています׆動のվળに׆ͼ*3ٴӦܦ
͞らに、ג�ओɾࢿՈのօ༷のੳにࢿする情ใ։ࣔのվળに日ʑめています。

65άルーϓの*3׆ಈ

株主総会は、UTグループの最高意ࢥ決定機関であると同時に、経

営者が考える経営と将来૾について、株主の皆様と共有する対の

場であると捉えています。できる限り多くの株主の皆様にご出੮いた

だけるように、株主総会は集中日と見込まれる日を回ආし、ご出੮い

ただきやすい土༵日に開催するとともに、2024年6月に開催した第

17回定時株主総会は、より多くの株主の皆様にご参加いただけるよ

UTグループでは、決算説明会の定期開催とともに、ຖ四半期の決

算発表同時刻に代表取締役社長による決算説明動画をコーポレー

トサイト上に公開しております。また、IR担当役員を対の責任者と

し、国内外の投資Ոとのݸ別面談、スモールミーティング、カンファレ

機関投資Ոの皆様との対をさらに充実させるべく、社外取締役と

機関投資Ոとのスモールミーティングを開催しています。コーポレート

ガバナンス・コード̡ 基本ݪଇ５「r持続的な成長と中長期的な企業

価値の向上に資するため、株主総会の場以外においても、株主との

間で建設的な対を行うべきである（一部抽出）」に基づき、2023

年12月に、社外取締役と機関投資Ոとのスモールミーティングを開催

しました。一昨年以降、３回目の開催となり、取締役会における事業

計画の議状況や執行のಜ状況、成長に伴うリスク等を中心に

ディスカッションを行いました。当日の質疑応答の要ࢫは、コーポレー

トサイトにࡌܝしております。今後も、株主や機関投資Ոの皆様と

の対の機会をさらに充実させていきたいと考えております。

ࣾ֎औకϛーςΟンάの࣮ࢪ

うバーチャル形式で開催しました。また、株主の皆様が総会議案の十

分なݕ౼時間を確保できるよう、ট集通知の発送・開示の早期化を

図っています。株主総会終了後には、代表取締役社長による会社説

明会を開催し（株主総会同様にバーチャルでの開催）、将来の事業

計画について株主の皆様と共有し、対する場を設けています。

社内取締役

取締役査等ҕ員（社外）

執行役員 経営基盤部門担当

IR担当

若山、外ଜ

Ҫ֞ࠤ、 々、水上、島

山ా

３名

ンスへの参加などを通じて、機関投資Ոの皆様との建設的な対に

積極的に取り組んでおります。対から得られた機関投資Ոの皆様

からのご意見は、取締役会や経営会議において報ࠂし、経営やIR

活動の改善に活用しています。

˙�ओなରの
ᶃ決算説明会ɿ2023年11月（２2）・2024年５月（４̦ ）に実施

ᶄ中期経営計画ローリングプラン説明会ɿ2024年2月（32）

ᶅ会社説明会ɿ2024年６月定時株主総会の開催後にオンラインで実施

ᶆ機関投資Ոと社外取締役のミーティングɿ2023年12月に実施

ᶇ四半期決算後のグループミーティング、ݸ別ミーティングの実施

˙�ରに͓͍ͯѲ͞れたגओ・ࢿՈのօ༷のҙݟのऔకձにରするϑΟーυバοΫの࣮ࢪঢ়گ
・四半期ごとに取締役会及び経営会議にて、株主・投資Ո様からいただいたご意見を報ࠂ

・四半期決算発表後、社内取締役に対し株主・投資Ոの皆様とのディスカッション内༰を報ࠂ

˙�ରのओなςーϚגओ・ࢿՈのօ༷のؔ৺߲ࣄ
・事業環境について（半導体・エレクトロニクス関連、自動車関連）

・採用活動について

・第４次中期経営計画ローリングプランの策定について

・キャッシュアロケーションの考え方について

・成長とインセンティブの在り方について

・中期的な市場拡大の見通しと製造派遣業界の再編について

・サステナビリティに関する取り組みについて

گ動のվળঢ়׆Λ౿·͑た*3ݟՈのօ༷からの͝ҙࢿओ・ג�˙
・決算関連資料や統合報ࠂॻ等における開示内༰や開示指標等の改善

・サステナビリティに関する取り組みの推進と定性的な情報開示の充実

・社外取締役とのコミュニケーションの場の継続的な創出

˙�ओなରԠऀ ˙�ରԠঢ়گ

対応者 回数 のべ投資Ո数

グループϛーテΟング
役員    12回 193名

その他 　 7回 50名

ผϛーテΟングݸ
役員  26回 26名

その他 241回 244名

આ໌ձ 役員 　　4回 285名

ܭ߹ 290回 798名
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2024年7月1日現在｜在任期間／保有株式数｜  ˎ独立役員 2024年4月1日現在

※専門執行役員

（株）テンポラリーセンター（現・パソナ）等を経て、1995年UTグループの母
体となるエイムシーアイシー（有）（現・UTエイム）を設立。その後、製造派遣
業界初となる株式の店಄公開（JASDA2）を実現。代表取締役社長兼CEO
を経て、2024年より代表取締役会長。

एࢁ�ཅ一

代表取締役会長
17年／9,031,178株

［ 53歳 ］

1991年（株）リクルート入社、（株）ベルシステム24ホールディングス執行役員を
経て2017年当社入社。上੮執行役員社長ࣨ長、取締役兼執行役員を経て
2024年より代表取締役社長。

外ଜ�ֶ
［ 56歳 ］

代表取締役社長
５年／12,299株
UTエイム（株）代表取締役社長
UTコネクト（株）代表取締役社長

北法事務所を経て、西ଜあさひ法事務所に入所。クロスボーダー案
件、M&A、事業再生、ૌু案件等の法務全般に関する豊富な実務経験を
有する。

［ 51歳 ］

査等ҕ員である取締役［社外］
6年／ʵ
西ଜあさひ法事務所法人社員หޢ士
エン・ジャパン（株）社外取締役査等ҕ員

Ҫ֞�ଠհ

（株）新生銀行人事担当チーフオフィサー・常務執行役員、（株）三Ҫ住༑
銀行エグθクティブ・アドバイザー、（株）三Ҫ住༑フィナンシャルグループエ
グθクティブ・アドバイザーなどを歴任。

ˎࢠو�ྛ

［ 61歳 ］

査等ҕ員である取締役［社外］
新任／ʵ
ISO TC260 国内審議ҕ員会ҕ員

（株）三Ҫ住༑フィナンシャルグループ執行役員
三Ҫ住༑カード（株）常務執行役員

（株）小コーポレーション社外取締役

ౡ�一ˎ

［ 66歳 ］

査等ҕ員である取締役［社外］
2年／ʵ

（公財）Ԙ事業センターඇ常勤理事
（株）北の達人コーポレーション社外取締役
（株）コスモスイニシア社外取締役
グリー（株）社外取締役査等ҕ員

（株）リクルートフロムエー（現・リクルート）取締役、（株）リクルートメディアコ
ミュニケーションズ（現・リクルート）代表取締役社長、（株）リクルートホール
ディングス常勤査役などを歴任。

ኍా࢘�
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

খٱอ�ษ
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

ദߒ�հ
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

ᚸ෦ࠀ�
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

Ӌࢁ�ਖ਼人
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

Ԭ�উ
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

�णాࢁ
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

ӈా�ढ़ڭ
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

本അ�ོ信
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

ล�ѥྑر
エリア戦略事業部門
UTコネクト（株）

�༟າݪֽ
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

খݡ�
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

�ਅ౻ࠤ
マニュファクチャリング事業部門
UTエイム（株）

ஜҪ�信行
戦略投資事業部門
UTスリーエム（株）代表取締役社長

߂�ೋ
戦略投資事業部門
FUJITSU UT（株）代表取締役社長
UT エフサス・クリエ（株）代表取締役社長

ଠݐ�؛ࢁ
サービス開発部門

খ�խ人
サービス開発部門

क安�ஐ

ᖒೖ�ਖ਼࣏

事業開発部門

経営基盤部門

૬ᖒ�༞࣏

Լ向�一Ӊ

事業開発部門※

Green Speed Joint Stock 
Company取締役会長

経営基盤部門

ඌ౻�

�߶

ਔོ�ాࢁ
事業開発部門※

経営基盤部門※

経営基盤部門
UTハートフル（株）代表取締役社長

取締役一ཡ ࣥ行役員一ཡ

˙�औకʢࠪҕһΛআくʣ ˙�άϧーϓࣥߦһ
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ใࣜג

商߸	 UTグループ株式会社

本社所在地	 ˟141-0022	東ژ品۠東ޒ反ా一ஸ目11൪15߸

創業	 1995年4月14日

設立	 2007年4月2日

資本金	 11.9億円

従業員数	 53,467（連結）、893名（単体）

上場証券取引所	 東ژ証券取引所	プライム市場

証券コード	 2146

事業年度	 ຖ年4月1日からཌ年3月31日まで

定時株主総会	 ຖ年6月

基準日	 年4回（6月30日／9月30日／12月31日／3月31日）

単元株式	 100株

発行Մ株式総数	 160,000,000株

発行済株式総数	 39,699,383株

株主数	 5,269名

株主名管理人	 証券代行部	信ୗۜ行株式会社	ඛUFJࡾ

		 ༣送先	 ：	˟ 137-8081	新東ژ༣ศࢲہ書ശ第29߸

		 電　話	 ：	0120-232-711（フリーダイϠル）

（名）

4,344

4,648

7,478

5,8542023年

2022年

2021年

2020年

（%）

˙	金融機関　˙	証券会社　˙	その他法人　˙	個人・その他　 	外国法人

2023年

2022年

2021年

2020年

33.132.74.50.828.9

33.033.24.61.527.7

34.037.94.71.521.9

28.234.25.22.529.9

2024年3月31日現在

大株主 持株数（株） 持株比率（％）

एࢁཅ一 9,031,178 22.75

株式会社日本カストディۜ 行（信ୗ口） 4,278,200 10.78

日本マスタートラスト信ୗۜ行株式会社（信ୗ口） 3,691,200 9.30

株式会社日本カストディۜ 行（信ୗ̚口） 2,394,800 6.03

株式会社LeJ	HBV�oMJ 1,817,200 4.58

B/YM	SA//7	FOR	B/YM	FOR	B/Y	GCM	CLIE/T	ACCOU/TS	M	LSCB	RD 748,787 1.89

B/Y	GCM	CLIE/T	ACCOU/T	JPRD	AC	ISG	(FE-AC) 655,809 1.65

GO7ER/ME/T	OF	/OR8AY 602,624 1.52

JPϞルガン証券株式会社 602,132 1.52

UTグループ社員持株会 546,081 1.38

ˎ発行済株式の総数には、当社保有の自己株式78株が含まれております。また、持株比率は、自己株式78株を߇除して計算しております。

各年3月31日時点 各年3月31日時点

ॴ༗ऀผࣜגൺ

ߴ価・ग़དྷג

ओג

UTグループでは、当社が目指す中長期的なビジョンとそれに伴う企業活動、社
会への価値創造についてステークホルダーの皆様に広くご理解いただくことを
目的として、2021年3月期より౷合報ࠂ書を制࡞・発ץしています。当社の
顧客となる製造業を中心とした企業の皆様、働きたいというҙཉを持つ求職者
の皆様に加え、株主・投資Ոの皆様、そして当社従業員等を含むステークホル
ダーの皆様にとって、本レポートが当社への理解をਂめるための有ҙٛなコミュ
ニケーションツールとなれいです。本レポートでは2021年3月期以来、財
務・非財務を含むより細やかで正確な報発信を心がけるとともに、人材派遣
業を取り巻く社会എ景についても理解いただけるよう、ຖ回のテーマを設けて
報の編ࢊを行っております。制࡞にあたっては、経営基盤部経営管理IRϢニッ
トを中心に社内の幅広い関係部ॺと連ܞして行っており、その࡞成プロセスが
正当であり、かつ記載内容が正確であることをここに表明いたします。
これからも報のさらなるॆ実と、ステークホルダーの皆様のニーズに基づく
報発信を心がけてまいりますので、皆様からのسጨのないごҙ見・ご要をお待
ちしております。

౷߹ใࠂॻの੍࡞ɾൃץに͋たり

2024年9月　執行役員　経営基盤部担当　ོాࢁਔ

5,2692024年2024年
29.535.44.92.727.5
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保有期間 3年 5年 10年

UTグループ 103.7% 151.3% 721.9%

TOPIX 52.5% 96.2% 188.6%

※TSR（トータル・シェアホルダー・リターン）：キャピタルήインと配当を合わせた
総合投資収益率。UTグループのTSRは累積配当額と株価	変動、TOPIX
は配当込みの株価指数により2024年3月期末における各保有期間の利
回りを計算。基準となる投資開始時の株価は、３年：	2021年３月末、５年：
2019年３月末、10年は2014年３月末の終値を適用。
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˙	編集方針
「౷合報ࠂ書」は、̪ グ̩ループのミッションと、中長期的な企業価値向上に向けた経営戦略や
ビジネスϞデル、業績動向等について、財務・非財務報を౷合的に明らかにすることで、当社
の価値創造プロセスを株主・投資Ոをはじめとするステークホルダーの皆様にご理解いただき、
建設的な対話を行うためのコミュニケーションツールと位置付けています。

˙	報ࠂ対象範囲
対象組織	UTグループ株式会社及び連結対象会社

˙	報ࠂ対象期間
2024年3月期（2023年4月～2024年3月）
※一部に2024年4月以߱の活動内容も含む

˙	参考ガイドライン
国際౷合報ࠂ評議会（IIRC）「国際౷合報ࠂフレームワーク」、経済産業省「価値ڠ創のため
の౷合的開示・対話ガイダンス」、GMoCBM	RepoStJOH	IOJtJBtJWe「GRI	スタンダード」

˙	将来見通しに関する注ҙ事項
本報ࠂ書に記載されている報には、将来の見通しに関する記述が含まれています。これらは、
本報ࠂ書࡞成時点の当社の判断に基づくものであり、リスクや不確定な要ૉ等の要Ҽを含んで
おります。実際の成果や業績等は、本報ࠂ書の記載とは異なるՄ性があります。
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